
日本製薬団体連合会の地球温暖化への取り組み

平成 25年3月4日

団体名 日本製薬団体連合会

目標 12010年 度(第一
約束期間5カ年の平地 の製薬企業の C02排出量を1990年度レベル以下に抑制する。

注)工 場・研究所力潮卜出するエネルギー起源のC02が対象

1.自 主行動計画の進捗状況

2012年 度調査(2011年度実績)は、これまでと同様に、日本製薬団体連合会(日薬連)傘下団体のうち、日本製薬工業協会

(製薬協)、日本0丁C医 薬品協会(OTC薬 協)および日本ジェネリック製薬協会(GE薬協)の会員企業を対象に実施した。回答

企業数は101社であり、昨年度調査より3社増加した。その内、1990年度のデータを保有していない企業などを除いたデータ

集計対象企業数は昨年度と同様66社であつた。

2011年度の C02排出量については、東日本人震災により悪化した電力の炭素排出係数の影響が大きいことから、本報告書

では、震災の影響を織り込んだ電力調整後炭素排出係撒を用いて算出したC02排 出量とともに、製薬業界の努力分を分かりや

すくするために、震災がなかつたと仮定した電力調整後炭素排出係撒嗜用いた C02掃卜出量についても、必要に応じて報告する。

2011年度のC02排出量は184.8万tであり、基準年度(1990年度)に対して19.5万t(11.8%)、前年度に対しては22.8万t(14.1%)

の大幅な増加となつた。一方、震災がなかつたと仮定した場合の電力調整後炭素排出係撒を用いた場合の C02排出量は 157.7

万tであり、基準年度を7.6;晟(4.6%)下回つた。また、第 1回厚生労働省フォローアップ以前から自主行動計画に参加していた

企業(46社)についても、2011年度のC02排出量は66社集計と同様の傾向となつた。

【エネルギー使用量口C02排 出量の推移】

年度 1990 2008 2009 2010 2011
2008…2012

(目標)

売上高(億円)
45,036

(42,918)

73,085

(68=469)

76,665

(71,722)

78,263

(73,026)

80,831

(76,002)

エネルギー消費量(万kL)

(原油換算値)

78.2

(74.3)

97.9

(87.9)

93.6

(83.5)

93.9

(83.5)

92.8

(82.6)

エネルギー消費量原単位指数
1.000

(1.000)

0.771

(0.742)

0.703

(0.672)

0.691

(0.661)

0.661

(0.628)

C021非仕贖ン房謝自立

(電調理鴨麹剛出

帥

C02排出量

(万t)

165.3

( 1 5 7 . 2 )

179.6

(160.8)

162.8

(144.2)

162.0

(143.1)

184.8

( 1 6 3 . 5 )

165.3

(157.2)

原単位

(t/億円)

36.7

(36.6)

24.6

(23.5)

2 1 . 2

(20.1)

20。7

(19.6)

22.9

(21.5)

原単位指数
1.000

(1.000)

0.669

(0.641)

0.578

(0.549)

0.564

(0.535)

0.623

(0.588)

C021弗隆膚ン房調日立

偲駅がなかったと仮定

した電気調整後炭素排

¨

C02排出量

(万t)

157.7

(139.4)

原単位

(t/億円)

1 9。5

(1 8 . 3 )

原単位指数
0.531

(0.501)

(参考)

C021弗隆膚ン房調自立

(電気実炭素排出係数

鯛

C02排出量

(万t)

165,3

( 1 5 7 . 2 )

194.4

(174.2)

175.0

(155.1)

174.7

(154.4)

1 9 1 . 6

(169.6)

原単位

(t/億円)

36.7

(36.6)

26.6

(25.4)

22.8

(21.6)

22.3

( 2 1 . 1 )

23.7

(22.3)

原単位指数
1.000

(1.000)

0.724

(0.695)

0.622

(0.591)

0.608

(0.578)

0.646

(0.610)

注)上段は 66社 の集計値、( )は 46社 の集計値
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1-1)目 標指標の選択

製薬業界は、経団連の環境自主行動計画に1997年度から参加している。参加当初は、エネルギー使用量を売り上げ

に対して削減するという、エネルギー消費原単位を目標に設定していたが、京都議定書が国際合意されたことを受け、

1999年度にC02の総量削減に対する製薬業界の果たすべき責任について改めて議論し、これまでの原単位目標から総

量目標に変更することを決定した。そのレベルとしては、経団連の環境自主行動計画における数値目標(1990年度

レベル以下)に合わせることとし、現在に至つている。なお、数値目標の見直しを検討した当時、総量目標を採用す

ることを決定した前提条件として、当時進められていた医療費抑制政策がこのまま継続し、医薬品の国内需要の伸び

が鈍化すること、国際競争力強化を図るために医薬品企業の合理化再編が進むことが挙げられていた。

1-2)医 薬品業界の概要

製薬業界全体の企業数、売上高は、厚生労働省の「医薬品産業実態調査報告書 2010年度」のデータを引用した。また、

自主行動計画参加企業の売上高は、アンケート回答企業の数字の合計である。なお、医薬品産業実態調査報告書にお

ける企業数、売上高等の対象は、日薬連傘下の企業である。

【国内の医薬品の売上高推移】 単位 :億 円

注)( )の数値は、1990年度を100とした場合の相対値

【日本製薬団体連合会の概要 :2011年 度】

日薬連傘下企業
(業態別 14団体)

自主行動計画参加企業

企業数 370社
66社 (17.8%)

(46社 (12.4%))

売上高 106,516億円
80,831億円(75。9%)

(76,002億円(71.4%))

注)上段は66社の数値、( )は 46社の数値

本年度に実施した自主行動計画フオローアップヘの回答企業数は 101社 (昨年度 98社 )であり、そのうち、1990年度

のデータを保有していない企業などを除いた有効回答企業66社 (昨年度66社 )のデータを集計した。企業数でのカバー

率は 17.8%(昨年度 18.8%)、売上高でのカバー率は75.9%(昨年度 80.6%)となった。

*本 年度フォローアップ調査では、直近の厚生労働省「医薬品産業実態調査報告書 2010年度」のデータを使用した。同報告

書では、薬事法に基づき医薬品製造販売業の許可を受けて医薬品を製造販売している企業のうち、日本製薬団体連合会

の業種別団体(14団体)に加盟している企業数が記載されており、本年度フォローアップ調査では2010年度版記載の 370

社を引用した。

年度 1990 1995 2000 2005 2008 2009 2010

医療用医薬品
41,903

(1〔)())

59,407

(142)

68,848

(164)

85,328

(204)

81,077

(193)

97,644

(233)

90,995

( 2 1 7 )

医薬品全体
52,821

(100)

73,104

(138)

81,126

(154)

97,232

(184)

94,980

(180)

113,432

(215)

106,516

(202)
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1-3)2012年 度調査時の自主行動計画参加企業数の内訳

【自主行動計画参加企業内訳】

注 1)調 査対象企業数

0丁C薬 協 :会 員企業79社のうち、製薬協と重複加盟している企業24社は製薬協の調査対象とし、2007年度以前から

自主行動計画に参加していた企業とエネルギー管理指定事業所を有する8社が調査対象

GE薬 協 :製 薬協を通じて回答した企業、および親会社のデータに集約して回答した企業を除いた企業数

注2)( )の 数値は昨年度調査データ

注3)有 効回答企業数 :基 準年度および進捗状況調査年度におけるエネルギー使用量のすべてに回答した企業数

注4)自 主行動計画参加企業数(集計対象企業)の前年度調査に対する変動

退会による減少

合併による減少

自主行動計画への参加取りやめ

業界団体復帰による増加

新規行動計画参加による増加

- 1社

-1社

-1社

+1社

+2社

計

1-4)自 主行動計画調査対象事業所数

【調査対象事業所数】

±0社

業界団体

66社の内訳 46社 の内訳

会員

企業数

譜 1)

脚

回答企業 集計対象(有効回答)企業 2011年度

調査

2012年度

調査企業数 率(%) 企業数r) 率(%)

製薬協
70

( 6 7 )注
2 )

70

(67)

63

(62)

90.0

(88.1)

49

(48)

70.0

(71.6)
42 43

0丁C薬 協
79

(82)

8

( 8 )

7

( 8 )

87.5

(100)

7

( 8 )

87.5

(100)
4 3

GE薬 協
42

(44)

39

(40)

31

(28)

79.5

(70.0)

1 0

( 1 0 )

25.6

(25.0)
0 0

合計
191

(193)

1 1 7

( 1 1 5 )

1 0 1

(98)

86.3

(85.2)

66'主
4)

(66)

56。4

(57.4)
46 46

工場 研究所 合計

対象事業所

集計事業所

158

153

77

77

235

230

【省エネ法におけるエネルギー管理指定工場数】

種類 事業所数 備考

第 1種

第 2種

無指定

1 0 4

46

80

原油換算3,000kL/年以上

原油換算 1,500kL/年以上、3,000kL/年未満

原油換算 1,500kL/年未満

合計 230
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2.C02排 出量の増減要因

2011年度の C02排 出量は 1990年度(基準年度)に対して 19.5万t増加した。1990年度に対するC02排 出量の増加要

因は、事業活動の拡大(生産量の増加等)が 104.0万t、C02排 出係数の変化が 11.7万tとなつた。一方、減少要因として

は、高効率機器の導入やエネルギー代替、生産活動の効率化等が挙げられ、累積で96.3万tとなつた。昨年度調査では、

C02排 出係数の改善が 10万t以上のC02排 出量削減の要因になっていたが、本年度の調査結果は、電力の炭素排出係

数が東日本大震災・原発事故により悪化したことが、基準年度に対する2011年度のC02排 出量を大幅に増加させる要因

となつた点が特徴である。

2-1)基 準年度から2011年度までの C02排 出量の増減要因分析

【C02排 出量の増減要因】

C02排 出量(万t) 基準年度比(%)

C02排 出量

1990年度(基準年度) 165.3

2011年度
震災あり 184.8 111.8

震災なし 157,7 95.4

増減
震災あり 司卜19.5 +11.8

震災なし ―-7.6 ―-4.6

増減要因内訳

C02排出係数の影響
震災あり +11.7 +7,1

震災なし -15.3 -9.3

事業活動拡大の影響 +104.0 f62.9

業界の努力(省エネ対策等) ―-96.3 ―-58.2

2-2)2011年 度のC02排出量増減の理由

アンケート調査による2011年度のC02排出量増減の理由(重複回答あり)は下表の通りである。

なお、アンケート調査を実施した時点(6月～7月上旬)では、2011年度電力の炭素排出係数が明らかになつていない

ことから、本年度のフオローアップの調査項目への各社の回答には、電力の炭素排出係数の悪化が反映されていない

可能性が高い点に留意する必要がある(下記項目以外についても同様)。

【2011年におけるC02排出量の増減要因】

2-3)東 日本大震災・原発事故の影響

1)電 力の炭素排出係数悪化の影響

2011年度における購入電力の調整後炭素排出係数は 1.170卜C/万 kWh](震災がなかつたと仮定した場合の電

力の炭素排出係数0.835 Et―C/万 kWh])で、購入電力に伴うC02排 出量は、94.5万tであつた。震災がなかつたと仮

定した係数で算出した場合、電力に伴うC02排 出量は、67.5万tであり、排出係数の悪化により27.0万t増加したこ

とになる。したがつて、震災がなかつたと仮定した場合の電力の炭素排出係数を用いて算出した製薬業界の 2011

年度のC02排 出量の合計は157.7万tとなり、基準年度(1990年度)のC02排 出量(165.3万t)を7.6万t下回り、2009

年度から3年 連続で日標値を達成していたことになる。

2)東 北電力、東京電力管内における工場口研究所への直接的な影響

東日本大震災による被害によリデータの集計ができない事業所は 1事業所(1社)であつた。

東北電力、東京電力管内に工場・研究所を持つと回答した41社の内、2011年度エネルギー消費量に直接的な影響

- 4 中

増加の理由 減少の理由

生産量、研究

活動量増加
施設の拡張

高効率機器

導入

設備機器の運

転、制御

基準値、設定

値の変更

インバータ装置

の設置

社内活動によ

る意識向上

16社 9社 35ネ土 1 9社 16社 14社 14社



を受けたと回答した企業は 31社であった。そのうち、影響を受けたエネルギー量を把握している29社について、エネ

ルギー別にその増減量を調査した。その結果、エネルギー使用量の変化により、C02排出量は 28,585t減少しており、

この減少量の大部分は、2012年度のエネルギー使用量の増加要因となるものと判断している。

影響を受けたと回答した企業における、具体的な影響事象とエネルギーヘの影響については、以下の通りである。

【工場・研究所への直接影響】 (複数回答含む)

3)東 北電力、東京電力管内以外を含む工場・研究所への間接的な影響

東北電力、東京電力管内およびそれ以外にある工場・研究所で、東日本大震災により事業所のエネルギー消費量

に間接的な影響が及んだ企業は28社、影響が及んでいない企業は31社、不明が5社であり、その事象と影響を受け

た事業所数は、以下の通りであつた(複数回答含む)。

【工場口研究所への間接影響】

間接的な影響の概要
事業所数

工場 研究所 計

夏の電力不足に対する節電対策によるエネルギー消費量の変化 35 30 65

電力の安定供給(リスク管理)を目的とした自家発電施設の導入 12 2 14

エネルギーの安定供給を目的とした燃料転換(電気→他のエネルギー) 1 0 1

生産シフト、復旧需要増による生産量の増加 5 6

社会情勢等に配慮した事業活動の自粛/その他 0 2 2

直接的な影響の概要
直接的な影響を受けた企業・事業所 C02排出量

への影響企業数 工場数 研究所数

地震・津波等による操業停止(一部停止含む) 17 3 28,543t瀬丸

原子力発電所による放射能汚染による避難 1 0 算出できず

電力不足による自家発電設備稼働 14 15 5 1,729t増

電力不足による燃料転換(電気→他の燃料) 5 4 3 639t瀬 支

電力使用制限令発動による操業調整 12 13 5 166t増

生産シフトによる生産量の減少 1 1 0 1,297t減

合  計 28,585t瀬丸

【エネルギー使用量への影響の内訳】

エネルギー
増加 減少 増減量

増加量 鰻
０

C021tp 減少量 鰻
ω

C021tl 鯉
側

C020

電力(万kWh) 484 42,640 2,076 3,480 306,588 14,929 263,948浙丸 12,853減

肇葬由(kL) 502 19,628 1,360 5,821 227,601 15,773 207,973減 14,413瀬丸

知「,由(kL) 377 13!836 939 502 18,423 1,250 4,587瀬丸 311減

軽油(kL) 308 11,612 797 2 75 5 11,537増 792封旨

LPG(t) 2 102 6 65 3,302 195 3,200減 189減

天然ガス(千m3) 55 2,393 122 0 0 0 2,393封彗 122増

LNG(t) 693 37,838 1,869 11347 73,546 3,632 35,708減 1,763減

都市ガス(千m3) 1,315 58:912 2,959 1,299 58:195 2,923 717増 361曽

蒸気(GJ) 24 24 0 452 452 5 428瀬丸 5減

合計 186,984 10,129 688,183 38,714 501,199減 28,585瀬丸
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1    4)002排 出量に影響を及ぼす対策

東日本大震災を教訓に、2012年度以降の生産活動、研究活動によるC02排出量に影響を及ぼす対策を実施、または

検討している企業数および具体的な対策は以下の通りであつた。

【東日本大震災を教訓として実施または計画されている対策】

企業数 実施あるいは検討している対策

実施する 7 コジェネレーション、ガスエンジン、自家発電機の導入

自然採光の取り入れ(照明電力の節減)

事業所内に分散している人員の集結(安否確認、節電)

老朽化施設の封鎖

効率のよい冷凍機の導入 等

検討中 7

特に予定はない 33

必要ない 0

5)東 北電力、東京電力管内のオフィスの節電対策

電力使用制限令が発令された東北電力、東京電力管内のオフィスでは節電対策として、以下のような対策が実施され

た。

【オフィスの節電対策】(複数回答含む)(回答企業数 60社)

実施内容 企業数 実施内容 企業数

照明機器の間引き 54 給湯器の使用停止 21

空調温度の設定温度変更 55 使用していないエリアの空調停止 41

空調設備の使用台数削減 23 昼休み時間の消灯の徹底 42

空調設備の間欠運転 16 使用していない電気機器のプラグを抜く 34

空調機のガス運転優先 4 テ
・
マンドコントローラーによる電気機器のコントロール 17

エアコンのフィルター清掃回数増加 5 サマータイムの導入(始業時間の繰り上げ) 6

換気ファンの一定期間使用停止/回数制限 6 クールビズの期間延長 37

エレベータ/エ スカレータの使用制限 35 スーパークールビズの実施

自動販売機の使用停止 14 在宅勤務 4

トイレの温水・便座保温停止 36 操業日の変更(休日操業等)

トイレのジェットタオル停止 25 夏季休暇の長期化・分散化 14

廊下の消灯 50 社内パトロールの実施 20

コピー機の間引き 8 社員の教育・啓発 43

パソコンの充電時間コントロール 10 社員の家庭での節電要請 24

冷蔵庫の使用停止又は間引き 14

3.目標達成に向けた具体的な取り組み

2011年度に工場、研究所で実施された地球温暖化対策は下記の通りである。

高効率機器の導入件数は依然多く、今後もC02削減に向け積極的な導入が求められる。また、2011年度は、基準値、設

定値の変更や社内活動による意識向上などのソフト対策によるC02排出削減量が大きく増加しており、ここにも東日本人震

災による電力供給量不足の影響が現れていると考えられ、この取り組みが継続していくことが期待される。エネルギー代替

については、製薬業界ではこの対策が大きく進んだことにより、C02削減ポテンシャルは小さくなつていると考えられる。

‐
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【2011年度の温暖化対策事例】 (数字は件数)

【主な温暖化対策実施事例とC02排出削減効果】 (数字は C02削 減量 :単位t)

4.第 一約束期間におけるC02削減見込み

2011年度のC02排出量は、基準年度(165.3万t)を19.5万t(11.3%)上回る結果となつた。また、2008年度から2012年度

における平均C02排出見込量は 175.9万tであり、これも基準年度の排出量を大幅に上回っており、日標達成は困難な状況

にある。2011年度の C02排出量が大きく増加した理由は、震災口原発事故により電力の炭素排出係数が悪化したことが挙

げられ、係数の悪化によるC02排出量の増加分は、およそ27万 tとなる。

対策 2008年 度 2009年度 2010年度 2011年 度

ソフト対策

基図目直、訂顎日tLO類  (清罷量撼鯵証ヨ郷書" 8 17 19 16

言晏巳謂副隣撻暑居にE〉延E車嘔ミ̈ 肌  (Fnt、子曇望りる遍国藝云書奇つ 33 44 27 19

社内活動による意識向上 13 8 14

空調設備 熱交換による排熱の回収 5 7 3

エネル

ギー

エネルギー代替 18 16 14 8

コジェネレーションシステム導入 0 2 1 1

機器の

改善

高効率機器の選定 33 35 28 35

インバータ螂 27 22 21 14

機器、配管への断熱による放熱ロスの低減 13 14 16

漏水、漏洩対策の実施 9 10 5 4

その他

製造工程の見直し 3 3 3 3

生産効率の改善(収率の向上等) 5 5 5 3

変圧器無負荷損失の低減 4 3 2 5

主な対策 2008年度 2∞9年度 2010年度 2011年度

主な

ハード対策

エネルギー代替

高効率機器等の選定

インバータ装置の設置

機器、配管への断熱による放熱ロスの低減

製造工程(研究工程)の見直し

漏水、漏洩対策の実施

生産効率の改善(収率の向上等)

その他(熱回収等)

66,105

6,549

1,282

1,488

608

676

11124

39,469

28,238

1,725

4,359

8 1 0

1,863

4,783

9,426

8,256

1:409

4,031

760

143

573

20237

3,288

8,445

726

2,884

506

519

280

1,966

計(t) 77,832 81,247 26,835 18,614

t/;
y71-f.tffi

基準値、設定値の変更(温度、換気回数等)

設備機器の運転、制御方法の見直し

社内活動による意識向上

エネルギー監視システムの導入

1,793

8,148

3,042

8,594

8 1 6

6 1 1

1,947

3,914

96

4,647

6,998

2,175

1 1 0

計(t) 9,941 13,063 5,861 13,930

C02排 出量削減合計量(t) 87,773 94,310 32,696 32,544

設備投資額(百万円) 6,507 5,323 3,424 3,771

設備投資額/C02削減量(万円//t―C02) 10.5

注)数 値は、各社から報告された対策事例とC02削 減効果の合計値
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4-1)今 後のC02排出見込量

アンケート調査で各社が回答した 2012年 度のエネルギー使用見込量に基づき算出した C02排 出見込量は、

2011年度電力の調整後炭素排出係数を用いた場合は 190.6万tでありご基準年度(1990年度)の排出量を25.3

万t上回る見込みである。したがつて、2008年度から2012年度の平均 C02排出量は 175。9万 tとなり、基準年度

を平均排出量で10.6万t(5カ年累積で53.3万t)、6.4%上回る見込みとなり、日標達成は困難である。

一方、震災がなかつたと仮定した場合の2011年度電力の調整後炭素排出係数を用いて算出した2012年度のC02排

出見込量は162.6万tとなり、基準年度を2.7万t下回り、2008年度から2012年度の平均 C02排出量も164.9万t

となり、基準年度を下回る見込みとなる。

【第一約束期間におけるC02排 出量】 (単位 :万t)

4-2)自 主行動計画の達成状況

自主行動計画の集計対象企業66社のうち、第一約束期間における目標達成見込みについて調査した結果は以下の通

りである。本年度調査で、第一約束期間に自主行動計画を達成できると回答した企業数は 18社(昨年度 11社)となり、前

年度調査と比べ達成あるいは達成見込みの企業が 7社増加した。

【自主行動計画の達成状況】

4-3)第 一約束期間の C02削減計画作成状況

自主行動計画の集計対象企業66社に対してt数値目標の設定状況について調査した。2012年度調査は、日標年度を

1年残すのみとなつていることを考慮し、「目標設定を検討している」との選択項目を削除するとともに、数値目標の設定に

ついては、「製薬業界の自主行動計画に連動した数値目標の設定」と「企業独自の数値目標の設定」に分けて調査した。

その結果、数値目標を設定している企業は66社中40社であり、そのうち、製薬業界の自主行動計画に連動した数値目標

を設定している企業は 17社であつた。

‐
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年度
1990

(基準年度)

2008

(実績)

2009

(実績)

2010

(実績)

2011

(実績)

2012

(見込)

5カ年平均値

(累積増減量)

震災あり
C02排 出量 165.3 179.6 162,8 162.0 184.8 190.6 175。9

(53.2万t増)増減量 ± 0 ■14.3 -2.5 -3.3 +19.5 ■25.3

震災なし
C02排 出量 165,3 179.6 162.8 162.0 157.7 162.6 164。9

(1.8万t減)増減量 ± 0 +14:3 ―-2.5 ―-3.3 ―-7.6 -2,7

年度 2009 2010 2011

目標を既に達成しており、第一約束期間の平均値も目標値以下で

ある。
8社 11社 15社

2010年度のC02排出量は目標値を上回つているが、第一約束期間

の平均値は日標値以下となる予定である。
3社 0社 3社

2010年度の C02排出量は目標値以下であるが、第一約束期間の

平均値は目標値を上回る予定である。
2社 2社 1社

2010年度の C02排出量は目標値を上回つており、第一約束期間の

平均値も日標値を上回つている。
43ネ土 42社 39ネ土

不明 1 0社 11社 7社

無回答 1社 0社 1社

合計 67ネ土 66ネ土 66ネ土



【第
一約束期間の C02削 減計画作成状況】

年度 2009 2010 2011

目標を設定している
業界の目標に連動 15社 19社 17社

独自の目標 23ネ土

目標設定を検討している 19社 1 7社

目標を設定していない、設定予定がない(無回答含む) 33社 30ネ土 26ネ土

合計 67ネ土 66社 66ネ土

4-4)今 後予定されている温暖化対策

2012年度に工場、研究所で予定されている地球温暖化対策は下記の通りである。

設備投資(ハード対策)としては、「高効率機器の導入」(29件、6,767t)や「エネルギー代替(液体燃料から都市ガスロ電

気等への変更)」(4件、4,294t)等が引き続き予定されている。また、「コジェネレーションシステム導入」が 2件予定されて

おり、13,000t余りのC02削減が見込まれている。この他、「設備機器の運転、制御方法の見直し(13件、2,886t)や「基準値、

設定値の変更(温度、換気回数、清浄度、照度、運転時間等)」(9件、1,332t)、製造工程の見直し(5件、4,962t)等のソフト

対策が計画されており、比較的大きなC02削減効果が見込まれている。

地球温暖化対策により2012年度に削減が見込まれるC02排出量は37,000t余りであり、2012年度も電力の炭素排出係

数は改善が見込めないことから、現時点で計画されている対策を実施した場合にも、第一約束期間における数値目標の

達成には大きく及ばない。

【2012年度に工場・研究所で予定されている対策】  (C02肖 1減量 :単位t)

実施予定の対策 件数 C02肖1減量

高効率機器の導入 29 6,767

エネルギー代替 4 4,294

設備の運転・制御方法の見直し 13 2,886

断熱による放熱ロス低減 6 2,702

生産効率改善 70

社内の意識向上 4 85

インバータ設備設置 8

基準値・設定値の変更 9 1,332

漏洩対策 23

排熱回収 3 763

エネルギー監視システム導入 0 0

コンデンサーによる力率改善 2 62

製造工程見直し 5 4,962

温度差利用 0 0

排水再利用 2 73

太陽光発電導入 12

コジェネレーションシステム導入 2 13,249

電灯設備に電圧調整装置を設置 10

燃料電池の導入 0 0

風力発電導入 0 0

合計 37,451

5.C02以 外の濡室効果ガス削減対策(代替フロンHFCの 排出量削減)

製薬業界では、C02を含めた 6種 類の温室効果ガスのうち、工場、研究所におけるエネルギー起源の C02排 出量

と定量噴霧エアゾール剤に用いるフロンの使用段階での排出量削減に数値目標を設定して取り組んでいる。
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喘息および慢性閉塞性肺疾患の治療に用いられる定量吸入剤は、吸入療法の普及に伴い、年々処方数が増加し

ている。定量吸入剤には特定フロンであるCFCを 含有する定量噴霧エアゾール剤が主に使用されていたが、日薬連で

は、オゾン層保護の観点から検討部会を設置し、CFCか ら代替フロン HFCへ の転換について検討してきた。その結

果、1997年 度に最初の HFC含 有定量噴霧エアゾール剤が発売されて以来、2005年 度末には定量吸入剤は全てCFC

フリー製剤となつた。しかし、その後、代替フロンに温室効果があることが課題として浮上したため、1997年 度当初に、

1996年 度の CFC含 有定量噴霧エアゾール剤の出荷量から2010年 度の HFC排 出量を推定し、推定量を基準に排出削減

に取り組んできた。その後、定量噴霧エアゾール剤の製剤技術の改良鱈己合剤等の噴霧剤使用量の削減)以外にも、噴霧

剤を使用しない粉末吸入剤の開発と普及により、HFCの 排出量削減が可能と判断し、段階的に目標値を修正しながら取り

組んできている。

なお、HFCの 排出量削減に関する自主行動計画は2010年度で終了しているが(目標達成)、製薬業界では、喘息や慢性

閉塞性肺疾患の患者さんは今後も増加すると見込んでおり、このことを踏まえ、2011年 度以降も自主行動計画の数値目標

を維持し、HFCの 排出量抑制に向けた取り組みを継続していくことを決定している。

5-1)HFC排 出削減目標の推移

年度 2010年度排出量(目標) 備考

1997 540t 2010年度の HFC排 出量推定値

1998 405t HFCフ リーの粉末吸入剤導入により目標見直し

2006 180t HFCフ リーの粉末吸入剤導入、技術改良により目標見直し

2009 150t HFCの 排出量実績等から目標見直し現在に至る

5-2)HFC排 出量の推移

1997年度以降、CFCの HFCへ の転換に伴つてHFCの 排出量は増加したが、粉末吸入剤の普及、噴霧エアゾー

ル剤の技術改良により、2006年度以降、HFC排 出量は減少傾向にあり、2011年度の排出量は昨年度の排出量と

ほぼ同じ、88.4tとなった。また、CFCお よびHFCの 排出量を地球温暖化係数を用いてC02に換算した値は、2000

年度以降着実に減少し、2011年度の値は、2000年度比で 89.2%減となつている。

フロン由来の C02換 算排出量が減少した主な理由は、GWP(Globa:Warming Potenual)の高い CFCを HFCに

変更したこと、さらに、定量吸入剤のおよそ 70%が 粉末吸入剤に置き換わつた点が大きい。しかし、粉末吸入剤は

自己の呼吸で吸入するため、今後も自己呼吸での吸入が困難な患者さんには、HFC配 合の噴霧エアゾール剤が

必要である。

【定量噴霧エアゾール剤由来のHFC排 出量】 (単位 :t)

年度 2000 2002 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

CFC-11 45.5 22.7 2.7 0 0 0 0 0 0

CFC-12 102.9 64.3 7.0 0 0 0 0 0 0

CFC-113 0.2 0.1 0 0 0 0 0 0 0

CFC-114 20.2 12.1 1,3 0 0 0 0 0 0

CFC合 計量 168.8 11.0 0 0 0 0 0 0

CO,換 算量 1,517,299 915,098 99,984 0 0 0 0 0 0

HFC-134a 37.2 46.6 62.8 70.4 63.7 61.2 60.0 55.5 54.1

HFC-227ea 12.7 48。1 42.3 39.3 46.4 42.8 33.1 34.3

HFC合 計量 39.0 59,3 110.8 112.6 103.0 107.6 102.8 88.7 88.4

C02換算量 53,580 971265 220,920 214,038 196,745 214.223 202.120 168,282 169,800

フロン合計量 207.8 i58.4 121.8 112.6 103.0 107.6 102.8 88.7 88,4

C02換 算量合計 1:570,879 1,012,363 320:904 214,038 1961745 214,223 202,120 168,282 169,800

2000年 度比(%) 100 64.4 20.4 13.6 12.5 13.6 12.9 10.7 10.8

‐
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6.環 境マネジメントシステム

2012年 度調査時点での環境マネジメントシステム導入企業は、企業独自システムの導入を含め 48社 753事業所

であり、その内、IS014001の導入は 36社 238事 業所であつた。

フ.C02排 出削減対策に関わる好事例

2012年 10月に開催された製薬協主催の「省エネ・温暖化対策技術研修会」では、OttC薬協、GE薬 協にも参加を呼びか

け、「低炭素社会実現に向けた製薬業界のエネルギー施策」について、今後のエネルギー戦略や製薬各社の取り組み事例

の発表に関する講演が行われるなど、製薬業界が作成した「低炭素社会実行計画」(2020年度目標)をも視野に入れた取り

組みの重要性を再確認するとともに、技術情報の共有化が図られた。研修会にはおよそ 120名の参加があった。



<参 考資料>

1.エ ネルギーの使用割合

エネルギー使用量(原油換算量)は低下傾向が続いており、2011年度も前年度比で 1.1%低下した。エネルギー使用割

合は、C02の排出量が少ないエネルギーヘの転換(液体燃料から気体燃料・電気への転換)が進んでいる。また、全エネル

ギーに占める電力の割合も徐々に増加しており、2010年度は54,7%まで増加していたが、2011年度はやや低下した。

【エネルギー使用量・使用割合の推移】 (単位 :万kL)

年度 電力 液体燃料 気体燃料 その他 合計

1990
38,7

(49.5)

32.0

(40.9)

6 . 9

(8.8)

0 . 6

(0.8)

78,2

(100)

2005
47.5

(45.9)

33.4

(32.3)

2 1 . 2

(20.5)

1.4

( 1 , 4 )

103.6

(100)

2006
49.2

(48.0)

29.3

(28.5)

22.6

(22.0)

1 . 5

( 1 . 4 )

102.6

(100)

2007
5 1 . 0

(49.7)

25.4

(24.8)

24.4

(23.8)

1 . 8

( 1 . 8 )

102.6

(100)

2008
52.4

(53.6)

1 8 . 3

( 1 8 , 7 )

25.4

(25.9)

1 . 8

( 1 . 8 )

97.9

(100)

2009
50.4

(53.9)

1 1 . 8

( 1 2 . 6 )

29.4

(31.4)

2 . 0

( 2 . 1 )

93,6

(100)

2010
5 1 . 4

(54.7)

1 0 . 1

( 1 0 . 8 )

30.1

(32.0)

2.3

(2.5)

93.9

(100)

2011
50,1

(54.0

9,1

(9.8)

31.5

(34.Ol

2.1

(2.2)

92.8

(100

注)( )の 数値は使用割合(%)

2.工 場・研究所のエネルギー使用量・002排出量

1990年度以降の工場、研究所のエネルギー使用量、国内売上高および研究所の床面積の推鵬を把握している30社

を抽出し、生産と研究活動によるエネルギー使用量、C02排出量等を把握したデータを以下に示す。

2-1)工 場・研究所別のエネルギー使用状況の推移

1990年度以降、研究所で使用されるエネルギーの割合が増加傾向にあり、2005年 度以降は、ほぼ生産活動に 70%、

研究所活動に30%が 使用されている。

【工場/研究所におけるエネルギー使用構成の推移(30社抽出データ)】 (単位 :%)

年度 1990 2005 2007 2008 2009 2010 2011

工場 78,1 70.0 70.7 71.3 71.2

研究所 21.9 30.0 29.3 28.7 28.3 28.8 28.3

2-2)工 場・研究所の C02排出原単位の推移

工場、研究所別の C02排 出原単位の推鷲を比較した結果を以下に示す。原単位の算出には、工場は国内売上高、研

究所は床面積を使用した。

1990年度以降、売上の伸びに応じて研究所の床面積も増加してきたが、2005年度以降の床面積はほぼ横ばい状態と

なっている。原単位は工場が 1990年度の 26.7(t/億円)から2011年度は 13.8(プ億円)となり、東日本大震災がなかつた

と仮定した場合は、11.7(t/億円)まで改善していたことになる。一方、研究所については、1990年 度の原単位が 221.8

(kg/m2)に対して、2007年 度までは基準年度を上回つていたが、2008年 度に初めて基準年度を下回り、2011年 度は

217.Okg/m2(地震がなかつたと仮定した場合は 181.9kg/m2)で、4年連続で基準年度を下回つた。
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年度 1990 2000 2005 2008 2009 2010
2011

震災あり 震災なし

工場

売上 (百万円)

(1990年度上D

21,984

(100)

31,573

(143.6)

37,513

(170.6)

40,921

( 1 8 6 . 1 )

42,980

(195.5)

45,022

(204.8)

47,907

( 2 1 7 . 9 )

47,907

(217.9)

C02排 出量 万→

(1990年度比)

58.7

(100)

76.3

(130.1)

74.3

( 1 2 6 . 7 )

68.3

(117.2)

64.7

(110.2)

63.2

( 1 0 7 . 3 )

66.0

( 1 1 2 . 5 )

56.0

(95.5)

原単位 ヨヽ 円) 26.7 24.2 19.8 16.8 15.0 14.0 13.8 11.7

原単位指数 1.000 0.906 0.743 0.630 0.564 0.526 0。516 0.438

研究所

床面積 (mり

(1990年度上D

667,983

(100)

947,404

( 1 4 1 . 8 )

1,184,019

(177.3)

1,237,014

( 1 8 5 . 2 )

1,188,151

(177.9)

1,150:185

(172.2)

1,184,753

(177.4)

1,184,753

(177.4)

C02排 出量 万→

(1990年度上D

14.8

(100)

22.6

( 1 5 2 . 5 )

29.1

(196.1)

26.8

(181.0)

24,7

( 1 6 6 . 6 )

25,0

(168,7)

25。7

( 1 7 3 . 5 )

2 1 . 5

(145。4)

原単位 (kg/m2) 221.8 238.4 245.4 216.8 207.8 217.3 217.0 181.9

原単位指数 1.000 1.075 1.106 0.977 0.937 0.980 0.978 0.820

【工場/研究所におけるC02排出量・原単位推移】

3.オ フィスからの C02排出量

本体企業の本社ビルにおける2011年度の C02排出量は37.5千t、床面積当り62.5kg/面であった。

2011年 度の特徴は、床面積当たりのエネルギー消費量(エネルギー原単位 :原 油換算 L/m2)が前年度比で 5.9L/m2

減少し、15.2%改善されていることが挙げられる。これは、東日本人震災・原発事故によリオフィスの節電対策が全国的に

展開されたことが主な要因と考えられる。一方、床面積当たりの C02排 出量は増加しているが、これは、工場・研究所と同

様、電力の炭素排出係数の悪化による。                    ｀
一方、本社ビル以外の支店・営業所等についても同様の調査を実施したが、エネルギー消費量を詳細に管理している事

業所は半数程度であり、報告可能な有効データの取得には至つていない。

【オフィスからの C02排 出量】

年度 2007 2008 2009 2010 2011

有効回答社数 56 58 58 60 60

床面積 (千 r) 597 604 590 601 600

エネルギー消費量 (kL) 23,016 22,211 22,394 23,142 19,555

C02排 出量 (千t) 41.7 34.1 33.1 34.3 37.5

エネルギー原単位 (L/r) 38.6 36.8 37.9 38.5 32.6

C02排 出原単位 (kg/面) 69.8 56.4 56.0 57.1 62.5

4.物 流からの C02排出量

2011年度の自家物流活動状況調査では昨年度調査と同様、トラックを保有している企業は6社 16台となつており、

殆どの企業が物流は外部に委託していた。なお、省エネ法に基づき自家物流に関わるトンキロ報告を行つた企業(特

定荷主)はなく、排出原単位の算定は困難であつた。
一方、委託物流の活動状況について、改正省エネ法によるトンキロ算定に着日し調査を行つた結果、26社 から回

答が得られ、その内、3,000万トンキロ以上の特定荷主には4社が該当した。一方、連結子会社については、7グルー

プ企業の 9法 人について回答が得られ、その内、1法人がトンキロを把握していたが、特定荷主に該当する法人はな

かった。

更に、政府が提唱する 3PL、共同輸送およびモーダルシフトをはじめとする排出抑制対策の導入については、徐々

にではあるが進んでいることがうかがえた。なお、物流からの C02排出量については、数値目標を設定していない。
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【2011年 度委託物流実態調査(本体企業)】

有効回答企業 26ネ土

本体企業トンキロ合計 38,501万 t・km

特定荷主該当企業 4社

【2011年度委託物流実態調査(関連子会社)】

有効回答関連子会社数 9社

トンキロ把握関連子会社数 1社

関連子会社トンキロ合計 2,768万 t・km

特定荷主に該当する企業 0社

【物流からのC02排出抑制対策】 (企業数)

年度 2007 2008 2009 2010 2011

集計対象企業数 34 35 36 36 34

3PL推 進 19 19 20 21 20

共同輸送推進 19 20 21 21 20

モーダルシフト推進 15 15 14 14 14

製品荷姿標準化推進 20 20 19 19 19

製品小型軽量化推進 20 21 21 21 21

5.営 業活動によるC02の 排出

MR活 動により、営業車両からのC02排出量が比較的多いのが製薬業界の特徴である。2011年度の車両台数は、ほぼ

横ばいであるが、COを排出量は減少している。

要因としては、排出抑制対策の一環として取り組んでいる低公害車・低燃費車の導入が着実に進んでいることに加え、

2011年度もハイブリッド車の導入台数が着実に増加していることが挙げられる。

【営業車両からのC02排 出量】

単位 2∞7年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

営業車両台数
ム
ロ 43,231 44,212 45,137 46,571 46,518

低公害車・低燃費車台数
ム
ロ 16,052 20,612 24,698 28,985 26,460

うちハイブリッド車 ム
ロ 1,712 4,442 7,363 11,735 15,673

電気自動車
ム
ロ 0 0 100 108 105

低公害車導入率 % 30.5 35.0 45.5 52.8 59.2

消費ガソリン kL 71,736 75,950 70,687 70,299 67,944

消費軽油 kL 16 5 6 3 6

C02排 出量合計 169,341 179,289 166,866 165,950 160,390

1台 あたりの C02排 出量 t/台 3.92 4.06 3.70 3.56 3.45

6.LCAの 観点からの評1面

製薬業界の最終製品である医薬品|す、製品の使用によるC02排出量は皆無である。なお、工場出荷後のC02排出は概

ね以下の3点に大別できる。

① 医薬品の貨物輸送車両(燃料消費)

② 医師、薬局薬店への営業活動における車両(燃料消費)

③ 医薬品使用後の容器包装の処理・処分(焼却時の排出、リサイクル時の資源・燃料)

①②については既述の通り3PL、共同輸送をはじめ、政府提唱の物流排出抑制対策の導入率向上、ならびに営業車両
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の低公害車、低燃費車への切り替えを行つており、今後もこの活動を推進していきたい。

③については、医薬品の品質および安全性の確保が優先されるが、資源の有効利用、容器包装の簡易化、リサイクルし

やすい容器包装の検討等、可能な範囲で環境負荷低減のための取り組みが進められている。

フ.製 品0サービス等を通じた貢献

医薬品およびサービスがC02排出量削減に貢献した事例としては、噴霧エアゾール剤使用によるCFCお よびHFCの 排

出量削減対策の実施や MR車 への低燃費車導入が挙げられる(男1記)。これ以外で医薬品およびサービスが C02の

排出量削減に貢献した事例はない。

8.国 民運動につながる取り組み

クールビズ・ウォームビズの導入企業率は、2011年度には 92%に 達し、確実に社員の意識高揚が図られ定着している。

その他、オフィス部門で実現可能な事例の導入状況も併せて調査した。その結果、本社事業所ではエネルギーの定期的

な計測・記録の実施、空調温度設定のルール化、未使用機器・電灯の電源オフ推進への取り組みの導入率が 80%を 超え

るなど、省エネ活動の基本的な取り組みが確実に進んでいる。また、省エネ推進組織構築や社員教育等の取り組みについ

ては、徐々に件数が増加し、2011年度はいずれも70%を超えている。

また、環境省が提唱するブラックイルミネーション(ライトダウンキャンペーン)には、2011年度は35社 214事業所が

参加した(参加率 88.1%)。2011年 度の参加事業所数の増加には、東日本大震災による電力不足が影響していると

思われる。

【本社オフィス部門での省エネ温暖化対策への取り組み状況】 (導入率 %)

年度 2007 2008 2009 2010 2011

省エネ推進組織の構築 33 42 53 70 76

社員教育の実施 44 53 55 68

エネルギーの定期的な計測E記録の実施 50 53 62 76 80

空調温度設定のルール化 65 70 74 82 89

クールビズロウォームビズ 80 82 85 89 92

未使用機器・電灯の電源オフ推進 70 76 82 91 95

空調エリアの細分化推進 29 35 36 44 52

省エネタイプ照明器具への更新 36 36 45 53 64

窓ガラス日射遮断対策 38 42 47 53 59

エレベータ利用制限 21 23 24 30 53

グリーン電力購入 2 3 3 5 5

屋上緑化導入 12 15 15 15

風力発電導入 0 0 0 0 0

太陽光発電導入 3 3 3 3 3

廃棄物発電導入 0 0 0 0 2

燃料電池導入 0 0 0 0 0

コジェネレーションシステム導入 5 5 5 5 6

エネルギー診断等外部機関活用 5 9 12 9

【ブラックイルミネーションヘの参加状況】

年度 2007 2008 2009 2010 2011

参加企業数 34 37 36 35 35

対象事業所数 219 227 217 214 243

参加事業所数 155 169 181 179 214

参加率 (%) 70.8 74.4 83.4 83.6 88.1



9.森 林吸収源の育成・保全に関する取り組み

植林事業への参加状況を調査した結果、2011年度末時点では3社、国内7.36haであつた。2012年度以降については

1.22haが計画されている。

【植林面積状況】 (単位

年度 2009 2010 2011 2012以降

国内 8.44 2.92 7.36 1.22

海外 0 0 0 0

10。ポスト京都への取り組み

現自主行動計画が本年度(2012年度)で終了することから、製薬業界は、新たな行動計画(低炭素社会実行計画)を2010

年 9月 に作成した。日本は高齢化社会の進展により、医薬品需要は更に拡大することが見込まれており、2020年 度に向け

て、医薬品生産量増加によるエネルギー増加分を吸収し、数値目標を達成することはかなりの努力が必要と考えている。

今後は、現自主行動計画の目標に少しでも近づけるために全力を尽くすとともに、新たに作成した低炭素社会実行計画を

視野に入れた取り組みを促進していく必要がある。

(製薬業界の低炭素社会実行計画)

「2020年度の製薬企業の二酸化炭素排出量を、2∞5年度排出量を基準に23%削 減する。」

対象団体・企業

対象部門

対象ガス

日薬連加盟団体・企業(グループ会社を含む)

工場、研究所

エネルギー起源のC02

なお、本実行計画は、以下の3点を前提に作成しており、今後、業界の進捗状況を管理する際には、省エネルギー対策等

による削減分と電力等の炭素排出係数の改善による削減分について分析するとともに、前提条件が大きく変化した場合に

は、数値目標の見直しを検討することを確認している。

(実行計画作成の前提条件)
・2020年度の電力炭素排出係数が0。33卜C02/千kWhに改善される(2005年度0.42)。

・2020年度の医薬品市場が2005年度比で150%となる。

・エネルギーに占める電力の割合が60%に増加する(2∞5年度46%)。
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0 .報 告 要 旨

本 報告 は 、 「2 0 1 2年 病 院 にお け る地 球 温暖 化対 策 自主行動 計 画 フォ ロー

ア ップ報 告」 を、取 りま とめた ものである。

す なわ ち、20 0 8年 8月 に策 定 した 「病 院 にお ける地球温暖化対策 自主行動

計画」につい て、20 H年 4月 ～2 0 1 2年 3月 ( 2 0 H年 度)にお ける、数値 目標

の達成度や温暖化対策 の取組状況 を中心 に、ア ンケー ト実態調 査 によ り第四

回 目のフォ ローア ップ調 査 を した結果 で ある。

(1 ) 2 0 1 1年 度 C 0 2排出原単位 の大幅 な減少

2 0 1 1年 度 の C 0 2排出原 単位 の実績 は、前年 の 2 0 1 0年 度比で 6 . 2 %減 とな

り、 日標 と した年率 1 . 0 %減 を大 き く上回 つて減 少 し、基準年度 20 0 6年 度

( 1 0 0 . 0 )比では 8 3 . 6 (年 率 3 . 5 1 %削 減 )と な り、年率 平均 では 日標 とした

1 . 0 %減 を大幅 に上回 つて減少 した。 (表 1 - 1参照)

減少 した背 景 と して、C 0 2排 出原 単位 に大 き く影 響す るエネル ギー消費原

単位 が、20 1 0年 度 に対 し 2 0 1 1年 度は 6 . 2 %減 少 してお り、引 き続 きこのエ

ネル ギー消費原 単位 の削減 対策 を進 めてい くこ とが重要 である。

表 1- 1  目 標 達 成度

ことか ら、全 て電気事業連合会で公表 されている使用端排 出原単位 である2 0 0 6年度の実績
値 0 . 4 1 0  k g―C 0 2 / k W hを固定 して使用 している。

( 2 ) 2 0 1 1年 度 C 0 2排出原単位 の大幅 な減少の要因

C 0 2排出原単位 は、2 0 0 7年 度以降対前年比 1 %以 上の減少 を続 けてきてお り、
一旦 20 1 0年 度 に対前年度増加 に転 じたが、20 H年 度 に再び減 少 に転 じた。

こ うした減少 に転 じた要因 としては、20 H年 3月 1 1日 に起 きた東 日本大震

災に よる原子 力発電所 の事故 に伴 い、電気 料金 の上昇や 、節 電 対策 を求 め ら

れ た電力供給環境 の逼迫が あ る とともに、気象条件 の影響 等 が その要 因 と考

え られ る。

① 電力使用制限令の発動 と自主的節電対策の実施

20 H年 3月 1 1日 に発生 した東京電力福 島原子力発電所 の事故 に よ り、3月

1 4日 ～3月 2 8日 まで東京電 力管 内において計画停電が実施 され た。

20 1 1年 度 は、 この原子力発電所 事故 の影響 を受 けた、全 国電気 事業者 の原

子力発電所 の稼働停止によ り、20 H年 7月 か ら 9月 まで契約 電力 5 0 0 k W以上

の大 口需要家 に対 して、最 大使 用電力 の昨年 比 15 %以 上の減 少 を義務 付 ける、

電力の使 用制 限令 が発動 され た。病 院 に対 しては、一 定の緩 和 措 置が 講 じら

れ た ものの 自主努力 が求め られ 、 自主的節電 対策 が実施 され た。 こ うした影

響 に よ り特 に、電力 の消費原 単位 は大 き く減少 した。 その結果 エネル ギー消

費原 単位 (M」/ m 2 )ゃ総 量 であ るエネル ギー消費 量が減少 し、C0 2排 出原 単位 は

大 きく減少す るこ ととなった。

そ して、従 来病 院 のエネ ル ギー消費原 単位 を押 し上 げて きた 、大規模 病院

のエネル ギー消費原単位 も 20 1 1年度 には大幅 な減少 に転 じた。

この よ うな電力 消費等 の削減 に よつて、エネル ギー 消費原 単位 が押 し下 げ

られ、C0 2排 出原単位 が減少す ることとなった。

② 夏期温度が暑 くなか った こと

また 、夏期 の温度が前年 度 と比べ て それ ほ ど暑 くなか つた こ とが影 響 し、

冷房の使用が減少 した と考 え られ る。

③ 長期にわた る省エネヘの取組み

さらにその他 の要因 として、省 エネ に対す る取組 も各病院 で進 み 、20 H年

度省 エネ に取 り組んでいる病 院 は約 80 %に 達 し、長年 にわた る努 力の結果 も

C0 2排出原 単位 の減少要因 と考 え られ る。

(3 ) 2 0 1 1年 度 C 0 2排出原単位 の増加要 因

一方 C 0 2排出原 単位 の増加要因 と考 え られ ることとして、一つ は重油 ・灯油

か ら電 力 ・ガ スヘのエネル ギー転換 は行われ てい るが、20 H年 度 はやや頭打

ち となってい るこ とがあげ られ る。

また、病院 の活動量を示す延べ床 面積 が 20 0 8年 度 に一度減 少 した ものの、

その後一貫 して増加 してお り、 これ も C0 2排 出原 単位 を押 し上 げ る方 向で働

いている。
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1 - 1

2 0 0 6年度

(基準年)

2 0 0 7年度

(実績)

2008年

度

(実績)

2 0 0 9年度

(実績)

2 0 1 0年

度

(実績)

2 0 1 1年

度

(実績)

2012年

度

目標

目標 : C 0 2排出原単 位

対前年削減 率
-2.89る -4.10/0 -7.9% - 1 . 1 % 2.0% -6.20/0

対 前 年

1. 0 %肖1

減

参考 i C 0 2排出原単位
(kg~ C02/m2)

1 2 7 . 1

< 1 0 0 . 0

>

121.9

< 9 5 9 >

1 1 2 . 3

く〔88  4 >

1 1 1 1

< 8 7 . 4 >

1 1 3 . 3

< 8 9 . 1 >

(100.0)

1 0 6 . 3

< 8 3 . 6 >

( 9 3 . 3 )

(参考

値 )

1 1 9 7

< 9 4 . 2 >

参 考 :業界 団 体 の 規

模

(病院 数)

7,604

く 100.0

>

7 , 5 5 0

< 9 9 . 3 >

7 , 4 9 7

< 9 8 . 6 >

7,461

< 9 8 . 1 >

7,408

< 9 7 . 4 >

( 1 0 0 . 0 )

7 , 3 6 3

< 9 6 . 8 >

( 9 9 . 4 )

参考 :活動量

(延べ 床 面 積 ,

千 耐)

64,271

<100.0

>

65,793

<102.4

>

63,072

< 9 8 . 1 >

64,941

<101.0

>

6 6 , 5 1 2

< 1 0 3 . 5

>

( 1 0 0 . 0 )

68,335

<106.3

>

( 1 0 2 . 7 )

参 考 :エ ネ ル ギ ー 消

費量

(TJ)

1 6 0 , 0 6 0

< 1 0 0 . 0

>

165,080

< 1 0 3 . 1

>

1 4 9 , 8 6 6

< 9 3 . 6 >

1 5 5 , 3 2 9

< 9 7 . 0 >

1 6 4 , 2 0 2

< 1 0 2 . 6

>

(100.0)

1 5 9 , 4 7 8

< 9 9 . 6 >

( 9 7 . 1 )

参考 :エネルギー消

費

原単位 ( M」/耐)

2 , 4 9 0

< 1 0 0 . 0

>

2 , 5 0 9

< 1 0 0 . 8

>

2 , 3 3 5

< 9 3 . 8 >

2 , 3 1 3

< 9 2 . 9 >

2 , 3 8 0

< 9 5 . 6 >

( 1 0 0 . 0 )

2 , 2 3 3

< 8 9 . 7 >

( 9 3 . 8 )

参考 : C 0 2排出量
( 万 t ― C 0 2 )

8 1 7 . 0

< 1 0 0 . 0

>

8 0 2 . 3

< 9 8 . 2 >

7 1 8 . 8

< 8 8 . 0 >

7 4 3 . 3

< 9 1 . 0 >

7 7 9 . 7

< 9 5 . 4 >

( 1 0 0 . 0 )

755.9

< 9 2 . 5 >
( 9 6 . 9 )

電力の二酸化炭素排出係数 は、20 0 6年度 を基準 として比較 をするこ 目 的 と し て い る
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( 4 ) C 0 2排 出量全体 (総量)の大幅 な減少

この よ うな減 少要因 ・増加要 因の結果 、20 H度 の C 0 2排 出量全体 (総量)も

対前年度比 3 . 1 %減 少 とい う結果 にな つた。 (表 1 - 1参照)

( 5 )医 療 業界 では コン トロール出来な い電 力の C0 2排出係 数が高 まる問題

しか し、福 島原子 力発 電所事故 の影響 に よ り、電力 にお け る C0 2排 出係 数

は高 ま り、 これ までの よ うな電力依 存度 を高 め るこ とに大 きな課題 が生 じて

い る。 また今後安価 なシェール ガ スが米国 よ り導入 ぎれれ ば、ガスを中心 と

した化石燃 料へ の依存度 が再び高 まる ことも予想 され る。

こ うした こ とを受 け 20 1 3年 1月 に 自民 党政府 は、民 主党政府 が定 めた

20 2 0年 の温暖化 ガ ス排 出量 を 1 9 9 0年対比で 2 5 %削 減す る 目標 を、見直す方

針 を打 ち出 してい る。 国民 の命 を預 か る医療 の立場 か ら、地球温暖化対策 に

積極 的 に取 り組 んできた医療団体 と して、今 後 の動 向を慎 重 に見守 ってい き

たい。

(6 )国 内 ク レジッ ト ( C D M )制 度の早急 な改善 を

なお、 これ まで国 に再 三改変措 置 を要 望 して きた 「国 内 ク レジ ッ ト (C D M )

制度 」 とい う、C 0 2削減 のための組 織 的対応 方策 と大 きな矛盾 を持 った制 度

(この制度 を活 用す る医療機 関は本 自主行 動計 画 に参加 しない 旨の表 明 を求

め られ る仕 組 み)は 、早急 に下記 の よ うな改善が求 め られ るものである。

<国 への国内ク レジッ ト (CDM)制 度に関す る要望 >

現在行われ て いる 「国内 ク レジ ッ ト (C D M )制 度」 とい う排 出削減事業にお

いて、 「自主行動計画参加病院」が大企業 とみ な され、当該病院の国内 ク レ

ジ ッ トが認 証 され るため には 自主行動 計画 に参 加 して いな い こ とが求 め られ 、

これが本協 議会 の組織的な 自主行動計画推進 と矛盾す る ことか ら、 この制度

を本協議会 の よ うな団体に おける 自主行動計画促進 のインセ ンテ ィブになる

よ う改変措置 を講 じて頂 くことを国に要望 します 。

(7 )国 において京都議 定書約束期間後の方針 を明 らかに

また、京都議 定書 に基づ く本 自主行 動計 画 の 目標年度で あ る 20 1 2年 度 は

過 ぎ よ うと してい るが、厚 生労働分野 にお いて次の地球温暖化対策 を如何 に

進 めてい くのかが現在明確 になっていない。 これ まで 自主行動計 画づ く りに

参画 して きた本 協議会 と して も、今後 の対応 を どうすべ きか を明 らか にす る

ため、国の考 え方 を明 らか に して頂 きたい。

(8 )地 球温暖 化対策の推進 にはエネル ギー コス ト面の検証が不可欠

地 球温暖化対策 を推進 す る基本的方 向 として、石 油 ・石 炭等化石燃料 か ら

電気 ・ガスヘ の転換 を進 める とともに、原子 力発電所 の停 止 に よ り再生可能
エネル ギー に よる電力の活用 とい った方向性 を指向 してい る。

1

2

3

4

5

6

7

しか し、 こ うした方向に進 め るこ とにつ いては、電気 ・ガ スや 再生可能エ

ネル ギー にお い て コス ト面 で の問題 が あ る こ とか ら、 医療 業 界 の よ うな電

力 ・ガス等 のエネル ギーの消費者 として、今後地球温暖 化対策 を積極 的 に進

めるには、中央環境審議 会や 産 業構 造審議 会等 で、供給 され るエネル ギー の

コス トが適正か ど うか検証 され るこ とが不可欠 である。
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目標進捗

【目標】
数値 目標指標は、エネルギー起源の C0 2排出原単位 (延べ 床面積 当 りの

2 0 0 6年 度 よ り 2 0 1 2年 度C 0 2排出量 、k g―C 0 2 /ポ )と し、基準年 とす る

まで年率 1 . 0 %削 減 す る ことを 目指す 。

( 1 )目 標達成度

2 0 H年 度 の C 0 2排出原 単位 の実績 は、対前年比 6 . 2 %減 で、基準年度 2 0 0 6

年度 < 1 0 0 . 0 >比 では 8 3 . 6と な り、5年 間の年率平均 にす ると 3 . 5 1 %減 であ

り、 日標 と した 1 . 0 %減 を大 き く下回 つた。 (表 1 - 1参照)

そ して C 0 2排出原 単位 の実績値 は、2 0 0 6年 度の 1 2 7 . l  k g―C 0 2 / m 2 < 1 0 0 . 0

>に 対 し、2 0 H年 度 は 1 0 6 . 3  k g一C 0 2 / m 2 < 8 3 . 6 >と な り、 1 6 . 4 %も 減少 し

た。

こ うした背景 として、C0 2排 出原 単位 に大 き く影響 す るエネル ギー消 費原

単位 が、20 1 0年 度 の 2 , 3 8 0 M」/ m 2 ( 1 0 0 . 0 )に 対 し、2 0 H年 度 は 2 , 2 3 3  M J / m 2

( 9 3 . 8 )と 6 . 2 %減 少 し、基準年度 で あ る 2 0 0 6年度 の 2 , 4 9 0 M」/ m 2 < 1 0 0 . 0 >

注 :電力 の二酸化炭素排 出係数 は、2 0 0 6年度 を基準 として比較 をす ることを 目的 としてい る
ことか ら、全て電気事業連合会 で公表 されている使用端排出原 単位 である2 0 0 6年度の実績
値 0 . 4 1 0ヒーC 0 2 / k W hを固定 して使用 している。

に対 して も、20 H年 度 は 8 9 . 7と大 き く減少 した。

また、参 考 と して 20 1 1年 度 の C 0 2排 出量全体 を求 めたが、2 0 H年 度 は

7 5 5 , 9万 t―C 0 2 ( 9 6 . 9 )と 、2 0 1 0年 度 の 7 7 9 , 7万 t―C 0 2 ( 1 0 0・0 )に 対 し

3 . 1 %減 少 した。 さらに、基準年であう 20 0 6年度 に対す る減少率は、2 0 0 6年

度の 8 1 7 . 0万 t―C 0 2 < 1 0 0・0 >に 対 し、2 0 H年 度 は 9 2 . 5と 7 . 5 %減 少 した。

( 2 )医 療 に とっての外部環境 であ るエネル ギー提供環境 の

激変 を加味 した場合の排出実績の試算 と今後の あ り方

「目標達成 度」等本 フォ ローア ップ報告 では、電力の使 用端排 出係数 と し

て、電気事業連合会で公表 されてい る 20 0 6年 度の実績値 0 . 4 1 0  k g―C 0 2 / k W h

を、6年 間固定 して使用 してい る。

その理 由 として、 自主行動計画 のフォ ロー ア ップは、 自らが コン トロール

できる 自主努 力による 目標 の達成度 を、確認す るこ とが基本 であ る と考 えて

い るか らで あ る。す なわ ち、電 力 の使 用端排 出係 数 に代 表 され る、エ ネル

ギー提供側 の医療 に とって外部環境 の劇 的変化 は、医療 分 野 か らは コン ト

ロールで きないか らである。

こ うした 中、20 H年 3月 1 1日 の東京電 力福 島原 子力発電所 の事故等 に よ

り、全国の原子力発電所が相次いで停 止 し、エネル ギー提供側 の医療 の外部

環境 で あ る使 用端排 出係 数 が 、20 1 0年 度 の 0 . 3 5 0  k g―C 0 2 / k W h ( 1 0 0 . 0 )から

2 0 1 1年 度 は 0 . 4 7 6  k g―C 0 2 / k W h ( 1 3 6 . 0 )に大 き く上昇す る とともに、今後 さら

に上昇す るこ とも想定 され る。 (表 1 - 2参照)

そ こで、2 0 0 6年 度ではな く 2 0 1 1年 度使用端排出係数 ( 0 . 4 7 6  k g―C 0 2 / k W h )

を用いた場合 の試算 を行 つてみた。 (表 1 - 3参照)

この前提条件 では、2 0 H年 度 の C 0 2排出原 単位 は 1 2 3 . 4 k g―C 0 2 / ポヽ C 0 2排

出量は 8 4 3 . 2万 t―C 0 2とな り、2 0 0 6年 度比 < 1 0 0 . 0 >で 各 々9 7 . 1、1 0 3 . 2と

なった。す なわち 2 0 1 1年 度使用端排 出係数 を用いた場合 、20 0 6年 度 の使 用

端排 出係数 を用いた場合 に比べ、C0 2排出原 単位 、C 0 2排出量 とも大 きく増加

し、前者 では 日標値 に達 しない状 況 となる結果 とな った。

この よ うに、エネル ギー提供側 である電 力 の使 用端排 出係 数 の大 きな変化

は、 自主行動計画の実施効果が どの程度 あったのか分析す るこ とが困難 にな

る とともに、医療 の外部環境 であるこ とか らこれ を コン トロールす るこ とは

出来ない。

以上の こ とか ら電力の使 用端排 出係数 につ いては、今後 ともこれ まで通 り

20 0 6年度 の実績値 を固定 して、フォ ローア ップ報告 を行 つてい く。
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表 1-1 目 標達成度 (再掲)

2006犠

饉準0

2007年度

(銅

2008戦

(:ヨt]`li)

2009年度
(期

20104「層竃
(銅

2011性

(:委ミ151)

2012犠

目標

目標:C02排出原単位

対前年削減率
…2.80/6 - 4 . 1 % -7.90/6 - 1 . 1 % 2.0% -6.2% 対前年

10%削 減

参考iC02排出原単位
lkg―∞2/m2)

127.1

く100.0>

121.9

<95.9>

1 1 2 . 3

<88.4>

1 1 1 . 1

<87.4>

113.3

<89.1>

(100.0)

106.3

<83.6>

193.81

(参考値)

119。7

<94.2>

参考:業界団体の規模
(j,11ら高:J:t)

7,604

<100.0>

7,5"

<993)

7,497

<98.6>

7,461

<98.1>

7,408

<97.4>

( 1 0 0 . O l

7,363

<96.8>

(99.41

参考:活動量

(延べ床山積,千n

浪,271

<100.0>

65,793

く(102.4>

63,072

<98.1>

軋 941

<101.0>

6 6 , 5 1 2

< 1 0 3 . 5 >

( 1 0 0 . 0 )

68,335

<106.3>

(102.71

参考:エネルギ=消 費量

( T」)

160,060

<100.0>

165,080

く103.1>

149=866

<93.6>

155,329

< 9 7 . 0 >

164,202

< 1 0 2 . 6 >

( 1 0 0 . 0 )

159,478

<99.6>

(97.1)

参考:エネルギニ消費
原単位lMJ/n

2,490

<100.0>

2,509

<100.8>

2,335

<93.8>

2 , 3 1 3

< 9 2 . 9 >

2,380

<95.6>

( 1 0 0 . 0 )

2,238

<89.7>

(938)

参考:∞2排出量
( 万卜 ∞ 2 )

8 1 7 . 0

<1000>

802.3

<98.2>

7 1 8 . 8

<〔88.0>
7433

<91.0>

779.7

<95.4>

( 1 0 0 . O l

755,9

<92.5>

(96.9)
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電気事 業連合会

使用端排出係数

電力排出係数 (発電端)

実排 出係数 調整後排出係数

2 0 0 6年度 0.410 0.368

2 0 0 7年度 0 453 0.407

2 0 0 8年度 0.373 0,400 0.335

2 0 0 9年度 0.351 0.370 0,316

2 0 1 0年 度 0.350 0.372 0.316

2 0 1 1年 度 0.476

表 1- 2  電 力の使用端排 出係数 の推移 (単位 : k g―C O , / k W h )

表 1 - 3 2 0 1 1年度 電 力の使 用端排出係数 を用 いた C0 2排出の試算

1

2

3

4

5

6

7

( 3 ) 0 0 2排 出量全体 の対前年比減少の構造

C0 2排出量全体 の対前年比 が、2 0 1 0年 度 の増加 か ら 2 0 1 1年 度減 少 した要

因を、数式 で概 略的に説 明す る。

す なわ ち、20 H年 度 と 2 0 1 0年度の C 0 2排出量 を、C 0 2排出原 単位 と活動量

(延べ床 面積)及び前年度 か らの変数 に よる、概 略的 な (注)計 算式 に よつて

示す と下記 の よ うになる。

20 1 1年度 壁 2排 出量

≒ ( 0。9 3 8 X 2 0 1 0年 度 壁 2排出原単位 ) X ( 1 . 0 2 7 X 2 0 1 0年 度延べ床面積 )

2 0 1 0年度 壁 2排出量
≒ (1. 0 2 0×20 0 9年度 CQ 2排出原単位)X( 1 . 0 2 4 X 2 0 0 9年 度延べ床面積)

注 i C 0 2排出量は、この基本式 (下線を引いたもの)を 病院規模別に積み上げて算出し

ているので、上記の対前年度減少率或いは増加率 (二重下線部分)を 乗じたものは、

当該年度 C 0 2排出量の対前年度減少率に合致 しない。

この計算式 か ら、20 1 0年 度 の対前年度増加 に対 し、2 0 H年 度 C 0 2排出量

が減少 した要 因 と して、何れ の年度 も活動量が対前年度 か ら同程度増加 した

にもかかわ らず 、20 H年 度 は C 0 2排出原 単位 の対前年度減少 がその大 きな要

因 となってい るこ とが分か る。

そ して排 出原 単位 につ いては、電力 の使 用制 限令 に伴 う自主的使 用制 限努

力に よるエネル ギー消費原 単位 の減少 、気象条件特 に夏期温度 の影響 、長年

にわた る病院 の省 エネヘ の取 り組み等 の影響 があ つた もの と推測 され る。
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2 0 0 6年度

(基準年)

2 0 1 1年度

(実績)

2 0 1 1年 度使 用端 排出

係数 を使用 した場合

0 0 2排 出原単位 1 123.4

(kg― C02/m2) <100.0> 〈97.1>

C 0 2排 出量 843.2

(万 t― C02) <100.0> <103.2>

2 0 0 6年 度使 用端 排出

係数 を使 用 した場合

C0 2排 出原単位 127.1 106.3

(kg- 002/m2) <100.0> <83.6>

C 0 2排 出量 8:7.0 755.9

( 万 t― C02) <100.0> <92.5>

2 0 1 1年度活動量 (延べ床面積 )

≒ ( 0 . 9 9 4×2 0 1 0年度病院数 ) X ( 1 . 0 0 8 年 度 1病 院 当 り病 床 数 )008× 2010

X ( 1 . 0 3 0 X 2 0 1 0年 度 1病 床当 り延べ床面積

2 0 1 0年度活動量 (延べ床面積 )

≒ ( 0 . 9 9 3 X 2 0 0 9年度病院数) X

X ( 1 . 0 2 8 X 2 0 0 9年 度 1病 床当

( 1 . 0 0 0 X 2 0 0 9年度 1病 院当り病床数)

り延べ床面積)
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( 4 )病 院の業界 規模 と自主行動計画参 加病院の カバー率

20 1 1年 度 の病 院 業 界 (私立病 院 、設 置者 が国 。地 方 自治体 ・国立大学法

人 ・独 立行政法 人等 を除 く病院)の 規模 は、「平成 2 2年 度医療施設 (動態)

調査 ・病院報告概 況」 に よる と、7, 3 6 3病 院 ( 1 0 0 . 0 % )で ある。 この うち、

本 自主行動計画 参加 病院数 は 4病 院団体 (全日本 病 院 協会、 日本病院会 、 日

本 精 神 科病 院 協 会 、 日本 医療 法 人 協 会 )の 重 複 を除 い た加 入 5 , 6 8 0病 院

( 2 0 0 5年調査)で 、加入 率は 7 7 . 1 %と 前年度 よ りやや増加 した。 (表 1 - 4参

照)

また、 このフォ ロー ア ップはア ンケー ト実態調 査 「病院 にお け る地球温暖

化対策 自主行動 計画 フォローア ップのための調査 」 (以後 、ア ンケー ト実態調

査 ともい う)に 基づ い て行 い、そ の調 査対象 は、民 間病院が 閉院 、廃 業 な ど
の影響 もあって減少 してい るこ ともあ り、4, 5 7 7病院 (「病院要覧」記載 の 5 0

床 以 上の全病院 を対象 )と し、 これ は病院業界団 体 の 6 2 . 2 %を 占める。
2 0 H年 度のア ンケー ト実態調査 の回収数は 1, 3 1 8病院 で、 自主行動計画参

加病院 に対す るカバー率 は 23 . 2 %と 対 前年度 よ り減少 した ものの、20 0 6年度
の 9 7 3病 院 ( 1 7 . 1 % )に 比べ、現在 は大 きく増加 してい る。

これ は、アンケー ト調 査対象病 院 を 20 0 6年 度 の 3 , 3 8 9病院か ら、2 0 0 8年

度以降、対象病 院数 を大 き く増加 させ 、20 H年 度 には 4 , 5 7 7病院 とす ること

に よって、アンケー ト実態調 査 の回収 数 を高 めた こ とが大 きな要 因 と考 えて
い る。

なお、ここ 2年 間のカバー率は減少 しているが、病院全体や病院業界の規
模がこの 5年 間で 3. 2 %～ 3 . 8 %減 少 していて、これまで 5年 間固定 してきた

自主行動計画参加病院 (5 , 6 8 0病院)の 一部が閉院や廃業、 さらには診療所
への転換を行ってお り、これを見直す時期にもきていると考えている。

表 1- 4病 院業界の概 要 とカバー率 (病院数 )

注 1 :自 主行動計画参加病院数は、2 0 0 5 年に (社)全 日本病院協会が 4つ の病院団体 (全日本
病院協会、 日本病院会、 日本精神科病院協会、 日本医療法人協会)に おける重複を除いた
病院数 を算出した もの。

注 2 :カ バー率は、自主行動計画参加病院数に対す るアンケー ト実態調査回答病院数の比率。
注 3 :「平成 1 8年～平成 2 2年  医 療施設 (動態)調 査 ・病院報告概況」厚生労働省

病院全 体の規 模 病 院業界 の規 模 自主行 動 計 画参加 規模

Ｈ
度

２。
年

病 院数
8,605

< 9 6 2 >
病 院数

7,363

(100096)
<968>

計 画参加 病 院 数 マl:∫7魂す)

態
数

実
院

卜
病

一
象

ケ
対

ン
査

ア
調 4 , 5 7 7  ( 6 2 . 2 % )

回 収 察

<カ バー率 >注 2
1,318

< 2 3 . 2 % >

回収 率 288%

2 0 1 0
年度

病 院数
8,6 7 0

< 9 6 _ 9 >
病院数

7 , 4 0 8

( 1 0 0 0 9る)
< 9 7 4 >

計画参加病院数
5,680(76.70/6)
< 1 0 0 0 % >

態
数

実
院

卜
病

一
象

ケ
対

ン
査

ア
調

4,595(620%)

回収数
<カ バー率 >注 2

1 , 3 2 8
< 2 3 . 4 % >

回収 率 289%

０９
度

２０
年

病 院数
8 , 7 3 9

く9 7 7 >

病院数

7,4 6 1

( 1 0 0 0 0 / 6 )

< 9 8 1 >
計画参加病院数 マl∬Tttζ)

一勒麟̈
″詢回＜力′

4 , 6 6 7 ( 6 2 6 % )

1 , 3 9 7
< 2 4 . 6 % >

回収 率 29.9%

０８
度

２０
年

病 院数
8,794

< 9 8 . 3 >
病院数

7 , 4 9 7

( 1 0 0 _ 0 0 / 0 )
< 9 8 6 >

計 画参加病院数
5,680(75 89‰)
< l o o  o % >

・卜実態軸蝉̈
″赫回φ

4,632(61 80/6)

1,513
< 2 6 . 6 % >

回収 率 327%

０７
度

２０
年

病院数
8,862

< 9 9 1 >

病 院数
7,550

(10009‰)
< 9 9 _ 3 >

計画参カロ病院数 ¥:∫̀T受̀)

・卜実態勒囃̈
″制回φ

3 , 3 8 9 ( 4 4 9 % )

1 , 2 2 3
< 2 1 . 5 % >

回 収 率 36_lV/0

2006
年度

病院数
8 , 9 4 3

< l o o  o >
病院数

7 , 6 0 4

( 1 0 0 0 0 / / o )
< l o o  o >

計画参力Π病院数
5,680(7479崎)
< 1 0 0 0 % >

・卜実態勒嗽・
″向回＜力′

3 , 1 8 9 ( 4 4 9 % )

9 7 3
< 1 7 . 1 % >

lrlJ l又率 28_7りろ
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今 年度 のア ンケー ト実態調査 の回収状況 につい ては、 1万 ポ以 上～2万 ポ

未満 の中小規模 病院数、及び 6千 ポ未満 の小規模 病院数 が対前年度比で減少

して い るが、それ 以外 の規模 の病 院 は微 増 ない しは横 ば い とな つてい る。

(図 1 - 1参照)

図 1 - 1病 院規模別のア ンケー ト回収数 ( 2 0 1 1年度 、N = 1 , 3 1 8 )

4,000耐未満

4000～5,甥ポ

α囲 ～7,卿ポ

8,000～1999ポ

10,000～11999ポ

20,000～22S"ポ

30,CXD～32"9ポ

40,鰤～42999ポ

Ю,KXXlポ以上

また、本年度 のア ンケー ト実態調 査 にお いても、各病院 の施設 (長)が 所

属す る全 ての団体 ( 4病 院団体及 び 日本 医師会)に ついて聞いてい る。

この結果 、本年 度 ア ンケー ト回答病 院 の所属団体 と しては 日本 医師会が最

も多 く 72 . 5 %で 、 これ に次いで 日本病院会 3 8 . 8 %、 全 日本病院 協会 3 2 . 9 %、

日本 精神科病院 協会 2 0 . 3 %、 日本 医療 法人協会 1 2 . 9 %で あった。 (表 1 5参

照)
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表 1- 5病 院種類 別所属団体 ( 2 0 1 1年度 、N = 1 , 3 1 8、複 数回答)

全 日本

病院協会

日本 病 院 日本精神

科病院協会

日本 医療

法 人 協会

日本 医 師
無 回答 合 計

一般病 院 391

(37.4%)

475

(45.4%)

3 1

3 0 % )

130

124%)

806

(77.1%)

112

( 1 0 _ 7 %

1 , 0 4 6

( 1 0 0 . 0 %

特定機 能 6

2 7 . 3 % )

17

(773°/0)

4

( 1 8 _ 2 % )

0

( 0 0 % )

17

r77.3°/Oヽ

2

( 9 1 % )

22

(100.0%

精神科病 37

( 1 4 . 8 % )

19

7 . 6 % )

2 3 2

( 9 2 8 % )

・40

( 1 6 0 % )

1 3 3

イ5 3 . 2 %ヽ

10

(40%〕

250

(100.0%

合 計 434

3 2 9 % )

5 1 1

( 3 8 . 8 %ヽ

2`7

(2030/0)

170

( 1 2 . 9 % )

956

( 7 2 . 5 % )

124

(94%)

1,318

(1000%

2 0 0 8年度

合計

438

( 2 8 . 9 % )

5 1 5

( 3 4 0 % )

3 4 8

( 2 3 0 % )

213

( 1 4 1 % )

1,101

(7280/0)

158

( 1 0 4 %

1,513

(100.0%

2 0 0 9年度

合計

41 4

( 2 9 6 % )

502

( 3 5 9 % )

2 9 1

(208%)

1 9 5

( 1 4 0 % )

1 , 0 0 8

( 7 2 . 2 % )

1 6 2

( H _ 6 %

1 , 3 9 7

( 1 0 0 . 0 %

2 0 1 0年度

合計

415

3 1 3 %ヽ

496

( 3 7 3 % )

2 5 7

( 1 9 4 % )

176

( 1 3 3 % )

9 6 5

( 7 2 . 7 % )

127

( 9 6 % )

1 , 3 2 8

( 1 0 0 _ 0 %

Z"07年 度

■20眺年度
口"09年度

●2010年度
日2CIH年度

1朧脇評甲

雁1椰|
!20H年度:14,928耐    i
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( 5 )地 球温暖化対策 をと りま く法制面での変化

地球温暖 化対策 を と りま く法制 面では、 「省 エネ法」 (「エネル ギー使用

の合理 化に 関す る法律」 )が 改正 され 、2 0 1 0年4月か ら事業者 (法人)単 位

規制 (全管理施 設 の使 用 エネル ギー が一定以 上の事業者 (法人)は 、特定事

業者 と して事業者 単位 のエネル ギー管理 (届出)を 求 め られ る)の 導入 と、

特 定建 築物 に該 当す る最低規模 の低減 が図 られ 、床 面積30 0ポ以上 の中小規

模 の建築物 の新築 ・増改築 の際 に も、省エネ措置 の届 出が義務付 け られ た。

このため病 院 の運 営主体 は、そ の運 営す る施 設 が病院 のみ で な く様 々な施

設が他 にあ るこ とか ら、 「省エネ法」 の改正 に よ り該 当す る法人は、20 1 0年

度 以降地球温暖 化対策 を病院以外 の他 の施設 と、一体的 に行 うこ とが求 め ら

れ るこ ととなつた。

この ため、本年度調 査 にお いて も、法人が運 営す る病院 だ けでな く、他 の

施設 も含めたエネル ギー使 用量合計 の把握を概略的に行 つた。

その調査結果 に よれ ば、病 院 単独 で使 用す るエネル ギー総量が、原 油換算

で 1, 5 0 0 k L以 上 の施 設 は 2 0 6病 院 (エネル ギー使 用 量 につ い て回 答 した

1 , 2 3 2病院の 1 6 . 7 % )で あ り、おおむ ね 2万 話以上の規模 の病 院が多かつた。

(表 1 - 6 ( a )、表 1 - 7参照)

また、法人 が所有す る病院 と他施設 の合計 エネル ギー使 用量 が、原 油換算

で 1, 5 0 0 k L以上の病院 (前記病院 を除 く)は 、 さらに 1 8 7病 院 (エネルギー

使 用量 につ いて回答 した 1, 2 3 2病院 の 1 5 . 2 % )あ り、 この うち 1 3 2病院は現

在 エネルギー使 用状況届出書 を提 出 していない状況 にある。 (表 1 - 6 ( b )参照)

これ らを合計 した 3 9 3病 院 はエ ネル ギー使 用 量 を回答 した 1, 2 3 2病 院 の

3 1 , 9 %に あた るものである。 (表 1 - 6 ( a t t b )参照)

表 1 - 6病 院単独 と法人所有他施設 の合計でみたエネルギー使用量 が

原油換算 1, 5 0 0 k L以上の病院数 ( 2 0 1 1年度 、N = 3 9 3 )

注 1 : ( b ) は( a ) を除いたもの。
注 2 :他 施設 とは、介護老人保健施設 、グループホーム、寮 ・社宅、看護学校 、保育園等を示

し、病床数や施設面積 とそれぞれの原単位からエネルギー使用量を推定 している。
注 3 :「エネル ギー使用状況届出書Jの 提出病院 ( 1 8 4 件+ 5 5 件 = 2 3 9 件 )は 、2 0 H年 度に提

出 したものである。

注 4 :届 出書 を提出 した 2 3 9病 院は、「表 3 1 2エ ネルギー使用状況届出書提出状況」の合計
3 0 3病院か らエネルギーデータ未記入や 、データが異常値 となる 5 4病院を除いたもの。

表1- 7病 院単独 で原油換算 1 , 5 0 0 k L以上 エネルギー使用の病院数

(20114平 』難、 N=1,232)

3

4

5

6

7

8   ( 6 )

9

注 1 , ア ン ケ ー ト実 態 調 査 に よ る と、 エ ネ ル ギ ー 使 用 状 況 届 出 書 の 提 出 件 数 は

第 1 種 ( 3 , 0 0 0 k し以 上 ) 1 0 3 病 院 、 第 2 種 ( 1 , 5 0 0 k L 以上 ) 2 0 0 病 院 で あ る。

注 2 : 合 計 の 1 , 2 3 2 病院 は エ ネ ル ギ ー 消 費 量 の 記 入 が あ つ た 病 院 数 。

日標指標の選択 (目標採用の理 由)

【目標採用の理由】

2 0 1 1年 度現在 の 目標指標 は、 自主行動 計画 の 目標値 に達 して いるが、

引き続 き自主行動 計画策定時 に設定 した 「C0 2排出量 原単位」 を指標 と し

て、 日標 は これ まで通 り 「対前 年度 C0 2排出原単位 を 1 %肖1減」 とす る。

「C 0 2排出原単位」は、当初か ら 3年 にわた り目標 を上 回 つて削減が進

み 、20 1 0年 度初め て対前年度比 で増加 したが 、本 年度 に入 つて再 び大幅

減少に転 じた。

そのマ ク ロ的要 因 と して、 リー マ ンシ ョックに よる原 油価 格 の大幅 下

落後の増加傾 向に加 え、新 たに東 日本大震災 に よ る原発 安全性 の確 認 の

ための原子 力発 電所 の稼働 停止 に伴 う、電 力使 用 制 限令 の発 動 等 に よ る

省 電 力への と りくみ が、全 国的 ・全 業種 にわ た って見 られ るよ うに な つ

た ことが ある。(図 1 - 2参照)

しか
｀
し、福 島第 一 ・第 二原子 力発 電所事故 に よ り、全 国的に原子 力発

電所の再稼動 が 困難 とな つてお り、今後 は原発 な しでの電 力供給 を模 索

せ ざるを得 な い状 況 に もある。一方 、固定価 格 買入れ 制度 に よる再 生可

能 エネルギー の普 及 もみ られ るが 、原発 の電 力供 給 に は匹敵 せず 、 また

購入費用の将 来 的増大 が あ り、天 然 ガスや石油 ・石炭 に よる火 力発電 の

依 存度が高 くな る ことも予想 され 、今後電 力の排 出係 数 が さ らに上昇す

ることも考 え られ る。

このため、計画 目標最終年度 20 1 2年 度 まで、今 後 とも引き続 き 「対前

年度 C0 2排出量原単位 を 1 %削 減」す ることを目標 とす る。

原油換算 1 , 5 0 0 k L以上

使用病院

占有率 (%) アンケー ト

回収件数

4,000ぷ 未 満 (00%)

4.000～ 5、999rピ (00%)

6 , 0 0 0 - 7 , 9 9 9 n i (00%)

8 . 0 0 0 - 9 . 9 9 9 n i (00%)

10_000～ 19_999【ゴ 8 23%ヽ

2 0 , 0 0 0 -  2 9 , 9 9 9 m ' (565%)

3 0 . 0 0 0 -  3 9 . 9 9 9 n i (  l o o . 0 %  )
40,000-49,999rゞ (1000%)

50.000rざ』ス_L (100_0%)

合 計 ( 1 6 . 7 % \ 1,232

病 院 種 別

病院単独のエネルキ―゙使用が

原油換算1 , 5 0 0 k L以上

病院 と法人所有他施設合計の

エネルキ―゙使用が原油換算 1 , 5 0 0 k L

以上 (左記を除 く)
エネルキ―゙使用状況

届 出書

′l 言ヽ十

( a )

エネルキ―゙使用状況

届出書

小 計

( b )

合計

(attb)

提 出 な し 提 出 な し
一般病 院

特定機能病院

精神科病院 1 l

合 計
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図 1 - 2  原 油 価 格 の動 向

(原油: C r u d e  O‖( p e t r O l e u m ) ; W e s t  T e x a s  l n t e r m e d i a t e , U S S  P e r  b a r r e l )

(ドルノ/パレルと

140 一
風

Ｔ

２。

ｍ

|…1__L_」__1__|__」__1__|__
由価格動向 単位 :ドル/パレル

10年5月 7374直 近最低価格
11年4月 11004直 近最高価格
|,生1月  lnn ls~「~~|~~1~~「~1~~T~~「~1

||1可 | |||

注 : W T I (テ キサス産軽質油W e s t  T c x a s  l n t e r m e d i a t e )のニ ュー ヨーク ・マーカンタイル取引所に
おけるスポ ッ ト価格。月平均。

資料 , I M F  P r i m a r y  C O m m O d i t y  P r i c e s

2 .対 策 と そ の 効 果 (目標 達 成 へ の 取 組 み )

今 回行 つたア ンケー ト実態調 査に よ り、下記の よ うな 目標 達成 のための取

組み を把握 ・分析 した。

(1 )目 標達成のための取組み

2 0 1 1年 度 の C 0 2排 出原 単位 の大幅削減 に寄与 した取 り組 みは、電 力使 用制

限令発動 に伴 う自主的節 電対策 の実施 等 に よる電 力 を 中心 としたエ ネル ギー

消費量 の削減 と共 に、 これ まで続 けて きた省 エネ活動 へ の積極 的取組 、及 び

気象条件 (特に夏期 )と い った外部 要 因な どが大 き く影響 した もの と思 われ

る。 (表 2 - 1、2参 照)

す なわち、C 0 2排 出原 単位 が減少 した要因 として、「電力 ・重油 ・灯油 ・ガ

ス消費原 単位 の減 少 」 に よ る 「エ ネル ギー消費原 単位 の減 少 」や 「エネル

ギー消費量 の減 少 」、特 に従来エネル ギー原 単位 を押 し上 げてい た 「大規模

病 院エ ネル ギー消費原 単位 の減少」が進 む とともに、 「気象条件 の変化」、特

に冷房 デ グ リーデー の大幅減 少 、 さらには積極的 な 「省 エネル ギーヘ の取 り

組みの増加」な どが あげ られ る。 (表 2 - 1、2、3、表 3 - 1、2、4、 1 3参 照)

表2 - l  C 0 2排出原単位削減へ寄与 した と考 え られ る主要な取組み

・電力使用制限令発動に伴 う自主的節電対策の実施等による電カ ロ重油
灯油 ・ガス使用量の減少 (表 3- 2、4 )
ロエネルギー消費原単位の減少、とりわけ大規模病院エネルギー消費原
単位の減少 (図 3- 3、4、5、6 )

エネルギー転 換工事 の実施率の増加 (表 3 - 3 )

空調 、照明 を中心 と した複 数の省 エネ活動の推進 (表 2 - 3、3 - 1 0、図 3 -

・組織 の有無 に関わ らず、省 エネ活動の取 り組み割 合の増加 (表 3 -‖)

気象条件の変化 (特に冷房デグ リーデーの減少)
(表 3-1)

表2- 2 C 0 2排 出原単位増加の要 因

・延べ床面積の増加 (表 1- 1 )
・重油 ・灯油か ら電力 ・ガスヘのエネルギー変換の停滞 (表 3- 3、9 )

( 2 ) 2 0 1 1年 度に実施 した主要な温暖化 対策の実施 状況

20 1 1年 度に実施 した主要 な温暖化対策 の実施状況 を、ア ンケー ト実態調査

よ り 5つ の分野 につ いて整理 した ものが次の表で ある。 (表 2 - 3参 照)
2 0 1 1年 度 の実施 状況 は、2 0 1 0年 度 と比較 して増加 ない し横 ばい となる対

策 項 目と、減 少 してい るもの とに分 かれ て い るが 、 この うち多 くの項 目で

20 H年 度 の実施 率が 2 0 1 0年度 の値 を上回 つた。 (表 2 - 3の 1   参 照 )

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

瞑
【■
一
８
一

５

■
一
８
Ｎ

駅
“■
９
Ｒ

駅
【■
８
８

駅
】■
８
Ｒ

駅
】♯
８
８

呵
【暑
８
Ｒ

駅
【■
８
８

駅
】＝
さ
Ｒ

駅
【絆
８
Ｒ

駅
】■
Ｓ
Ｒ

瞑
】■
８
Ｒ

駅
】♯
８
Ｒ

駅
一■
ま
含

熙
【＝
駅
摯

熙
】■
卜
３
【

駅
【＝
凛
２

駅
】＝
よ
含

駅
】＝
ま
，

駅
【＝
欧
含

Щ
一■
ぶ
，

５

■
ま
蟄

５

■
〓
蟄

彗

じ
３
，

駅
】＝
〓
蟄

５

■
２
蟄

瞑
【＝
認
蟄

駅
［＝
３
蟄

駅
一斗
菖
蟄

駅
】＝
８
２

瞑
「■
Ｓ
，

駅
【斗
〓
蟄

Щ
】斗
８
含

20

21

22

23

24

25

26

27

28

1-15 1-16



詳細 な省エネ対策 については、後記でその実施状況 を示す。 (図 3 = 2参 照)

表 2 - 3主 要 な温暖化対策 の実施状況

区

分 対策 項 目

対 策 実施 率 ( % )

2 0 0 6

年 度

(基準 )

2 0 0 7

年度

2008

年度

2 0 0 9

年度

2 0 1 0

年度

2011

年度

照
明
設
備
等

使 用 時 間 に合 わせ て

照明点灯
850 834 843 846 907 □

日 中 窓 側 の 照 明器 具

を消す
578 590 `2.9 `0_3 77_9 749

高 効 率 照 明 器 具 の 使

用
416 457 419 390 349 □

空
調
設
備

定期 的 に フ ィル ター

清掃
9` 8 968 958 966 965 □

夜 間 ・中間期 は空 調 運

転 を停 止
790 772 764 769 76_1 756

空 調 運 転 の 早 め の 停

止
603 669 678 639 684 68.4

外 気 取 り入 れ 量 の 適

正化
583 587 591 574 592 □

省エネ配慮の空調温
度管理実施

536 674 637 652 736 回

エ
ネ

ル
ギ
ー

重 油 。灯 油 か ら 電

力 ・ガスヘのエネル

ギー転換

表 3‐6

増 改築 工事 に伴 う高

効率機器 の導入
表 3‐8

組 織 の有 無 に関 わ ら

ず省エネ活動 を推進
表 3‐4

建
物
関
係

出入 り由に風除室

設置
表 3‐9

屋 上 緑 化 ・周 辺緑 化 の

推 進
393 406 373 350 348 347

エ レベ ー ター の 関 散

時 の一部停 止
279 26_5 266 240 267 260

省 エ ネ 自 動 販 売 機

の導入
242 299 32` 37.8 459 □

そ
の
他

温度調 節機 能付 シ ャ
ワーの使用

730 697 65.1 67.7 640 64.0

節水 こまの使用等 603 660 64.6 682 66 3 回

笑気 ガ ス の適 正使 用

の推進
520 485 480 47.3 447 42_4

水の有効再利用 21 9 251 220 250 230 □

外 来者 の公 共 交通利

用促進
17_1 152 153 170 150 回

(注)|  ‖ ま2011年度の実施率が対前年度増加した項目、

3 . C 0 2排 出原単位及 び排出量増減 の要 因

( 1 ) 2 0 1 1年 度 の C 0 2排 出原単位及 び排出量増 減の要 因

20 1 1年 度 の対前年 C 0 2排出原 単位 は、「電 力使 用制限令発動 に伴 う自主的

節電対策 の実施」 に伴 う 「電力 ・重油 ・灯油 ・ガス使用 量の減少」や 、「気象

条件 の変化 」 に起 因す る と思 われ る 「エネル ギー 消 費原 単位 の減 少 」等 に

よって、6. 2 %の 減少 であつた。

このため、2 0 H年 度 の C 0 2排出量は、2 0 1 0年 度 の 7 7 9 , 7万 t一C 0 2に比べ、

7 5 5 . 9万 t―C 0 2へと大幅減少 した。

また、基準年度 20 0 6年度比 ( 1 0 0 . 0 )で、2 0 1 1年 度は 9 2 . 5で あ リー7 . 5 %の

減少 となってい る。

この よ うな C0 2排出原 単位及 び排 出量が大 きく

加要因について次 の表 に整理 した。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14 【基準年度 2006年 度か ら2011年 度までの C02排 出原単位の対前年度比】

C0 2排 出原単位
(kg― COク/m2)

基 準年度比 対前年度 削減率

20 0 6年度 (基準年度 ) 1 2 7 .  1 1 0 0 . 0 - 2 .  8 %

2007`手 [賃 1 2 1 .  9 9 5 ,  9 - 4 . 1 %

20081暮 [費 1 1 2 .  3 8 8 . 4 - 7 . 9 %

20091「 [賃 1  1  1 .  1 8 7 .  4 -1.1%

2 0 1 0年度 1 1 3 .  3 8 9 .  1 2 .  0 %

2 0‖年度 1 0 6 . 3 8 3 .  6 - 6 .  2 %

【基準年度 2006年 度か ら2011年 度までの C02排 出量の増減】

C 0 2排 出量

(万t―C 0 2 )

対前年度増減

(アテt―C02)

基準年度比

20 0 6年度 (基準年度) 8 1 7 . 0 1 0 0 . 0

2007」手[質 8 0 2 .  3 - 1 4 . 7 9 8 .  2

20084平 [質 7 1 8 .  8 - 8 3 .  5 8 8 .  0

2009娑手[壁 7 4 3 .  3 2 4 .  5 91. 0

2 0 1 0年度 7 7 9 .  7 3 6 .  4 9 5 .  4

2 0‖年度 7 5 5。  9 - 2 5 . 8 9 2 .  5

2 0‖年度 C 0 2排 出量 の増減

(基準年度比)
- 6 1 . 1 対基 準 年 度 比

- 7 .  5

1-17

は対前 年度 減 少項 目。
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減少 した要因 と、一部 の増



【20‖年度におけるC02排 出量増減の要因】

く2011年 度 増加の要因 > 2006年 度 2007年 度 2008年 度 2 0 0 9 年 度 2 0 1 0 年 度 20H年 度 (参照)

Э延べ床面積の増加

一延べ床面積の増加 (千r )

②重油 ・灯油か ら電力 ・ガスヘのエ

ネルギー転換工事の頭打ち (転換
工事の内容 と比率)

一重油→ガス
ー重油→電気
一ガス→電気
一灯油→ガス
ー重油→ガス ・電気

3 2 1 %

151%

H3%

104%

94%

63,072

282%
2 2 1 %

1 6 1 %

1 0 0 %

6 1 %

64,941

243%
220%

220%

H5%

49%

66,512

(1000)

237%
247%

240%

87%

42%

68,335

(1027)

210%
220%

264%

41%

47%

表 1 1

表 3‐9

く2011年 度 減少の要因 > 2 0 0 6 年 度 2 0 0 7 年 度 2008年 度 2 0 0 9年 度 2 0 1 0 年 度 年 度 ( 参照 )

信:111:f]li掃 }『

動HP伴 発 主 的

1髯::「i:i:i][[1イ|
l ③患者数の徹減等

一病床利用率
一 l病院 当り 1日 平均在院患者数
- 1病 院当 り 1日 平均外来患者数

④電 力 ・重油 。灯油 ・ガス消費原単
位の減少( M J / ポ)

一電気
一重油 ・灯油
―ガス

⑤エネルキ
・―消費原単位の減少 (‖J / m 2 )

⑥エネルキ
・―消費量の減少 ( T J )

⑦大規模病院エネルキ
・―消費原単位減少

- 2万 ポ以上の原単位( M」/ポ)

③エネルギー転換工事の実施

一アンケー ト回答数 に対す る実施
病院の割合  (過 去 5年 間)

⑨様 々な省エネ活動温暖化対策の
実施

⑩組織の有無に関わらない省エネルキ
・―

への取 り組み割合の増加

①原油価格の漸増傾向

―使用量に影響 を与えた石油価格の
変動

一原油価格の動向(ドル/ハ
゛
レル)

2 , 0 4 7 4

( 1 0 7 9 )
8 8 7

(334)

835%

1520人

1705人

2,490

( 1 0 0 0 )

160,060

(100)

111%

4 2 1 %

5 4 2 4

( 1 月 )

2 , 4 3 0 1

( H 6 7 )

1304

(490)

822%

1504人

1672人

1,642

415

452

2,509

(100 3)

165,080

(103 1)

601%

92 98

(1月 )

2 , 3 5 5 4

( H 3 1 )

H 0 5

( 4 1 6 )

8 1 7 %

1 4 9 9人

16 2 8人

1,611

348

375

2,335

(938)

149,866

( 9 3 6 )

2、641

190%

41 74

(1月 )

3 %

7 4 3 %

2 , 3 3 3  1

( H 2 0 )
72 1

( 2 7 1 )

816%

1497人

162 1 A

l,542

307

465

2,313

(929)

155,329

(970)

2,774

(1000)

2 1 9 %

6 3 6 %

3 5 4 %

7 8 3 4

(1月 )

6 9 8 %

2 , 5 3 8 3

( 1 2 1 9 )

224 5

(844)

823%

1515人

162 9A

l,598

281

501

2,380

(102 9)

164,202

(1026)

2,805

(1011)

216%

752%

372%

8 9 5 1

( 1 月 )

634%

2,5580

(1224)

1638

(616)

819%

1510人

1629人

1,486

265

482

2,233

( 9 3 8 )

1 5 9 , 4 7 8

( 9 7 1 )

2 , 6 6 5

(950)

224%

799%

484%

100 15

(1月 )

表 3‐

1 3

表 3‐1

図 3‐1

表 3-2

表 1-1

表 3-2

表 1‐

1

表 3‐2

図 3‐3

表 3‐8

図 3‐2

表 3 -

1 1

表 3 ‐
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① 減少要 因

20 1 1年 度 の減 少要因 と しては、「1 )電 力使 用制 限令発動 に伴 う自主的節

電対策 の実施 」、「2)気 象条件 の影響 」、 「3 )患 者 数 の微減 等」、「4 )エ ネル

ギー使用 面の 変化」、「5)エ ネル ギー転換 工事 の実施 」 「6)エネル ギー使 用

状況届出提出割合 の増加 」等 といつた ことがあ る。

1)電 力使用制限令発動 に伴 う自主 的節 電対策の実施

20 1 1年 3月 1 1日 の東 日本大震災の影響 に よる電力供給力 の激減 を受 け、

東京電力管内にお いて、3月 1 4日 ～3月 2 8日 まで医療機 関 も例外 と しない

計画停電が実施 された。

そ して、20 H年 夏 において も東京電力 ・東 北電 力の電力需給 が逼 迫す る

との予想 を受 け、国は東京電力 ・東北電力管内において、7月 1日 ～ 9月

2 2日 (東北電力管 内は 9月 9日 まで)までを期 間 とす る、罰則 を伴 う 「電力

使 用制限令」 を発 動 した。 その内容は、契約電 力 50 0 k w以上の大 口需要家

に対 して、需要 の ピー ク時である 9時 ～2 0時 の間、前年 の最大電力需要か

ら 15 %削減す る とい うもので あつた。

これ に対 し医療業界 として、病院 の時間別電 力量 は 9時 前後 か ら 1 9時

まで、ほぼ電力使 用の ピー クが一定である実績 デ ー タを示 し、 これ に よ り

電力使用制限令 で定める 15 %削 減は不可能である こ とを訴 えた。

これ によ り、病院 の大 口需要家に対 して 「電力使 用制限令 」の制 限が緩

和 (昨年 ピー ク時か らの削減 0 % )さ れ るこ ととなつた。

しか し、「電 力使 用制 限令 」 を実施 して も電 力需給 が逼 迫 した場合 には、
一部 の二次救急 医療機 関 (国に よれば、緊急かつ直接的に人命 に関わ り、重

篤 な患者 の受入 を常に行 う等の機 関)を除 き、電力 事業者 がセー フテ ィネ ッ

トとして計画停電 を実施す るこ とが考 え られ た。 (これ に対 して、救急 医療

業務取扱い患者数 の殆 どが初期 。二次救急医療機 関で扱 ってい るデー タを

示 し、20 1 2年度 の計画停電実施 時には、二次救急 医療機 関まで通電 して も

らうこととな つた。)

2 0 H年 夏は、 この よ うな状況 であったため、殆 どの病院 にお いて 自主的

な電力 を中心 としたエネル ギー消費の削減 が図 られ た こ とか ら、 これ がエ

ネル ギー消費及 び C0 2排出減少 の大きな要因になつた もの と考 え られ る。



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

参考資料 :資源 エネル ギー庁が電力使用制限令 とともに示 した

東京電力管内等小規模需要家医療機関の節 電行動計画 フォー マ ッ ト ■節電行動計画 事業者名 百任者名

医療機関の節電行動計画フォーマット 契約電力500kW未 満の事興者向け
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建物全体に対
する節電効果 チ

■ 夏期の需要抑制 目標

0以下の高要110制□1彙に応じて、ヒーク
期間 0時間帯 (※)を 中心に、最大使
用富力のir口制をお鷹口いします
来7～ 9月 の平日の90寺から20時

大□需要家 (500kW以 上)15■
小□需要家 (500kW未 満):150/。
家 庭 5

■ 医療機関 (病院 ・診療所等)の 電力消費の特徴

平均的な医療機関 (病院 ・診療所等)に
おいては、昼間 (9時 ～16時 )に 高い
事力消費が続きます。

夜間の消費富力は昼間に比ヘユ }°っ理電
になりますぃ

2 %

※ご注意  ・ R己椒している節L効 果は、建物全体の消費■力に文]する師こ効果の想定割合の目安です。
。空調についてはこ気式空調を想定しています。
・一定の条件の元での試り結果ですので、各々の建物の利用状況により削減値は異なります。
・方策により効果が重複するものがあるため、単純に合計はできません。
・節上を意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なものとならないようご注意下さい。

資源エネルギー庁

1-22

図2 平 11 0」な医ni4牲1におllする
ミカ需要カープのイメーシ
出典 :貞3エ ネルギー庁t摯

2 2

2 3

2 4

2 5

2 6

2 7

。事力消費のうち、空調が約38%、 照明が

約37%を 占めます.

。これらを合わせると事力消皆の約75%を 占め
るため、これらの分野における節富対策は特に
効果的です

(

区3 平 均的な医嗜RIぐにおけ る

用途Bιネカ ■口LヒT
出● 貞"エネルキー庁■計

※「==I処理によ り合計:■か 10096こ

ならないことがある、
百ルエネ′レキー庁

1 - 2 1

計6Cω ノ」kW

図 1 東 京■ 7D l l■( D昨ウつ畢大l‐―ク千きの内FF

1=.r馘 りll幸暮LA目.=
RI黛セ色、.′   1   15イ

'

・事務室の照明を半分程度間引きする。

・使用していないエリア (外来部門、診療部門の診療時間外)は 消灯を徹底する.

・病棟、外来、診菫部P5(検 査、手術室等)、 厠房、管理部P3毎に適切な温度設定
を行う。

・使用 していないエリア(外来、診療88門等の診療時間外)は空調を停止する。

。日射を遮 るために、フライン ド、遍熟フ ィルム、 ひさ し、すだれ を活用する。

4%

4%

1%

1%

10/。

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLED照 明に交換する。
(従来型蛍光灯からHf蛍 光灯又は直管形 LED照 明に交換した場合、約40%消 ●量力削減。)

・病棟では可能な限り天丼照明を消灯し、スポット照明を利用するぅ

。フィルターを定期的に清掃する (2週 間に一度程度が目安)

・搬入□の扉やバックヤードの扉を必す閉め冷気流出を防止する。

・電気以外の方式 (ガス万式等)の 空調熱源を保有 している場合はそちらを優先運転する。

・調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

・電気式オートクレープの詰め込み過ぎの防止、定期09な清掃点検を実施する。

。電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセントから振<。

。自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入し、設定を契約雷力の△15%と し、=報発生時に予め決めておいた
節電対策を実施する。

・コージェネレーション設備を設置している場合は、発電優先で運転する。

・節電目標と具体策について、職員全体に周知徹底し実施する。

。節言担当者を任命し、貫任者(病院長・事務局長など)と関係全38門が出席したフォローアッフ
会議や節=バ トロールを定期的に実施する。

。医14~機関関係者に文」して、家庭での節電の必要性 0方法について情報提供を行う。
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2 )気 象条件の影響

2 0 H年 度 にお け る C 0 2排出原 単位 の減 少の要因 と して、気象条件の影響

が考 え られ る。

す なわち、経年 的 に 1年 間の寒暖 の度 合い を表す 「デ グ リーデー」 (表

3 - 2、注 1参 照)を用いて比較す る と、2 0 H年 度の 「暖房 デ グ リーデーD 2 2 -

2 2」は対 前年度比 1 0 0 . 4 %、 「冷房デ グ リーデーD 2 6 - 2 6」は 7 3 . 0 %で あった。

これ は、前年度に比べ暖房 エネル ギー はほ とん ど変化 が な く、高い水準 を

示 してい るが、一 方では冷房用エネル ギーヘのニー ズが大幅 に減少 してお

り,こ れ が病院のエネル ギー消費量減少 に影響 した もの と思われ る。 (表

3 - 1参 照)

注 1 :デ グリーデー とは、地域の寒暖の度合 いを表す値。
「暖房デグ リーデーD 2 2 - 2 2」とは、室温 2 2℃と当該 日平均外気温度の差を暖房
期 間にわた って合計 した値。 なお暖房 期間 とは、 日平均外気温度 が 2 2℃以下
となる 日を想定 した。
「冷房デ グ リーデーD 2 6 - 2 6」とは、室温 2 6℃と当該 日平均外気温度の差 を冷房
期 間にわた って合計 した値。 なお冷房 期間 とは、 日 平均外気 温度 が 2 6℃以上
となる日を想定 した。
なお、病院等の室内温度は、暖房用 には 2 2℃、冷房用には 2 6℃を標 準値 にす
ることは、「平成 2 1年度省エネ基準対応 建 築物 の省 エネル ギー基準 と計算手
引き― 新築 ・増改築の性能基準 ( P A L / C E C )一」 (財)建 築環境 ・省エネル ギー

機構編 平 成 2 2年 改訂版 による。
注 2 :標 準年の値 は、資料 「拡張アメダス気象デー タ 1 9 8 1 2 0 0 0」日本建築学会編

を引用。 1 9 8 1～2 0 0 0年までの 2 0年 間の平均値であ る。
注 3 : 2 0 0 6年 度 か ら 2 0 1 1年度 までの値 は、気象台デー タであ る。
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3 )患 者数の微減等

また、2 0 H年 度 の C 0 2排出量の減少要因 として、入 院患者や外来患者数

の減少や 、それ に伴 う病床利用率の減少 の影響 も考 え られ る。 (表 3 - 1 3、

図 3 - 1参 照)

アンケー ト実態調査 では、電気、ガス等 の使用量に影響 を与 えた、医療

業務や外部環境 の変化要因 を開いてい るが、その要因 と して 「入院患者 数

の変化」 (2 5 . 3 % )、「外 来患者数の変化 」 ( 1 7 . 4 % )が 、「気象 の変化」等外

部要因に次 ぐもの として比較的多 く指摘 され てい る。 患者 数や気象 の変化

が大 きけれ ば C0 2排出量の増減 に大きな影響 を与 える と考 え られ る。

「医療施設 (動態)調査 ・病 院報告」 をみ る と、「1病 院 当 り 1日 平均在 院

患者数」「1病 院 当 り 1日 平均外来患者数」 ともに、20 0 5年 か ら 2 0 0 9年 に

かけて減少傾 向にあ り、2 0 1 0年 に増加 した ものの、2 0 H年 に入 つて再 び微

減 した。具体的には、「1病 院 当 り 1日 平均在院患者数 」は、2 0 1 0年 1 5 1 . 5

人/日に対 し 2 0 H年 1 5 1 . 0人/日 と 0 . 5人 /日減少、「1病 院 当 り 1日 平均外

来患者数」は、2 0 1 0年 1 6 2 . 9人/日に対 し 2 0 H年 1 6 2 . 9人/日 と同水準 に

なってい る。

また、 これ らの影響 を受 けて、病床利 用率 も 20 0 5年 か ら 2 0 0 9年にかけ

て減少 していたが、2 0 1 0年 に入 つて増加 した ものの 2 0 H年 に入 り再 び減

少 した。す なわ ち、20 1 0年 8 2 . 3 %、 2 0 H年 8 1 . 9 %と 0 . 4 %減 少 してい る。

(図 3 - 1参 照)

図 3 - 1  1病 院 当 り 1日 平均在院 ・外来患者数及 び病 床利用率

-1病 院あたりの1日平均在院患者数 ″ 1病院あたりの1日平均外来患者数

十 病床利用率(%)

資料 :「平成 23年  医 療施設 (動態)調 査 ・病院報告概況」厚生労働省
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表 3- 1暖 房デグ リーデー と冷房デ グ リー デー

標準 年
2006年 度

(基準 年)
2 0 0 7年度 2 0 0 8年度 2 0 0 9年度 2010年 度 2 0 H年 度

暖房デグ リーデー

D22-22
2,0824 2.2474 2,430 1 2.3554 2,333 1 2.5383 2.5480

前年比 108 1% 9699ら 99 1% 1088% 1004%

標準年比 (1079 1167 113 1 1120 1219 1224)

冷房デグ リーデー

D26-26
265S 1304 110 1 224 163.8

前 年 比 147_096 84796 65296 40/6 730%

標準年比 334 490 r416 r27_1 r844 (616)

(34.3%) (84.6%)

19964手   19991F 20024F 20054F 20074手  20081F  20091手  2010娑 F  201lJ手

1-23 1-24
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4 )ェ ネル ギー使 用面の変化

こ うした気 象条件 の変化、病院患者数 の変化等 に よ り、20 H年 度 のエネ

ル ギー消費原 単位 は 2 0 1 0年度 に比べ平均で 6 . 2 %減 少 した。 その内容 は、

電力 をは じめ として、重油 ・灯油、ガスのエネル ギー消費原 単位 の平均値 が

大幅 に減少 した。 特 に電力 のエネル ギー消費原 単位 の減 少が大 きかった。

(表 3 - 2参 照)

これ を病院 規模別 にみ る と、すべ ての規模 階層 でエネル ギー消費原 単位

が減少 してい る。 特 に、4, 0 0 0ポ未満 、3 0 , 0 0 0～4 0 , 0 0 0ポ未満 、5 0 , 0 0 0ポ

以上の階層 でエネル ギー使 用が大 き く減少 してい る。 (表 3 - 2参 照)

この結果 、2 0 H年 度 のエネル ギー使用量の割合 は、電力が 66 . 5 %と 2 0 1 0

年度 の 6 7 . 1 %よ りわず かに減少 し、ガスは 2 1 . 6 %と 2 0 1 0年度 の 2 1 . 1 %か

ら増加 、重油 。灯油は 1 1 . 9 %と 2 0 1 0年 度の 1 1 . 8 %か らわずかに増加 した。

(表 3 - 3参 照)

この よ うに 、2 0 H年 度 は、電力や重油 。灯 油、ガ スのすべてのエネル

ギー消費原 単位 が減少 した ことが明 らかになった。 (表 3 - 2参照)

このため、2 0 H年 度 の 1病 院 当 り平均エネル ギー使 用量 も、対前年比で

電力が-4 . 7 %、 重 油 ・灯油は- 3 . 5 %、 ガスが 1 . 5 %と 大 き く減少 している。

(表 3 - 4参 照 )

表 3 - 2ア ンケー ト回答病院 における

規模別 エネルギー消費原単位の増減 (2 0‖年度 、N = 1 1 3 1 8 )

( 単位  M J / r )

表 3- 3ア ンケー ト回答病院にお けるエネルギー使 用量の割合

(2 0 1 1年度、N = 1 , 2 1 8 )

電 力 重 油 灯 油 ガ ス

2 0 0 7年度 6559‰ 165% 180%

2 0 0 8年 度 69_0% 149% 161%

2 0 0 9年 度 6670/6 13_30/6 20 19喀

2 0 1 0年 度 671% H8% 211%

2 0 1 1年 度 66 SO/O H9% 216%

表 3- 4ア ンケー ト回答病院にお ける 1 病院当 り平均 エネルギー使用量 と

対前 年増減率 (2 0 1 1年度、N = 1 , 3 1 8 )

( 単位 : G J / 病 院 )

5 )ェ ネルギー転 換工事の実施

2 0 1 1年 度 にお ける、過去 5年 間 ( 2 0 0 7～2 0 H年 度 )の 新築及び増築 。改

築 。改修は、全体 の 44 . 3 %と 前年度調 査の 4 0 . 5 %か ら増加 した。増築 ・改修

にお ける大規模 修 繕 工事 の内容 は、「空調設備 の更新 」 「屋根/床/壁の改 修」
「照明設備 の更新 」「換気設備や給 湯設備 の更新」 とい った ものの割合 が高い。

(表 3 - 5、6、7参 照)
一方、過去 5年 間に空調 。衛 生設備 等 のエネル ギー源 の転換工事 を実施 し

た病院は、全 アンケー ト回答病院 1, 3 1 8病 院 の うち 2 9 5病 院 2 2 . 4 %と 、そ

の割合 は前年度 と比べ若干増加 し、20 0 6年 度 にお け る過去 5年 間 ( 2 0 0 2～

2 0 0 6年度)の 1 1 . 1 %か ら大 きく増加 している。 (表 3 - 8参 照 )

こ うした 2 0 1 1年 度 のエネル ギー転換 工事の内容 と しては、「重 油か ら電気
への転換 」22 . 0 %、 「ガスか ら電気へ の転換 」2 6 . 4 %と 、2 0 0 2～2 0 0 6年 度の

1 5 . 1 %、 H . 3 %よ り増加 し、電気へ のエネル ギー転換 が大 き く進 んだ こ とが

明 らかになった。 ただ し一方で、「電気 か らガ スヘ の転換 」 も 8. 5 %と 前年度

よ り増加 してい る。 (表 3 - 9参照)

また、前記以外 の化石燃料 か ら電気 ・ガスヘのエネル ギー転換工事につい
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1 7

1 8

1 9

2 0

2 1

2 2

電 力 重 油 灯 油 ガ ス 合 計

平均値

2 0 0 5年度 23,525 9,401 7,521 40,447

2 0 0 6年 度 8,248 7,507 39,616

2 0 0 7年度 25,865 6,245 7,980 40,090

2 0 0 8年 度 22,900 4,693 5,803 33.396

2 0 0 9年 度 855 4,743 7,189 35,788

2 0 1 0年 度 25.540 4,498 8,015 38,053

2 0 H年 度 24,349 4,342 7.897 36,588

対前年

増減率

2 0 0 6年 度 14% 123% ‐02% ‐21%

2 0 0 7年 度 84% 3 % 63% 12%

2 0 0 8年 度 H5% ‐249% ‐273% ‐167%

2 0 0 9年 度 42% 11% 239% 72%

2 0 1 0年 度 71% 52% H5% 63%

2 0 H年 度 ‐47% 35% 15% ‐38%

電 力 重 油 ・灯油 ガ ス 合 計

2010

年 度

2011

年度

20 1 0

年度

20 1 1

年度

2010

年 度

20 1 1

年度

2010

年度 年 度
増減率

4,000 m i( iffi 477 2,262 1,978 126%

4,000-5,999ポ 323 2,152 2,042 ‐51%

6 . 0 0 0 - 7 . 9 9 9  m ' 306 394 2,232 2,100 ‐59%

8 . 0 0 0 -  9 . 9 9 9  n f 2,322 2.141 ‐78%

10,000-19,999耐 429 2,348 58°/0

20.000- 29.999 r1 l 702 563 2,620 2.553 26%

30,000-39,999ポ 758 722 3,OH 2,735 ‐92%

4 0 . 0 0 0 - 4 9 . 9 9 9  m ,779 ,696 879 2,801 2,754 17%

50,000 nt  D) L
5 0 , 0 0 0 -  5 9 , 0 0 0  m
60 .000-  69 .000  mr
70 ,000  -  79 ,000  m
80 .000-  89 .000  n i
90 .000-  99 .000  n i
100 .000  f f iUL

2,083

1,798

2,313

2,008

2,285

2,375

1,987

862

742

985

713

890

538

704

250

176

319

12

126

267

450

733

931

716

920

1,036

404

338

739

846

594

995

1,163

694

302

3,065

2,905

3,348

2,940

3,447

3,04`

2.776

2,854

2,885

2,743

2,709

3,052

3,755

2.478

‐69%
‐07%

181%
‐78%

H4%

233%

1 0 7 %

平 均 1,598 1,486 2_380 2,233 ‐62%

1-25 1--26



て も、 「重 油 か らガ スヘ の転換 」21 . 0 %、 「灯 油 か らガ スヘ の転 換 」4 , 1 %、     1     表 3 - 7大 規模修 繕工事 の内容 ( 2 0‖年度 、N = 1 2 4、複数回答)
2    「 灯 油 か ら電 気 へ の転換 」6 . 8 %と 、前 年 度 よ り転換 比 率 が落 ちて い る もの の、

3    こ れ ま で 同様 に進 ん だ。

4

5   表 3 - 5こ れ ま で の新 築及 び大規 模 修 繕 工事 (増築 口改 築 ・改修 )の 実 施 状 況

6                      ( 2 0 1 1年 度 、N = 1 , 3 1 8、複 数 回 答 )

新 築
増築 。改築

。改修
行 つ て い な し 無 回 答 合  計

2 0 0 2 ～2 0 0 6 年 度 76(7896) 1 7 0 ( 1 7 5 % ) 705(72 59る ) 2 2 ( 2 3 % ) 973(100096)

2 0 0 4 ～2 0 0 8 年 度 80(5 96) 142(9496) 1 , 2 3 4 ( 8 1 6 % ) 1 2 ( 0 8 % ) 1.513(1000%)

2 0 0 5 ～2 0 0 9 年 度 87(629る ) 84(609る ) 1,203(86 19る ) 37(26%) l,397(10009崎 )

2 0 0 6 ～2 0 1 0 年 度 131(99%) 406(30696) 775(584%) 37(28%) 1 , 3 2 8 ( 1 0 0 0 % )

2007～20H年 度 140(106%) 444(33 796) 703(533%) 9(07%) 1,318(1000%)

注 :合計はアンケー ト実態調査全回収数。

注 : 2 0 0 6 ～2 0 1 0 年度 1無回答Jに は、「わか らない」2 6件が含 まれ る。

表 3- 6大 規模修繕工事 (増築 ・改築 ・改修 、3 0 0ぶ 以上)の 実施状況

屋 根/床/

壁 の改

修

空調

設 備

の 更 新

換気

設備

の更新

照 明

設備

の更 新

給 湯

設 備

の 更新

昇降機
の更新

変電

設備

の更新

合 計

2 0 0 2 -

2 0 0 6年度

5 9

( 3 4 7 % )

137

(80696)

61

(359%)

78

(4590/6)

7 6

( 4 4 7 % )

5 3

( 3 1 2 % )

51

( 3 0 0 % )

170

(1000%

ヽ

2 0 0 4 -

2 0 0 8 年度

38

( 2 6 8 9も)

96

(6769ら)

３。

％

、

5 5

(387%)

45

( 3 1 7 % )

21

( 1 4 8 % )

18

( 1 2 7 % )

142

(100096
ヽ

20 0 5 -

2 0 0 9 年度

36

(439%)

58

(707°/0)

3 4

( 4 1 5 % )

39

(476%)

3 4

( 4 1 5 % )

17

(207°/0)

22

(268°/0)

82

(1000%
ヽ

20 0 6 ―́

2 0 1 0 年度

6 5

(586%)

7 7

( 6 9 4 % )

41

( 3 6 9 % )

56

( 5 0 5 % )

3 6

( 3 2 4 % )

2 8

( 2 5 2 % )

2 5

( 2 2 5 % )

111

(1000%
)

2 0 0 7 -

2 0 H 年 度

6 8

( 5 4 8 % )

8 7

( 7 0 2°/0)

53

(427°/0)

70

( 5 6 5 % )

4 4

(355%)

3 2

( 2 5 8 % )

33

(266°/0)

1 2 4

( 1 0 0 0 %
ヽ

2    注 1 :合 計は、アンケー ト実態調査で大規模な増築 。改修を行なつた病院の件数。

3    注 2 : 2 0 0 2 ～2 0 0 9 年度は修繕規模 2 , 0 0 0 ポ以上の件数、2 0 0 6 ～2 0 1 0 年度 は修繕規模 3 0 0ポ以上の

4    件 数である。

5

6  表 3 - 8ア ンケー ト全回答病 院 にお ける空調 ・衛生設備等 の エネルギー転換工事 の

実施 状況 (2 0 1 1年度 、N = 1 , 3 1 8 )

行 っ た 合 計

2 0 0 2～2 0 0 6年 度 108(Hl%) 973(10009‰ )

2 0 0 4～20 0 8年 度 287(1909‰ ) 1,513(1000%b)

2 0 0 5～2 0 0 9年 度 306(21 90/6) 1,397(10009‰ )

2 0 0 6～2 0 1 0年 度 287(2169‰ ) 1,328(1000° /6)

2 0 0 7～2 0 1 1年度 295(224%) 1,318(1000%り

8            注 1合計は、アンケー ト実態調査全回収数。

9

1 0

1 1

( 2 0 1 1年度 、N = 1 4 0 , 4 0 6、複 数回答)

床 面積
300ポ 未 満

の

工事 実施

床 面積

300 -

2 , 0 0 0 ポの

工事 実施

床 面積

2 , 0 0 0 ポ以

上 の

工事 実施

わ か らな

い
無 回答 合  計

新 築 61

( 4 3 6 % )

19

r 1 3 6°/ Oヽ

56

(400°/0)

4

( 2 9 % )

0

( 0 0 % )

1 4 0

( 1 0 0 0 % )

増 築 ・改 築
。改 修

2 6 9

( 6 0 6 %〕

81

( 1 8 2 °/ 0ヽ

5 7

1 2 8 % )

19

( 4 3°/ Oヽ

18

( 4 1 % )

444

(1000%)

1-27 1-28



表 3- 9エ ネルギー転換工事実施病院における転 換工事 の内容 (2 0 1 1年度、N = 2 9 5 )

重 油→

ガ ス
重 油→

電気

ガス→

電気

灯 油→

ガ ス

重油→

力
゛
ス・

電 気

灯 油→

電気

電気 →

ガ ス
そ の他 合言|

2 0 0 2～

2 0 0 6 年度

34

32 10/o)

1 6

15 1%)

12

( H 3 % )

1 1

( 1 0 4 % )

10

(94%)

5

( 4 7 % )

9

(85%)

9

(85%)

1 0 6

( 1 0 0 0 9‰

2 0 0 4～

2 0 0 8 年度

79

(282%)

6 2

( 2 2 1 % )

4 5

( 1 6  1 %

ヽ

2 8

( 1 0 0 0 / 6 )

17

(6 10//o)

12

( 4 3 0 / o )

15

( 5 2 % )

3 4

( 1 2 1 % )

2 8 0

( 1 0 0 0°/0

2 0 0 5～

2 0 0 9 年度

74

2 4 3 % )

6 7

(220%)

6 7

(22 0°/0)

3 5

H 5°/ 0ヽ

15

49%)

24

( 7 9 % )

1 3

43%)

2 8

( 9 2 % )

305

10000/o

2 0 0 6～

2 0 1 0 年度

6 8

2 3 7 % )

71

( 2 4 7 % )

6 9

2 4 0 % ヽ

25

( 8 7 % )

12

( 4 2 % )

18

( 6 3 % )

17

59%)

24

( 8 4 % )

2 8 7

1 0 0 0 %

2 0 0 7～

2 0 1 1 年度

6 2

2 1 0 % )

65

( 2 2 0 %ヽ

78

2 6 4 % )

12

4 1 % )

14

47%)

2 0

( 6 8 % )

2 5

( 8 5 % )

34

H 5 % )

2 9 5

1 0 0 0 %

図 3- 2省 エネ活動の実施状況 (その 1  2 0 1 1年 度 )

L二塁空空___里■■実施予定__甲杢琴専__]未定_口二二なし

0°/0       20°/0      40°/0      60°/0      80°/0

|
100°/。

定期的にフィルター清掃

使用時間にあわせて照明点灯

照明器具の清掃、管球の交換

コピー用紙等の使用削減

夜間。EF間期は空調運転を停止

省エネ配慮の空調温湿度管理実施

日中窓側の照明器具を消す

再生紙の使用

出入口に風除室設置

空調運転の時間の早めの停止

節水こまの使用等

施設管理者への省エネ対策の徹底

7駐度調節機能付シャワーの使用

外気取り入れ量の適正化

省エネ自動販売機の導入

高効率照明器具の使月]

笑気ガスの適正使用の推進

省エネ型OA機 器の導入

建物外部の照明・広告の省エネ化

屋上緑化。周辺緑化の推進

コンセントをはずし待機電力削減

窓ガラスの遮熱フィルムを施工

深夜電力の利用

職員に地球温暖化対策の研修、情報提供

エレベーターの閑散時の一部停止

夜間の給湯停止

水の有効再利用

職員に地球温暖化対策活動の参加奨励

従事者のマイカー通勤自粛

建築面から冷暖房負荷を低減

外来者の公共交通機関利用促進

屋上の断熱防水の実施

低公害車への転換

外壁に断熱塗料吹付け

太陽熱利用の促進

太陽光発電の利用

省エネ関連の認証取得

その他

96

794

77

5

75

92

注 : 合 計 は 、 ア ン ケ ー ト実 態 調 査 で 、 エ ネ ル ギ ー 転 換 工 事 を行 な つ た 病 院 か ら、 エ ネ ル ギー

転 換 工 事 の 内 容 に 関 して 未 回 答 の 病 院 を 除 い た もの 。

6 )様々な省 エネルギー活動 と地球温暖 化対策の実施

表 2- 3で 示 した、主要な温暖化対策の実施状況の全体 を示 した ものが次

の図で、実施率 の高い順 に これ を示す とともに、20 1 0年度 の実施率 も併せ

て示 した。 (図 3 2 (そ の 1、2 )参 照)

これ をみ る と、2 0 H年 度 にお ける実施 中の省エネ活動の順位 は、20 1 0

年度 と比較 的同 じ順位 とな つてい る。 この 20 1 1年度 の上位 1 0項 日の実施

率 (実施 中の割合 )を 2 0 1 0年度 と比較す る と 2 0 1 0年度 の平均が 7 7 . 8 %で

あったのに対 し 2 0 H年 度 は 7 8 . 2 %と 0 . 4 %実 施率 平均が増力Πした。 (表 3 -

1 0 )

また 同 様 に 、 L位 2 0項 日の実施 率 を 2 0 1 0年 度 と比較す る と 2 0 1 0年 度

の実施 率 が 6 3 . 2 %で あ った の に対 し、2 0 H年 度 は 6 4 . 6 %と 前年 度 に比ベ

て 1 . 4 %実 施 率 が 増 加 した。 (表 3 1 0 )

そ して 2 0 1 1年 度 にお い て実施 率 の高 い 省 エ ネル ギー活 動 は 、 「定期 的 に

フ ィル ター 清 掃 」 ( 9 6 . 7 % )、 「使 用 時 間 に あわせ て 照 明点 灯 」 ( 9 2 6 % )、

「照 明器 具 の清 掃 、管 球 の交換 」 ( 7 9 . 4 % )「 コ ピー 用紙 等 の使 用 削減 」

( 7 7 . 7 % )、 「夜 間 。中間期 は空調 運 転 を停 I L」( 7 5 . 6 % )、 「省 エネ配 慮 の空

調 温湿 度 管 理 実施 」 ( 7 5 . 0 % )な どが 上位 を 占め て い る。 (図 3 - 2 (そ の 1 )

参 照 )

表 3- 1 0  病 院に おける 2 0‖ 年度 と 2 0 1 0年度の省エネ活動実施率平均の比較

(参考 )

上位 1 0項 目の実施率平 均 上位 20項 目の実施率平均

2 0 1 1年 度 78.2% 64.6%

2 0 1 0年 度 77_8% 63.2%

7

51

64

42

376

34

321

311

283°/0

26

24

24

523

1

4

15 1°/。

20

190%

171

17

16

4 7 %

4 1 %

30%

2 8 0 / 0
2 6

2 7

19%~
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図 3- 2省 エネ活動の実施状況 (その 2  2 0 1 0年 度 )
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|■ 実施 中  回 今 後 実施 予 定  回 未 実施  口 未 定 占享[ふ」]

7 )組織 の有無に関わ らな い省 エネヘの取 り組み 割合の増加

20 H年 度の C 0 2排出量の減少要因 として、組織 の有無に関わ らない省エ

ネヘの取 り組み割 合 の増加 がある。

す なわち、20 H年 度 の 「組織 を設置 して」あ るいは 「組織 の設置 ない

が」、省 エネル ギー に 「取 り組 んでい る」病院の割 合 は 79 . 9 %と 、2 0 0 6年

度 4 2 . 1 %、 2 0 0 7年 度 6 0 . 1 %、 2 0 0 8年度 6 1 . 3 %、 2 0 0 9年度 6 3 . 6 %、 2 0 1 0

年度 7 5 . 2 %よ り大 き く増加 した。そ して、「今後組織 を設 置予定」 も依然

4. 8 %あ り、2 0 1 0年 度 よ り 「取 り組ん でい る」割合 が大 き く増加す る一方、

「取 り組 んでいない」割合 が減少 した。 (表 3 - H参 照)

表 3 - l l省エネルギー推進体制の取 り組み状況 (2 0 1 1年度 、N = 1 , 3 1 8 )

注 : 合 計 は 、 ア ン ケ ー ト実 態 調 査 全 回 収 数

8 )エ ネルギー使用状況届出書提出病院数の増加

また、20 H年 度 の C 0 2排出量の減少要因 として、「エネル ギー使用状況

届 出提出病院数 の増加 」 も影響 してい る と考え られ る。

す なわ ちア ンケー ト実態調査全回収数 1, 3 1 8病 院 ( 1 0 0 . 0 % )のうち、

2 0 H年 度の第一種及び第 二種エネル ギー使用状 況届出書提 出病院 は 30 3病

院 ( 2 3 . 0 % )と、2 0 0 6年度 1 3 3病院 ( 1 3 . 7 % )、2 0 0 7年度 1 9 6病院 ( 1 6 . 1 % )、

2 0 0 8年度 2 1 4病 院 ( 1 4 . 2 % )、2 0 0 9年度 2 4 9病院 ( 1 7 9 % )、 2 0 1 0年度 2 9 6

病院 ( 2 2 . 3 % )よ り、大 き く増力Πしてい る。 (表 3 - 1 2参照)

第一種及び第 二種 エネル ギー使用状況届出書 を提 出 してい る病院 は、比

較的規模 が大 き く(関連施設 も含 め)、法律 によるエ ネル ギー使用状況 の規

制 によって、エネル ギー使 用量の削減努力が求 め られてい るこ とか ら、 こ

れ らにお ける C0 2削減量が全体 の削減 に影響 した もの と考 え られ る。

定期的にフィルター清掃

使用時間にあわせて照明点灯

コピー用紙等の使用削減

照明器具の清掃、管球の交換

夜間。中間期は空調運転を停止

再生紙の使用

省エネ配慮の空調温湿度管理実施

日中窓側の照明器具を消す

出入口に風除室設置

空調運転の時間の早めの停止

節水こまの使用等

温度調節機能付シャワーの使用

施設管理者への省エネ対策の徹底

外気取り入れ量の適正化

省エネ自動販売機の導入

笑気ガスの適正使用の推進

省エネ型OA機 器の導入

建物外部の照明。広告の省エネ化

高効率照明器具の使用

屋上緑化・周辺緑化の推進

コンセントをはずし待機電力削減

深夜電力の利用

夜間の給湯停止

窓ガラスの遮熱フィルムを施工

エレベーターの閑散時の一部停止

職員に地球温暖化対策の研修、情報提供

水の有効再利用

従事者のマイカー通勤自粛

建築面から冷暖房負荷を低減

職員に地球温暖化対策活動の参加奨励

屋上の断熱防水の実施

外来者の公共交通機関利用促進

低公害車への転換

外壁に断熱塗料吹付け

太陽熱利用の促進

太陽光発電の利用

省エネ関連の認証取得

907%

6

7

8

9

10

1 1

785%

61

73

73

30%

312%

299°/●

280%

277%

267%

242%

230%

5

447%

383%

367%

349%

3480/0

102%

4 1 %

3 7 %

2 8 %

2 3 %

1 8 4 %

1 8 1 %

1 7

161

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

組織 を設

置 して取

り組 ん で

い る

組織 を設

置 ない が

取 り組 ん

で い る

今 後組織

を設 置 し

取 り組 む

予 定

今後 とも

組織 を設

置 して取

り組 む予

定 な し

取 り組ん

でいない
未 回 答 合 計

20064暮 』更
1 2 2

(125%)

2 8 8

( 2 9 6°/0)

8 3

( 8 5 % )

4 6 8

( 4 8 1 % )

12

( 1 2 % )

973

(1000%)

2 0 0 7年度
1 9 0

(155%)

545

(446°/0)

138

( H 3 % )

41

( 3 4 % )

2 9 5

( 2 4 1 % )

1 4

(11%)

1 , 2 2 3

( 1 0 0 0 % )

2 0 0 8年度
25 3

( 1 6 7 % )

6 7 5

( 4 4 6 % )

159

( 1 0 5 % )

5 1

( 3 4 % )

3 7 2

( 2 4 6 % )

3

( 0 2 % )

1,513

( 1 0 0 0 % )

2 0 0 9年度
26 5

( 1 9 0 % )

623

(446°/0)

156

( H 2 % )

51

( 3 7 % )

286

(205%)

16

(11%)

1 , 3 9 7

( 1 0 0 0 % )

2 0 1 0年度
3 0 4

( 2 2 9 % )

694

(523%)

104

( 7 8 % )

34

( 2 6 % )

1 8 8

( 1 4 2 % )

4

( 0 3 % )

1,328

(1000%)

2 0 H年 度
3 6 9

( 2 8 0 % )

684

( 5 1 9 % )

63

( 4 8 % )

43

( 3 3 % )

150

( H 4 % )

9

( 0 7 % )

1,318

( 1 0 0 0 % )

15

1-31 1-32



表 3- 1 2エ ネルギー使用状況届 出書提 出状況 (2 0‖年度 、N = 1 , 3 1 8 )

エネル ギー使用状況届出書提 出
合 計

ア ンケー トに

回答 した合 計第 一種 第 二種

200`年 度
67

( 6 9 % )

6 6

( 6 8 % )

1 3 3

1 3 7 % )

973

(1000%)

2007年 度
74

( 6 1 % )

1 2 2

( 1 0 0 % ヽ

196

( 1 6 0 % )

1 , 2 2 3

( 1 0 0 0 %ヽ

2 0 0 8年 度
8 7

( 5 8 % )

1 2 7

( 8 4 %〕

214

( 1 4 2 % )

1 , 5 1 3

( 1 0 0 0 % )

2 0 0 9年 度
9 3

( 6 7 % )

1 5 6

H 2 % )

2 4 9

(178%)

1 , 3 9 7

( 1 0 0 0 %ヽ

2010年 度
1 0 3

( 7 8 % )

193

1 4 5 % )

2 9 6

(223%)

1 , 3 2 8

( 1 0 0 0 % )

2 0 H年 度
1 0 3

( 7 8 %ヽ

200

( 1 5 _ 2 % ヽ

303

( 2 3 0 % )

1,318

( 1 0 0 0 % )

注 l :「アンケー トに回答 した合計Jは 、アンケー ト実態調査全回収数で、未提出件数 ・不明

件数を含む。

注 2 1 2 0 H 年 度の 「エネルギー使用状況届出書提 出」の合計 3 0 3病院には、エネルギーデー

タが未記入、データが異常値だった病院 を含む。

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

② 増加要因

1)活 動指標の増加や医療提供体制 にかか る増加要因

まず 、C02排 出量全体 が増加 した要 因 と して病 院延床 面積 の増加 が挙 げ ら

れ る。病 院 の活動指標 で あ る延床 面積 の増加 は、2010年 度 に対 して 2.7%g

増加 した。 (表 1-1)

また、重 油 ・灯油か ら電 力 ・ガスヘ のエ ネル ギー転換 工事 の頭 打 ち (転換

工事の内容 と比率)も、増加要因の一つ として挙 げ られ る。 (表 3-9参 照)

さらに、高度 な医療機器 ・検査機器 の導入 、情報 システ ム機 器 の導入 、救

急医療機能 の導入、患者 サー ビスの向 上 (コ ン ビニ設置等 )と いつた医療提

供体制 に関す る要因 とともに、職員 のための福利厚 生施設 の整備 とい った こ

とも増加要 因 と考 え られ る。 (表 3-13参 照 )

表 3 - 1 3医療提供体制にかかる増加要因 (2 0 1 1年度、N= 9 8 1、複数回答)
一般 病 院 特 定 機 能

病 院

精 神 科

病 院

合 計 2008

年度

(参考 )

2009

年 度

(参考 )

2010

年度

(参考)

外 来患 者 数 の変 化 136

(175%)

5

357%)

30

( 1 6 0 % )

171

( 1 7 4 % )

1 5 3

( 3 4 5 % )

247

(20 1%)

2 2 7

( 1 8 2 % )
入 院 患 者 数 の変 化 2 1 4

(275%)

3

( 2 1 4 % )

3 1

( 1 6 5 % )

2 4 8

253%ヽ

209

(472°/Oヽ

372

( 3 0 3 % )

339

(272%)
4 ～ 6 人 の 病 室 を

少 人数 室 ・個 室 に 変

更

17

(22%)

1

( 7 1 % )

1 1

( 5 9 % )

2 9

( 3 0 % )

2 3

(52%)

41

( 3 3 % )

2 7

( 2 2 % )

高 度 な 医 療 機 器 ・検

査 機 器 の 導 入

1 5 5

( 1 9 9 % ヽ

5

( 3 5 7 % )

7

( 3 7 % )

1 6 7

( 1 7 0 % )

7 7

1 7 4 % )

1 6 4

1 3 4 % )

1 6 0

1 2 8 % )
情報システム機器の

導入

1 4 7

(189%)

3

( 2 1 4 % )

2 4

( 1 2 8 % )

1 7 4

( 1 7 7 0 / O ヽ

11 8

( 2 6 6 % )

201

( 1 6 4 % )

1 5 4

1 2 4 % )
診 療 科 日の 変 更 23

( 3 0 % )

1

( 7 1 % )

1

( 0 5 % )

2 5

( 2 5 % )

22

5 0 % )

2 5

( 2 0 % )

26

2 1 % ゝ

救 急 医 療 機 能 の 導 入 2 5

32%)

1

( 7 1 % )

5

( 2 7 % )

3 1

( 3 2 % )

3

( 0 7 % )

2 0

( 1 ` % )

18

( 1 4 % )
患 者 サ ー ビス の 向 上

( コン ビニ 設 置 等 )

49

r 6 3 %ヽ

3

( 2 1 4 % )

13

( 6 9 % )

65

(66%)

44

( 9 . 9 % )

7 6

( 6 2 % )

6 2

( 5 0 % )
職 員 の た め の福 利 厚

生 施 設 の 整 備

16

(21%)

1

7 1 % )

1 0

( 5 3 % )

2 7

28%ヽ

1 `

( 3 6 % )

19

15%)

1 4

(11%)
気象の変化 497

( 6 3 8 % )

7

(500%)

118

(628%)

622

(634°/0)

3 4

( 7 7 % )

9 1 1

( 7 4 3 % )

870

(698°/0)
石 油価 格 の 大 幅 変 動 362

(465%)

4

(286%)

1 0 9

( 5 8 0 % )

475

(484%)

434

(354%ヽ

464

( 3 7 2 % )
東 日本 大 震 災 82

(105%)

1

( 7 1 % )

24

1 2 8 % )

1 0 7

( 1 0 9 % )

3 7 3

( 2 9 9 % )
省 エ ネ 意 識 ・行 動 の

変 化

2

( 0 3 % )

0

( 0 0 % )

0

( 0 0 % )

2

( 0 2 % )
その他 52

( 6 7 % )

4

( 2 8 6°/ 0ヽ

17

( 9 _ 0 % )

73

(74%)

7 6

1 7 2 % )

1 2 7

1 0 4 % )

1 0 8

( 8 7 % )
合  計 7 7 9

( 1 0 0 0 % )

1 4

( 1 0 0 0 % )

1 8 8

( 1 0 0 0 % )

9 8 1

( 1 0 0 0 % )

443

(1000%)

1,226

1000%ヽ

1,246

(1000°/o)
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( 2 )病 院規模別のエネルギー消費原単位 及び C0 2排 出原単位 の動向

2 0 H年 度 のC 0 2排 出原 単位 は 1 0 6 . 3  k g―C 0 2 / m 2とな り、前年 度 ( 2 0 1 0年度 )

の H 3 . 3  k g―C 0 2 / m 2に対 し6 . 2 %減 少 した。 (表1 - 1参照)
一方、C 0 2排出原 単位 に大 きな影 響 を与 えるエネル ギー消費原 単位 も、

20 H年 度 は2 , 2 3 3 M」/ m 2とな り、前年度 の2 , 3 8 0 M J / m 2に対 し、6 . 2 %減 少 した。

(表1 - 1参照)

これ を病院規模 別 でみ る と、2 0 H年 度 の病院規模 別 のC 0 2排出原 単位 は、

2 0 1 0年度 に比べす べての規模 階層 の病院 で減少 した。特 に4, 0 0 0ポ未満 の規

模 階層の病院 と3 0 , 0 0 0～4 0 , 0 0 0ポ未満 、5 0 , 0 0 0ポ以 上の病院 にお けるC 0 2排

出原 H t位減少 が著 しい。 (図3 - 5参照 )

こ うした傾 向は、エネル ギー消費原 単位 でみて も同様 で、各規模 階層 の

病院 が対 前年度比 でおおむね減少 してい る。 (図3 - 3参照)

図3 - 3病 院規模 別 (延べ床面積規模別 )エ ネルギー消費原単位の推移

これ ら病 院規模 別 のC0 2排出原 1 1位のパ ター ンをみ る と、 4千 ポ未満 の病

院 が最 も低 い値92 . 2  k g―C 0 2 / m 2、続いて4千ポ～6千 r未 満の病院が9 8 . O  k g―

C 0 2 / m 2、以後順 次規模 が拡大す る とともにC0 2排 出原 1 1位は増力Πしてい く。

病院規模 が2万 ポ以上になる と、C 0 2排出原単位 は急激 に増力Πしてゆき、5万

ぽ以 Lで は 1 3 3 . 3  k g―C 0 2 / m 2に達す る。 4千ぽ未満 の階層 のC 0 2排出原 単位 の

低減化によ り前年度 までのU字 型のパ ター ンを示す特徴 はほぼ消 えてい る。

(図3 5参 照 )
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表3- 1 4 大規模病院 ( 5 0 , 0 0 0ぶ以上)の エネルギー消費原単位11

:1躍3掘鍵語itt」露]
bわIⅢ≡垂圭憂憂モVll

i 2 0 0 9年度 平均 2 3 1 3 M J /耐

アンケー ト回答Ja l院数
エネル ギー消費原 単位

(M J /ボ)
2 0 0 8

年度

20 0 9

年度

2010

年度

2011

年度

2008

年 度

20 0 9

年度

2 0 1 0

年度

2011

年度

5 0 . 0 0 0  -  5 9 . 0 0 0  m 2,719 2,905 2、885

60.000-69000耐 9 2,981 3 3.348 2、743

7 0 . 0 0 0 -  7 9 . 0 0 0  m 5 5 2,728 2_703 2,940 2,709

80,000-89,000 耐 7 9 5 3_519 3,257 3 3、052

9 0 . 0 0 0 -  9 9  0 0 0  m 1 3 3 2,636 2.981 3,046 3,755

100,000ポ 以 上 7 8 2,780 2,679 2.776 2

平  均 2,891 3,065 2,854

3675



図3- 5病 院規模別 (延べ床面積規模 別 ) のC 0 2排出原単位の推移 l
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( 3 )病 床規 模 別 エ ネル ギー 消 費量 及 び C 0 2排 出量 の動 向

前記 の病 院 規模 別 エ ネル ギー消 費原 〕1 1位及 びC Oっ排 出原 哺i位 に 、各 々の 延

べ床 面積 を乗 じた もの が 、病 床 規模 別 の エ ネ ル ギー 消 費 量及 びC 0 2排 出 量 で 、

そ の2 0 0 6年度 か ら2 0 H年 度 の6年 間 の値 を次 に示 した。 (図3 6 , 7参 照 )

各年 度 とも、エ ネル ギー 消 費 量 とC 0 2排 出 量 の病 床 規 l■_別傾 向 は同様 で 、

「5 0 0床以 上 」 の病 院 が 最 も大 きな値 を示 して い る。 そ の2 0 H年 度 の値 は 、

エ ネ ル ギー 消 費 量 が 3 2 , 9 6 2千G J、C 0 2排 | | 1量が 1 , 5 5 5千t―C 0 2と な っ て い る。

そ して 、2 0～4 9 9床まで の間 の分 布 は 、 「2 0 0～2 9 9床」 を ピー ク と して、

小 さな規模 の 「2 0～4 9床」へ 、 また大 きな規模 の 「4 0 0～4 9 9床」へ 向 か っ て

値 が減 ず る 、い わ ば 山型 の分布 を示 して い る。 しか し、「5 0 0床以 J l」の病 院

は、「2 0 0～2 9 9床」 を大 き く上回 るエ ネル ギー 消 費 量 、C 0 2排 出 量 とな って

い るが 、2 0 H年 度 は2 0 1 0年度 に比 べ か な り減 少 した。 (図3 6 , 7参 照 )

また 、2 0 H年 度 の対 前年 度 比 のエ ネル ギー 消費 量 とC 0 2排 出量 をみ る と、

1 0 0床未 満 の病 床 規模 病 院 のエ ネル ギー 消 費 量 が 、若 干 増加 して い るのに対

し、 1 0 0床以 Lの 病 院 は エ ネル ギー 消費 量 とC 0 2排 出 量 が何 れ も減 少 して い

る こ とが分 か る。 (図3 6 , 7参 照 )

図 3- 6  病 床規模別エネルギー消費量 (千 G J )

エネルギー消費 量 (千G J )
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5 0 0床以上
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図 3- 7  病 床規模別 C 0 2排出量 (千 t―C 0 2 ) 図 3 - 8  2 0 1 1年 度病院規模 別にみたエネルギー 消費量 O C 0 2排出量の構成比
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こ うした病床規模 別 のエネル ギー消費 量及びC0 2排は1量の構成 比を、病床

規模 別 の病院数や延べ床 面積 の構成比 と比較 した ものが次 の図である。 (図

3 - 8 )

2 0 H年 度 の5 0 0床以上の病 院は、病院数 で3 . 5 %に 止ま ってい る一方、エ

ネル ギー消費量及 びC0 2排出量において は、各々2 0。7 %、 2 0 . 6 %と 、全体の

約 1 / 5も占めてい る。

このため、 この規模 の病 院 の地球温暖 化対策にお ける責務 は大 きい もの

と考 え られ る。

また、その病院規模 を「30 0床以 L」(合計 )まで広げた場合、病 院数では

1 4 . 0 %に 留 まるものの、エネル ギー消費量及びC0 2排出量にお いては、各々

4 5 . 6 %、 4 5 . 4 %と 、全体 の約 半分弱 も 占めている。 この よ うな20 H年 度 の害1

合は、2 0 1 0年度 の値 よ りもわずかでは あるが増加 してい る。
一方、 「99床未満」(合計)の病院 は、病院数 で3 9 . 2 %と 約4割を 占めて い る

が、そのエネル ギー消費量及 びC0 2排出量の割合は、各 々 ともに1 2 . 2 %、

1 2 1 %と 約 1害1強に止ま ってい る。 さらに、2 0 1 1年度 の割合は、2 0 1 0年度の

値 よ りも減少 してい る。
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1     4

2

目標達成に係 る自己評価

( 1 )日 標達成の可能性

2 0 H年 度 のC 0 2排出原 単位 1 0 6 . 3  k g―C 0 2 / m 2は、対前年度 ( 2 0 1 0年度 )比 で

6 . 2 %減 とな り、昨年 の増加傾 向か ら反転 して減少 した。 し か も、 このC 0 2

排 出原 単位 は2 0 1 2年度 までの 目標値 を この時点で超 えている。

その減少要 因は、気象 の変化、省 エネ活動 の進展 、重油 。灯油か らの電

気 ・ガスヘ のエネル ギー転換 、電 力使 用制 限な どにみ られ る節電意識 の浸透

な どに よ り、病院 にお ける重油や 灯油 のみ な らず電力、ガスの消費 量削減 が

進 んだ影響 を大 き く受 けたため と考 え られ る。

今後、原子 力発電所 の稼働停止 に よ り、長期 てきにLN Gや石炭火 力の稼働

に よってエネル ギー消費原 単位 が増加 す ることがあった として も、 あ と1年

の 目標年度 まで急速 に化石 エネル ギー が増加す るこ とは考 え られ ない。 この

ため、 自主行動計画で掲 げた 日標 は達成 され る可能性 が高い と考え られ る。

(2 )現 時点で 2 0 1 2年 度 目標値 を見込む根拠

目標年度 の2 0 1 2年度 の フォ ロー ア ップ まであ と1年しかない ことか ら、

2 0 1 2年度の 目標値 は従来か らの値 を想 定す るもの とす る。

5.医 療用亜酸化窒素の排出削減対策 (C02以 外の排出削減対策)

病院か ら排 出 され る温室効果ガスの 1つとして、医療 用亜酸化窒素 (一酸化

二窒素、笑気ガス ( N 2 0 ) )がある。

亜酸化窒素 は、米国で全身麻酔 が開始 された頃か ら現在 まで約 15 0年間 に

わた って、全身麻酔 の中心的な役割 を担 ってきた。 しか し、亜酸化窒素 の地

球温暖化 に及 ぼす悪影響が指摘 されて以来、徐 々に使用量が減少 してきた。

特 に近年の生産量 (イコール使用量 と考 える)は 急激 に減少 してお り、全

病院 でみ る と、20 0 0年に 1 , 0 8 1 . 7 t ( 1 0 0 . 0 )であつた ものが 、最新 の統計で あ る

20 1 0年には2 9 8 . l t ( 2 7 . 6 )と、 この1 0年間で約 1 / 4強になつた。 (表5 - 1参照 )

そ して、直近の4年間の推移 で も、2 0 1 0年の生産 量2 9 8 . l tは、基準年2 0 0 6

年の7 9 8 . 7 t ( 1 0 0 . 0 )に 比べ て6 2 , 7 %も 減少 し、 この4年間で約 1 / 3強となつ

た。

表5 - 1  全 病院 における医療用亜酸化窒素 (笑気 ガス ( N 2 0 ) )の生産量の推移
( 単位 : t )

2000年 2001 年 2002年 2003年 2004年 2005年

医療 用

亜酸化 窒

素生 産 量

1,08170 1.10840 1,07760 1,03400 9598 8594

(100) (102.5) (996) (956) (887) (79_4)

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

医療 用

亜酸 化 窒

素 生産 量

7987 513 1 4095 32`9 298 1

(738) (474) (37_9) (302) (276)

<100> く642> <51 3> く409> く373>

(注 1)中 段 は 2000年 を 100と す る対 2000年 比 。

( 注 2 ) 下段 は基 準 年 の 2 0 0 6 年 を 1 0 0 と す る対 2 0 0 6 年 比 。

資 料 : 「薬 事 工 業 生 産 動 態 統 計 年 報 」 厚 生 労 働 省 編 集

本 フォ ローア ップにお ける私 立病院 の 20 1 0年 度 の笑気 ガスの排出量 は、
「N 2 0病 床 当 り排 出原 単位 」 と して ア ン ケー ト調 査結 果 か ら求 め られ た

0. 1 9 1 9  k g /床を用いて推計 した。 その結果 、私 立病 院にお ける 20 1 1年 度笑

気ガス排 出量は 2 8 1 . 4 tとなった。 (表 5 - 2参 照)

対前年度の増減比率 は 2 0 0 9年 度が 2 . 3 %の 減少 、2 0 1 0年 度は 3 9 , 4 %の

大きな減少 であったが、2 0 H年 度 は 1 8 . 4 %増 とな つた。

これ を C 0 2に換算 す る と (表 5 - 2の 注 2 :地 球温暖 化係 数 を利 用)、

2 0 1 1年 度 の私立病院 か ら排 出 され る笑 気ガスは 8. 7 2万 t―C 0 2に相 当 し、
2 0 1 1年度 は 2 0 1 0年度か ら 1 . 3 5万 t―C 0 2 1ヽ 8 . 3 %増加 した。 (表 5 - 2参 照)

なお現在、 これ ら C 0 2換算量は表 1 - 1等 の C 0 2排出原 単位等の実績 に含

めてはいない。

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

1-41 1-42



3
4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

表5- 2  医 療用亜酸化窒素 (笑気 ガス ( N 2 0 ) )の1病床当 り排出原単位 と

C 0 2換 算排出量

注 1 : 2 0 0 8 年 度 ～ 2 0 H 年 度 の 笑 気 ガ ス ( N 2 0 ) の 病 床 当 り排 出 原 単 位 は 、 ア ン ケ ー ト調 査 よ り

N c O の総 量 を ア ン ケ ー ト回 答 病 院 の 全 病 床 数 で 害1 つ て 求 め た 。 又 、 全 病 院 の N 2 0 排出 量 は

こ の原 単 位 と病 床 数 に よ り求 め た もの で あ る。

注 2 : 地 球 温 暖 化 係 数 : 温 室 効 果 ガ ス は 、 種 類 が 異 な れ ば 同 じ量 で あ つ て も温 室 効 果 の 影 響 度

が 異 な る た め 、 そ の 持 続 時 間 も 加 味 し た 地 球 温 暖 化 係 数 ( G W P : G 1 0 b a l  W a r m i n g

P o t e n t i a l ) を 定 め 、 C 0 2 に換 算 で き る よ うに ル ー ル 化 して あ る。 笑 気 ガ ス ( N 2 °) も こ の

係 数 を使 つ て C 0 2 に換 算 で き 、 2 0 1 0 年度 の 病 院 の 換 算 は 下 記 の よ うに な る。

C °2 量
= N 2 °量 ×N 2 0 ( G W P ) / C 0 2 ( G W P )

872万 t― CO.=281 4(t)× 310(GWP)/1(GWP)

最 近の麻酔 の傾 向 として、超短時 間作用性 の静脈麻酔薬 (プロポ フォー

ル )や 麻薬 (レミフェンタニル)の 使 用 に よ り、亜酸化窒素がな くて も全身

麻酔 の コン トロ‐ル が容易 になって きた。 特に、他 の吸入麻酔薬 も使用せず 、

静脈 麻酔薬 だけで麻酔 を行 う全静脈麻 酔が広 く用 い られ るよ うになった結果 、

亜酸化窒素 も使 用 され な くなつて きた。

また、亜酸化窒素 を使 った麻酔 で は、術後嘔気や嘔吐 を起 こす患者 が多

か ったが、そ うい った術後 の患者 のQO Lを考 え、亜酸化窒素の使用 を控 える

麻酔 科医が増 えて きてい ることも、亜酸化窒素の使用量が減 ってきてい る理

由 と思われ る。

今 後 こ うい つた傾 向 を さらに持続 し、麻酔 関連 、 とくに全身麻酔 にお け

る亜酸化窒素消費量 を減少 させ るこ とが求 め られ る。

6.地 球 温 暖 化 対 策 の 実 施 状 況

以 下では、 これ までの経緯 と、本協議会構成 団体 の20 H年 度 にお ける地球

温暖化対策へ の取組 の実施 状況 を整理 した。

(1 ) C 0 2削 減のための取組み 等

① 「病院 にお ける地球温暖化対策推進協議会」

の継続 的な開催 による地球 温暖化対策の推進

1)これまでの経緯と設立 の 目的

2 0 0 5年 (平成 1 7年 ) 4月 に閣議決 定 され た京都議 定書 目標達成計画 に

お い て、業種 ご とに地球温暖化防止 の ための 目標 を設 定 した 自主行動計

画の策 定 と、その着実 な実施 が求め られ た。

このため、20 0 7年 度 (平成 1 9年 度 )日 本 医師会 にお いて 「私立病 院

にお け る地球温暖化対策 自主行動計画策 定プ ロジェク ト委員会」 を設 け、

私 立病院 を中心 とす る 「病 院 におけ る地 球温暖化対策 自主行動計画」 を

策定 した。 そ して 20 0 8年 (平成 2 0年 ) 8月 には、 この 自主行動計画 が

日本 医師会及 び 四病 院 団体等 (日本 病 院会 ・全 日本病 院 協会 。日本精神

科病 院 協会 。日本 医療 法 人協会及 び東京都 医師会 )に よって、 自 らの計

画 として正式 に機 関決定 され た。

更 に、 この 自主行動 計画 は、毎年 度 そ の達成 状況 を フォ ロー ア ップす

ることが求 め られ てい るこ とか ら、20 0 8年 度 (平成 2 0年 度 )日 本医師

会 に 「病院 ・介護保 険施 設 における地球温暖化対策 プ ロジェク ト委員 会」

を設 け、 この委員会 で病院 における 自主行動計画 の フォ ロー ア ップのた

めの分析 ・検討 を行 った。

この よ うに 、 これ までは 日本 医師 会 に 四病 院 団体等 と学識者等第 二者

も含 め たプ ロジェ ク ト委 員 会 を設 け、地 球温暖 化 対 策 の計 画 づ く りや

フォ ロー ア ップのための分析 ・検討 を行 って きた。 しか し、今後は各病

院及 び各団体 が 自主的 に、 よ リー層 具体的 な地球温暖 化対策 を推進す る

こ とが重要 で ある。 そのためには、各団体 の地球温暖 化対策 を担 当す る

理 事等 か らな る連絡推進組織 を設立 し、各団体 にお け る 自主的 な温暖 化

対策 を推進 す ることが必要 となった。

そ こで、20 0 9年 度 (平成 2 1年 度 )か らは これ までのプ ロジェク ト委

員会 に代 わ り、「病院 にお け る地球温暖化対策推進 協議 会 」 (以下、協議

会 ともい う)を 新 たに設 立 し、 日本 医師 会や 四病 院団体間等 で情報 の共

有や連絡等 を図 る とともに、各団体が具 体的 な地球温暖化対策 をよ リー

層促進す る こととし、20 H年 度 (平成 2 3年 度 )も 引 き続 き協議会 を開

催 した。
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2006生「』電

(基準年)
2007年 度 2008年度 2009年度 2010年度 20H年 度

全病院
立
院

私
病

全病院
立
院

私
病

全病院
立
院

私
病

全病院
立
院

私
病

全病院
立
院

私
病 全病院

立
院

私
病

病院数 8,943 7,604 8,862 7,550 8,794 7,497 8,739 7,461 8,670 7,408 8,605 7.363

病床数

(万床)
1627 1256 162 1259 1609 1245 1593 1239 1234

延床面積
(千ポ)

64,271 63,07, 64,941 66,512 68,335

N20ヲ 丙Иて当

り
排出原単位

r[σノFlぎヽ

0491 0491 03167 0317 0_3225 0323 02451 0245 01919 0192 02280 02280

N 2 0 夕「出 量
7987 6169 5131 3988 4016 4752 3925 3058 2377 3610 2814

じQ傑 昇

排出量
r万 十_r∩ つヽ

2476 1236 16_09 12_45 1473 737

じ02優 昇

排 出原 単位
rL口_rnっ ノm2、

2976 1874 1108 1276
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2 )構 成団体と協議会議長 ・顧 間

( i )構成団体

協議 会 を構成す る団体は、次 の団体である。

<構 成団体>

① 日 本医師会

② 日 本病院会

③ 全 日本病院協会

④ 日 本精神科病院協会

⑤ 日 本医療法人協会

⑥ 東 京都医師会

( l i )協議会の議長及び顧 問

協議 会 の議長 と して、全 日本病院 協会 の加納繁 照常任理 事 が就任す

る とともに、地球温暖化 対策 の専門家 として、筑波大学大学院 の内山

洋 司教授 が本 協議 会の 「協議 会顧 間」に就任 した。

3)協 議内容

協議会にお いて協議す る内容 は、次 の よ うな項 目とした。

<協議内容>

① 地 球温暖化対策自主行動計画のフォローアップ内容の検討について

② 各 団体における地球温暖化対策自主行動計画の実施方針について

③ 各 団体における地球温暖化対策自主行動計画の実施状況について

④ 各 団体共同による地球温暖化対策について

⑤ 国 からの各種要請への対応について

⑥ そ の他

② C0 2排 出削減のためのフォローアップ調査の実施

協議会において、20 0 8年8月に策定 された自主行動計画の推進状況につ

いて、 日本医師会が行つたアンケー ト実態調査報告等により、進捗状況
のフォローア ップ等の検討を行つた。

③協議会参加団体における地球温暖化対策への取組み

1)日 本医師会における取組み

①  「 20 1 1年病院にお ける地球温暖化対策 自主行動計 画フォ ロー

ア ップ報告」を 日本医師会にお ける記者会見で公表 し、計画停電

を踏まえた各病院における節電対策 として活用。

②  民 主党 電 力需給 問題 対 策 PTに お ける ヒア リン グを受 け、
「20 1 0年病院における地球温暖化対策 自主行動計画フォローア ッ
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プ報 告」及 び 、 「東 日本 大震 災 に伴 う計画停 電 ・電 力需 給 対 策 に

お け る病 院 。診療所 へ の影 響 と対応 に関す る研 究」 の一 部 を資 料

として提 出 し、医療機関にお ける電力の使用状況 について説 明。

これ に よって、平 日 8時 ～ 夕方 1 8時 頃 ま でほぼ平均 して高 い

需要 が あ り、計 画停 電 時 の ピー クカ ッ トに対応 が困難 な状況 を説

明 し、理解 を得 た。

そ の結果 、平成 23年 夏 の電 力使 用制 限令 におい て も、 医療 機

関は、制 限が緩 和 され 、 平成 22年 並 み の電 力使 用 が可能 とな っ

た。 (2 0 1 1年4月2 1日)

③  2 0 1 2年 病院 にお け る地 球温 暖 化対 策 自主行 動計 画 フォ ロー ア ッ

プのための調査 を、発送、回収 、分析。 (2 0 1 2年1 0月～2 0 1 3年1月)

④  2 0 1 2年 病 院 にお け る地 球温暖化対策 自主行 動計画 フォ ロー ア ッ

プ報告 について、記者会見 において公表予定。 (2 0 1 3年3月)

⑤  2 0 1 3年 フォ ロー ア ップ ( 2 0 1 2年度 実績 フォ ロー ア ップ)につ い て

も、京都議 定書 の 目標 。期 間 を踏 ま えて、 日本 医師 会 と して地 球

温暖化対策 を推進 してい く予定。

⑥  前 年度 に引 き続 き、医師 ・看護 師 ・施 設管理者等 医療 従 事者 を

対 象 と した 、 日本 医師 会 の 「医療 安 全推 進 者 養 成 講 座 」 の カ リ

キュラム 「医療施設整備 管理 論 」 のテ キス トの 中で 、 自主行 動 計

画 フォ ロー ア ップ の結果 や 改 正省 エネ法等 「地球温暖 化 対策 」 を

取 り上げた。 これ に よ り、受 講 者 に地 球温暖 化対策 を啓発 し、各

医療機 関にお ける推進体制 の核づ くりを図つた。

20 1 3年度 にお いて も引 き続 き、 日本 医師 会 と して 「医療 安 全推

進者養成講座」を積極的 に推進 してい く予定。

⑦  「 東 日本大震 災 に伴 う計 画停 電 。電 力需 給対策 にお け る病 院 ・

診療所 へ の影 響 と対応 に 関す る研 究」 (鮫島信仁研 究員 )にお い て 、
「2 0 H年 震 災直後 の計 画停 電 及 び夏 の電力需給 対策 に関す るア ン

ケー ト実態調 査 」及 び、 「20 H年 夏 の電力需給 対策等 の影 響 と冬

の節電に関す るアンケー ト実態調査」 を実施。

前者 の調査 では、 「夏季 予 定 して い る室 内 (病室)の設 定温度 」
「(病室 にお け る)上限温度 の 可能性 につ いて」 「デ マ ン ドコン ト

ロール の導入状況」等 を把 握。

また後者 の調 査 では、 「20 H年 夏 の節電 行動計 画 の実施 状 況 に

つ いて」 「空調 の設 定温 度 につ い て」 「電 力需給状 況 が病 院 に与

えた影 響 につ いて」 「20 1 1年冬 の節電 行動 計 画 の実施 予 定率 につ

いて」 「20 1 2年夏季 の電 力需給 状況 の評価 」 「20 1 2年の夏 の節 電

対応 につ いて」 「電 力管 内別 20 1 0年と2 0 H年 の空調 の平均 温度 設

定の比較 」 「地域 別 の電 力需 給 状況 が病院 に与 えた影響 につ い て」
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「地域 別 の20 1 2年の夏 季 の電 力 需給 状 況 につ い ての評 価 」及 び 、
「地域別20 1 2年の夏の節電対応 について」等 を把握。

なお 、前 者 の病 院 にお け る回収率 は64 . 1 %、 後者 は6 5 , 0 %と 非

常 に高 く、地 球温暖化 対策 にお いて も、 よ り病 院経 営 か ら身 近 に

感 じられ るア プ ローチ の仕方 を行 うこ とが求 め られ て い る と思 わ

れ るもので あ る。

③  2 0 1 2年 度 の夏 も、原 子 力発 電所 の再稼 働 を巡 る環境 は厳 しく、

電力需給が全 国的に逼 迫。

この た め、病 院等 各 医療機 関 にお い て も 自主的 な電 力容 量 (k w )

の抑制策 を講 じることが一層重要 とな る。

しか し、 自主 的 な電 力容 量 の抑制 を図 るに は、現状 にお い て病

院 の各部 門別 の電 力容 量の実態 とコントロール方法 が正確 に把握 され て

お らず 、そ の実態 をケ ー スス タデ ィに よ り把握 す る こ とが必 要 で

ある。

そ こで、病 院 の各部 門別 の電 力容 量 (k w )の 実態 を把 握す るた

め、意 匠 。電 気設備 ・機械 設備 ・衛 生設 備等 建築 の専 門家 が 、竣

工図 面 か ら各 部 門の面積 や 電力 容量 を拾 い上 げ る とともに 、病 室

や 手術 室 。事務 室等 で使 用 して い る医療機 器 や 事務機 器 等 の電 力

容 量 を現地調 査 によ り集計す る作業 が必要 で ある。 また、そ のコント

ロール方法 の実態把握 も必要 である。

この た め 、建 物 が独 立型 の比 較的新 しい病 院 で、竣 工図が整 理

され ていて、デー タ収集 等 に協力 して も らえ る30 0床規模 の二つ の

病 院 を取 り上 げ、 これ をケー ス ス タデ ィ病 院 と して、各部 門別 の

電 力容 量 の実 態 を把握 し、 自主 的 な電 力容 量削減 のた めの基礎 資

料の収集作業 を行 つてい る。

2)日 本病院会 にお ける取組み

①  2 0 0 7年 度 に 日本医師 会が設置 した 「私 立病 院 にお ける地球温暖化

対策 自主行動計画策定 プ ロジェク ト委員会」 には、設置 目的 に賛同

し、 当初か ら地球温暖 化 自主行動計画 の策定に向 け参画 して きた。

②  2 0 0 8年 8月 に は 、 日本 医師 会 、 四病 院 団 体 協議 会等 を構成 と し

て 「病 院 にお け る地球温暖化対策 自主行動計画 (フォロー ア ップ)」

を策 定 した。 日本病院会 では、取 りま とめた フォ ローア ップの内容

を会員各位 に推進願 うよ う協力依頼 を実施 した。

③  日 本病 院会 会員 には、関係省庁等 か ら配信 され る地球温暖化対策

に関す る通 知、講習会等 については、 日本病院会 ニュー ス (月2回発

行)、ホー ムペ ー ジを通 じての広報活動 を行 った。

④  2 0 1 3年 度 も、 「2 0 1 2年 病院におけ る地球温暖化対策 自主行動計

画～ フォ ロー ア ップ報 告～」 を会員 に周知 し、 自主行動 計画の推
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進 としての活用 を願 うことと してい る。

3)全 日本病院協会にお ける取組み

①  2 0 0 8年 8月 に 日本 医師会 ・四病院団体 にお いて策定 した 「病院 に

お ける地球温暖化対策 自主行動計画」について、 当協会ホー ムペー

ジに掲載 した。
「20 1 2年 病院 におけ る地球温暖化対策 自主行動計画 フォ ロー

ア ップ報告 」につ いて も、同様 にホームペー ジヘ掲載 し、会員病 院
へ周知。

②  そ の他 、厚 生労働省等 の行政 か らの地球温暖化対策 に関連す る通

知等 については、速や かにホー ムペー ジに掲載 して会員病院へ周知。

③  2 0 1 3年 度 にお いて も引き続 き、本協議会 にお ける取 り組み等 を踏

まえて、全 日本病 院協会 として必要 な対策 を検討 ・実施。

4)日 本医療法人協会 における取組み

①  日 本 医師会 ・四病院団体協議 会 にお いて策 定 した 「病院 にお け る

地球温暖化対策 自主行動計画 」 につ いて、今年度 も引 き続 き 当協会

ホー ムペー ジに掲載。

②  厚 生労l J J省な どの行政か らの地球温暖化対策 に関連す る通 知等 に

ついて、ホー ムペー ジを通 じて会員病院へ周知。

5)日 本精神科病院協会 における取組み

①  2 0 1 0年 度 よ り担 当の委員会 を設 置 し、病院 にお ける地球温 暖化対

策 への取 り組みの検討 を行 つてい る。

②  機 関誌 に地球温暖化 に関す る特集 を掲載 し、事例等 の情報提 供 を

行 つている。

③  厚 生労働省 等 関係省庁か らの地球温暖 化対策 関連通知 を機 関紙 、

ホー ムペー ジヘ の掲 載 、メール マ ガ ジン等 で 日本精神 科病 院 協会会

員病院へ周知 を行 っている。
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①

省 エネ ・C0 2排 出削減 のための取組 ・P R活 動

病院での地球温暖化対 策の啓発 ・推進体制整備

1)地 球 温暖化対策 を啓発

前年 度 と同様 、 「病 院 にお け る地 球 温暖 化 対策 自主行 動 計 画 フ ォ ロー

ア ップ」 のた めの 「ア ンケー ト実態調 査」 に併せ 、全 ア ンケー ト対象病 院

4, 5 9 5病院 に対 し、2 0 1 2年3月に取 りま とめた 「2 0 H年 病院 にお け る地球温

暖化対策 自主行動計画 フォ ローア ップ報告」 を配布 した。

2)推 進体制整備 を促進

前年度 に引 き続 き、医師 ・看護 師 ・施設 管理者 等 医療従 事者 を対象 と し

た、 日本医師会 の 「医療安全推進者養成講座 」のカ リキュラム 「医療施設整

備管理論」 のテ キス トの中で、 自主行動計画 フォ ローア ップの結果や改正省
エネ法等 「地球温暖化対策 」 を取 り上げた。 これ に よ り、受講者 に地球温暖

化対策 を啓発 し、各医療機 関にお ける推進体制 の核づ くりを図 った。

3)ア ンケー ト実態調査結果 を各病院のベ ンチマー ク として フィー ドバ ック

前 年 度 と同様 、 「病 院 にお け る地 球 温暖 化 対 策 自主行 動 計 画 フ ォ ロー

ア ップ」のための 「アンケー ト実態調査」に併せ 、20 1 0年度 のエネル ギー消

費 実態 デー タ と個別病 院 との比較デ ー タを作成 し (省エネ活動 実施 状況 の

フ ィー ドバ ック票 )、 これ を ア ンケ ー ト対 象 病 院 にベ ンチ マ ー ク と して

フィー ドバ ックす ることに よ り、 自発的な省 エネ活動 の促進 を図 った。 (図

6 - 1参照)

②  地 球温暖化対策 と しての省 エネヘの支援

1)大 規模改修 ・増改築 ・新築段階での積極的な省 エネ対策のための

推進体制の整備 と実行

大規模 改修 ・増改築 。新 築時期 に あわせ て、高効率 な省 エネ設備 ・機器

の導入や、エネル ギー管理 のためのシステムの導入促進 な どを図 るこ とが重

要 である。 このため、省エネ建築建設 のための 「建設セカ ン ドオ ピニオ ン」

を提供す る 「一般社団法人建設 セカ ン ドオ ピニオ ン医療機構 」や 、電力 を中

心 とした省 エ ネ方法 を 「第 8回 日医総研 地域 セ ミナー」 にお いて紹介 し、地

球温暖化対策 を推進 した。

2)省 エネ推進 のための各種補助制度の拡大 口拡充ニーズの把握

病 院 にお け る省 エネ活 動 ・地 球温暖 化対策 のた めの、省 エネ投 資 ・温暖

化対策投資の費用対効果 の情報提供や 、診療報酬 、税制及 び融資面での配慮

の必要性等 を、ア ンケー ト調査 に よ り明 らかに した。 (表6 - 1参照 )
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図6- 1  2 0 1 0年度省 エネ活動実施 状況の フィー ドバ ック票

貴病院のエネルギー使用量原単位とC02排出量
<省 エネ活動実施状況のフィードバック票>

下記の資料は、平成22年度にご協力頂いた「病院における地球温暖化対策白主行動計画
フォローアップのための調査」にご回答頂いた資料を元に、貴病院の地球温暖化対策への対
応を整理したものです。
今後の貴病院における地球温暖化対策の参考資料としてご利用下さい。

(ご注意)

①本データはあくまでも貴病院のアンケート調査への回答を基に、加工・作成したものです。

②本票についてのお問い合わせは受け付けておりませんのでご了承ください。

③エネルギー使用データのご記入がなかつた場合には、裏面のみ記載されています。

1貴 病院の過去1年間のエネルギー使用量及びC02排 出量原単位等は、下表のよう
になっています。

区 分 単 位 平成22年度

電気使用量 千kwh 875

重油・灯油等使用量

ガス使用量 kポ 9,001

エネルギー使用量原単位 M」/ポ 1,928

C02排 出量原単位 kg―C02/ポ

002排 出量 t―C02

延べ床面積 5,392

2有 効回答のあった病院全体(次の分布図)の中で、貴病院のC02排出量(t―C02)は
◇印の位置にあります(平成22年度)。

( C 0 2排出量、t―C 0 2 )

(延べ床面積、市)

1-49 1-50
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3貴 病院の省エネ活動の実施状況は、下表の通りです。全体の病院の実施項目と、貴病院に
おける実施項目を比較して、今後の省エネ活動への取組みの参考にして下さい。

目項
貴病院の

実施項目

全体実
施比率
(%)

1 日 中窓側の照明器具を消すこと ○

21照 明器具の清掃、管球の交換 ○

31高 率照明器具を使うこと 457

41使用時間に合わせ照明を点灯したり間引いたりすること

5省 エネルギー型OA機 器や電気機器等を導入すること

○

○

○

○

○

83.4

39.1

187

26.5

299

329

6待 機電力削減のため、電気機器やOA機 器を使用していないときに、コンセントを外すこ

71エレベーターは関散時に一
部停止すること

81省 エネ自動販売機を導入すること

91深夜電力の利用

10トイレ・手洗いに節水こまを使用する等、院内における節水の推進をすること

11省エネを考慮した空調温湿度管理を行うこと

66.0

67.4

2病 棟・管理部門での外気取り入れ量を適正に調節すること(手術室等を除く)

3空 調運転の時間をなるべく短くすること

○ 58.7

○ 66.9

14夜 間。中間期(春、秋)等は空調運転を止めること

15窓 ガラスに遮熱フィルムを施工すること

16屋 上緑化・周辺緑化を行うなど病院の緑化を推進すること

17屋 上の断熱防水を行うこと

18外 壁に断熱塗料を吹き付けること

191出入口に風除け室を設置すること

20定 期的にフィルター清掃を行うこと

21建 物外部の照明・広告等を省エネ化すること

○

　

　

〇

一
〇

　

　

　

　

〇

77.2

236

406

209

6 0

70.8

96.8

359

22窓 ・壁。床・吹き抜け等、建築面から冷暖房負荷を低減させること

3温 度調節機能付シャワーを使用すること ○ 69.7

241夜間は給湯を止めること

○

○

○

319

152

208

3 . 2

4 . 8

5 3

74.8

70.8

48.5

53.7

251

184

14 1

1 8

251外来者に公共交通機関利用を呼びかけること

26従 事者にマイカー通勤 自粛を薦めること

27太 陽光発電 (ソーラー発電)や風力発電等を利用すること

28:太陽熱利用を促進すること

"夕
『嬌習冒聰封電製翌隻[ f害

車い イプリッド車、電気 自動車、天然ガス自動車、エタ

30コピー用紙等の使用量を削減すること

31再 生紙を使用すること

321笑気ガス(麻酔剤)の適正な使用を極力図ること

33施 設管理者への省エネルギー対策を徹底すること

34水 の有効再利用をすること

351職員に対し、地球温暖化対策に関する研修機会の提供や、情報提供を行うこと

36職 員に対し、地球温暖化対策に関する活動への積極的参加を奨励すること

7省 エネ関連の認証 (例えばIS0 14000)を取得すること

*||は 回答病院の5割以上が実施している項目

表 6- 1  省 エネ活動 ・地球温暖化対策 に必要 とされ る こと (N = 1 , 2 4 6、複数回答 )

合 計
2 0 1 1年度

( 参考)

2 0 0 6 年度

(参考)

2 0 0 7 年度

(参考)

2 0 0 8 年度

(参考)

2 0 0 9 年度

(参考)

2 0 1 0 年度

専 門家 の ア ドバ イ スがほ し

い

371

2 9 8 %〕

2 8 5

( 3 1 1°/ 0ヽ

142

( 1 2 3 % )

459

( 3 2 2 % )

3 8 9

( 2 9 4 % )

3 5 7

(286%)

省エネ情報 。温暖化対策情

報の提供

457

(367%)

4 2 8

( 4 6 7°/0ヽ

1 9 8

1 7 1 % )

618

( 4 3 3 % )

5 0 7

3 8 3 % )

4 9 0

( 3 9 2 % )

省エネル ギー診断 ・温暖化

対策診断

1 7 9

( 1 4 4 % )

180

( 1 9 ` % )

260

( 2 2 5 % )

284

( 1 9 9 % )

2 3 7

1 7 9 % )

2 1 0

( 1 6 8 % )

省エネ投資 ・温暖化対策投

資の費用対効果の情報提供

592

(475°/0)

448

( 4 8 9 % )

629

( 5 4 3 % )

718

( 5 0 3 % )

6 5 3

( 4 9 3 % )

6 3 2

( 5 0 6 % )

省エネ投資 ・温暖化対策投

資の補助金、低利融資等の

紹介

395

( 3 1 7 % )

2 8 2

( 3 0 8°/0)

339

( 2 9 3 % )

456

( 3 2 0 % )

381

( 2 8 8 % )

386

( 3 0 9 % )

省エネ投資 ・温暖化対策投

資の補助金、低利融資等の

創設

420

( 3 3 7 % )

316

( 3 4 5 % )

411

( 3 5 5 % )

5 3 9

(378%)

4 5 4

( 3 4 3 % )

466

( 3 7 3 % )

先進事例 の紹介 495

(397%)

393

( 4 2 9 % )

4 9 9

( 4 3 1 % )

542

3 8 0 % )

462

( 3 4 9 % )

4 6 1

( 3 6 9 % )

人材の教育、育成 164

( 1 3 2 % )

152

( 1 6 6 % )

1 8 7

( 1 6 1 % ヽ

206

(144%)

1 8 2

(137%)

1 6 7

( 1 3 4 % )

電力 会社 ・力
゛
ス会社 等 の省エ

ネ。温暖 化 対策 につ い ての積

極 的 協力

475

( 3 8 1 % )

4 0 2

( 4 3 8°/0 )

484

( 4 1 8 % )

5 9 8

( 4 1 9 % )

5 3 9

( 4 0 7 % )

4 8 4

( 3 8 8 % )

市町村の省エネ ・温暖化対
策 についての積極的協力

393

( 3 1 5 % )

318

( 3 4 7 % )

360

( 3 1 1 % )

5 1 1

( 3 5 8 % )

4 3 3

( 3 2 7 % )

3 9 7

( 3 1 8 % )

都 道 府 県 が省 エ ネ ・温暖 化

対策 につ い て積 極 的 に協力

して ほ しい

390

( 3 1 3 % )

282

( 3 0 8 % )

346

( 2 9 9 % )

489

( 3 4 3 % )

4 0 5

( 3 0 6 % )

4 0 2

(322%)

国の省エネ 。温暖化対策 に
ついての積極的協力

470

(377%)

3 5 3

( 3 8 5 % )

396

( 3 4 2 % )

5 4 5

(382%)

4 8 7

( 3 6 8 % )

457

(366%)

診療 報酬 に省 エネ ・温暖化

対策 面 か らの配 慮

638

( 5 1 2 % )

504

( 5 5 0 % )

6 6 9

( 5 7 8 % )

7 9 3

( 5 5 6 % )

7 0 6

( 5 3 3 % )

631

( 5 0 5 % )

税 制 に省 エ ネ ・温暖化 対策

面 か らの配 慮

5 6 2

( 4 5 1 % )

4 5 2

( 4 9 3 % )

5 8 2

(503%)

673

(472%)

610

(46 1%)

560

(448°/0)

その他 15

1 _ 2 % )

27

2 9 % )

3 9

34%)

34

24%)

3 1

( 2 3 % )

18

1 4 % )

総  数 1 , 2 4 6

( 1 0 0 0 % )

917

(1000%)

1,158

(1000%)

1 , 4 2 7

( 1 0 0 0 % )

1 , 3 2 4

( 1 0 0 0 %

1 , 2 4 9

( 1 0 0 0 %ヽ
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③ 自主行動計画の信頼性 と実効性の向上

1)ア ンケー ト実態調査 票 カバー率の向上

自主行 動計画 フォ ロー ア ップ調査 のた めに ア ンケー ト実態調査 を行 った。

前年度 に引 き続 き、次 の よ うな電気 事業 連合 会 の加入企 業 (1 0電力会社)

及び、 (社)日 本 ガス協会 の加入企 業等 ( 9都市ガス会社 、1市)の協力で、病

院 の電力 ・都 市ガス使用 量 を回答 し易 くす ることによ り、ア ンケー ト実態調

査票の回収率 の向上を図 り、計画参加病院 に対す るカバー率の向上 を図 つた。

(表6 - 2参照)

この結果 、2 0 H年 度 の ア ンケー ト実態調 査 の対計画参加 病院 のカバー率

は、前年度 よ りやや減少 した ものの、20 0 6年度 (基準年度 )の1 7 . 1 %に 対 して

2 3 . 2 %に 増加 した。 (表1 - 2、6 - 3参照)

電気 事業連合 会加入 企 業等 に協 力 して頂 いた内容 と しては、ア ンケー ト

実施期 間中、病院 か らの20 H年 度 1年 間の電力 ・都 市ガ ス使 用量の電話での

問い合わせ に対 し、 これ ら企業等 にお いて電話回答 を して頂 いた。

表6- 2  ア ンケー ト実態調査に協 力 を頂 いた

電気事 業連 合会 0(社 )日 本 ガス協会加入企 業等

(その1 )電 気事 業連合会加入企 業 ( 1 0社)

北海 道 電力 (株) 東 北電力 (株 ) 東京 電力 (株 )

中部電力 (株) 北陸電力 (株) 関 西電力 (株 )

中国電力 (株 ) 四国電力 (株) 九州 電力 (株 )

沖縄 電力 (株 )

(その 2 ) (社 )日 本 ガス協会加 入企業等 (9社 、1市 )

北海道ガス (株) 仙 台市 ガ ス局 京葉ガス (株)

北陸 ガ ス (株) 東京 ガ ス (株) 静岡ガス (株)

東 邦ガ ス (株 ) 大 阪 ガ ス (株) 広 島ガ ス (株)

西部 ガ ス (株)

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

7 .地 球 温 暖 化 対 策 に よ る 病 院 経 営 へ の 波 及

(1 )地 球温暖化対策 と年間光熱費 について

地球温暖化対策 の主要な方策 としては、省エネ化 を進 めるこ とが 中心 であ

ることか ら、地球温暖化対策 に よる年 間光熱費の削減 が期待 で き る。

そ こで、20 0 6年度か ら行 つて きた地球温暖化対策 の結果 と、20 H年 度 のア

ンケー ト調査にお いて聞いた各病院 にお ける 「年 間光熱費」か ら、一つ の仮

定の もとに地球温暖化対策 に よる年間光熱費の削減効果 を試算 した。

アンケー ト調査結果 より求 め られ た、 「平均的なエネル ギー消費単位 当た

り年間光熱費」を用いた場合 、20 0 6年度 において全病院 の総光熱 費 は2, 4 4 9

億 円 < 1 0 0 . 0 >だ った ものが、2 0 1 0年度では2 , 5 2 9億円 < 1 0 3 . 3 >と な り、7 9 , 7

億 円増力日した。 また、2 0 H年 度 ではエネル ギー消費量が減少 したに もか かわ

らず、エネル ギー消費単位 当た り年 間光熱費や病院 の活動量 (総述べ床 面積)

の増加の影響 によ り、2 7 7 5億円 < H 3 . 3 >と な り, 3 5 6 . 5億円、 1 3 . 3 %も 増加 し

た。 (表7 - 1、2参照)

また直近の2年でみ ると、2 0 1 0年度の光熱費2 , 5 2 9億円 ( 1 0 0 . 0 )に比 して、

2 0 H年 度の光熱費2 7 7 5億円 ( 1 0 9 , 7 )は、9 , 7 %の 増加 であった。

なお、2 0 H年 度 はア ンケー ト実態調 査で 「医業収入」 も 「光熱費」 と併せ

て開いてお り、その結果 「医業収入」平均は44 . 0 7億円、 「光熱費」 は0 . 6 3億

円で、 「医業収入 」に 占め る割合 は平均 で1. 4 %で あることが分 か った。

これ らか ら、光熱費の増加 が 医業収入 に 占め る割合へ の影響 を推計す る と、

この1年間の光熱費の増加 に よ り、従来 の医業収入 に占め る光熱 費 の割合 は

1. 4 %か ら1 . 5 4 %に 0 . 1 4 %増 加 した もの と推計 され る。

表7 - 1  病 院規模別 にみ たエネルギー消費単位 当た り年間光熱費

(1病院当た り、N = 1 , 1 6 4 )

施 設 数
金 額

(千 円)

エネル ギー消費量

( M . I )

エネル ギー消費
単位 当た り
年間光熱費
(円/ M . T )

4 , 0 0 0ボ未満 12,153 6,109,541

4 . 0 0 0 - 5 . 9 9 9  m 19,674 10,256,923

6 . 0 0 0 - 7 . 9 9 9  m ' 27,245 14,629,770

8,000-9,999ポ 34,237 19,387,494

10,000-19,999ポ 57,233 31,632.586

20,000- 29,999 ni 108,307 62,605,713

30 ,000-  39 ,999  n f 166,990 94,900,147

40.000- 49.999 ni 220,758 121,076,064

50 ,000  m 'U  t . 326,014 209,172,941

平 均 1,164 63,119 36,173,588

21

22

23

2 4

2 5

2 6

2 7

2 8

表 6- 3ア ンケー ト実態調査 の対計画参加病院 (5 , 6 8 0病院 )カ バー率

調 査対象 年度
2 0 0 6年度

(基準年度 )
2 0 0 7年 度 2 0 0 8年 度 2 0 0 9年 度 20 1 0年 度 2 0 H年 度

対 計 画参加病 院

カバ ー 率
17.1% 215% 26.6% 24.6% 23.4% 23.2%

回収 数 973票 1,223票 1, 5 1 3票 1 1,328票 1 票

発送数 3 , 3 8 9票 3,389票 4 , 6 3 2 票 4 , 6 6 7 票 4,595票 4 票577
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表7- 2地 球温暖化 対策に よる年間光熱費削減効果

2 0 0 6年度
(基準年)

2 0 0 7 年度

(実績 )

2 0 0 8年度
(実績)

2 0 0 9年度
(実績)

2 0 1 0年度
(実績)

2 0 H 年 度

(実績 )
全病院エネル ギー消費量
(TJ/4暮)

160,060

< l o o  o >

1 6 5 , 0 8 0

<1031>

149,866

< 9 3 6 >

1 5 5 , 3 2 9

< 9 7 0 >

164,202

<1026>

1 5 9 , 4 7 8

<996>

エネル ギー消費単位 当た り

年間光熱費単価

(円/ M J /年)

1  5 3

< 2 0 0 9 年 度 値 >

全病院 におけ る年間光熱費
(億円/年)

2 , 4 4 9

< l o o  o >

2,526

<1031>

2 , 2 9 3

< 9 3 6 >

2 , 3 7 7

< 9 7 0 >

2 , 5 2 9

< 1 0 3 3 >

( 1 0 0 0 )

2 , 7 7 5

< l 1 3 3 >

( 1 0 9 7 )

年 間光熱費の基準年比で
の増減

(億円/年)

1560 ‐724 797 325 9

表7- 3  医 業収入 と光熱費比率 (参考)
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39
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地球温暖化対策基本法案等に関する要望

( 1 )地 球温暖化対策基本法案 に関す る要望

「中期 目標 」 として20 2 0年 (平成 3 2年)ま でに、 1 9 9 0年 (平成 2年)比 で

温室効果ガ スを2 5 %削 減 す る施策 を骨子 とす る、 「地球温暖化対策基本法案」
の制定が民主党政権 において推進 され て きたが、 自民党政権 にな ってその見

直 しが され る動 きが見 られ る。

見直 しの結果、や は り同様 の法制化が 目指 され る と考 え られ るため、安

定的かつ持続的 に医療 を提供す る責務 のある医療 関係団体 と して、 これ まで

同様国に対 し次の よ うな基本 的 な要望 を行 うものです。

<地 球温暖化対策基本法案に関する要望>

①策定プロセスについて

環境省が募集 した 「地球温暖化対策基本法」制定に関するハ
・
フ
゛
リッ

ク・コメントにおいて、その 「中長期目標」や 「地球温暖化対策税・税制の

グリーン化」及び 「国内排出量取引制度」に反対意見が多 く寄せ られ

ているように、法案自体に課題があつた り理解されない部分があるこ

とから、医療提供者を含めた国民の声が反映できる策定 プロセスを早

急にとって頂 くことを要望 します。

②国内排出量取引制度や地球温暖化対策税について

地球温暖化対策税に関 しては、国民の生命を守 りこれを支える国民

皆保険制度への影響を十分配慮するとともに、その医療 を担 う医療機

関等の経営の安定性、持続性が担保できる、診療報酬や補助金等の新
しい財源制度の創設を併せて図ることを要望 します。

③中期目標について

現在自主行動計画で取 り組んでいる、地球温暖化対策の大本となつ
ている京都議定書締結に際 しては、その実現を担 う医療機関等事業者
の声を反映するプロセスがなかったといつても言い過ぎではない。

この法案では、中期 目標は 「すべての主要な国が、温室効果ガスの

排出量に関する意欲的な目標について合意をしたと認め られる場合に

設定される」とあつて、これが非常にあいまいな目標表現となってい

ることから、今後はこれ ら目標にかかる国際的交渉プロセスの公正性
や透明性を確保するとともに、その情報公開の仕組みを実現 して頂 く
ことを要望 します。

5

6

7

施 設 数
光熱 費

(千円)

医業収 入

(千円)

光熱費率
( % )

4.000 nf ,F iff 812,728 5

4,000-5,999 ボ 19,674 1,276,773

6,000´ V7,999 ポ 27,245 1,631,542 7

8,000-9,999ポ 237 2,103,827

1 0 , 0 0 0 -  1 9 , 9 9 9  m ' 57,233 3,543,514

20,000-29,999 ぶ 125 108,307 7,492,844

30,000-39,999ぶ 166,990 ll,789,451

40,000-49,999 耐 220,758 15,134,240 5

50,000 ni  Dj  L 326,014 28,544,291

平 均 1,164 63,119 4,406,891
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( 2 )国 内ク レジッ

現状 の 「国内ク

を要望 します。

○現状の 「国内 ク レジッ ト (C D M )制 度」について

現在行われ ている 「国内ク レジ ッ ト (C D M )制 度」の排 出削減事 業

において、 「自主行動計画参加病院」 が大企業 とみ な され 、計画参加

病院のままでは国内ク レジ ッ トが認証 されず、 これが団体の組織 的な

自主行動計画推進 と矛盾 している ことか ら、 この制度が団体における

自主行動計画促進の インセ ンテ ィブになるよう改変措置 を講 じて頂 く

ことを要望 します 。

9。 東 日本 大 震 災 の 影 響 と 今 後 の エ ネ ル ギ ー 政 策 に つ い て

今回のアンケー ト実態調査 においては、東 日本大震 災に よる被災や計画停

電等 を受 けた病院の状況 を把握す るとともに、地球温暖化対策 と密接 な関係

を持つ原子力発電等今後 のエネル ギー確保 のあ り方 について も、設 間を設 け

病院の意向 を把握 した。

(1 )今 後のエネルギー政 策について

東 日本大震 災の特徴 は、巨大地震 。巨大津波 によつて東 京電 力福 島第一 。

第二原子力発電所等 、原子 力発電所 において災害が発生 した こ とである。

この災害によって、我 が国国民の原子 力発電所 に よる電 力供給 についての

考え方が、大 きく変化 した こ とは否 定出来ない。

そ こでまず 、原子 力発電所 に対す る今後の対応 について、病院 の考 え方 を

聞いた。 (表9 - 1参照)

その結果は、 「段階的に減 らすべ き」が78 9病院、5 9 , 9 %と 最 も多 く、 これ

に次いで 「現状に とどめ るべ き」が25 6病院、 1 9 . 4 %で あ った。 その一方 、
「や めるべ き」は15 7病院、 H . 9 %で 、 「増やすほ うがよい」 は1 7病院、

1 . 3 %に 止まった。

表9- 1原 子力発電 に対す る今後の対応 について (N = 1 , 3 1 8 )

これ を電力管内別 にみ る と、 「段階的に減 らすべ き」とい う回答 が多い管 内

は、沖縄電力管内 (以下、管 内 を略す)が最 も多 く6 6 . 7 %に のば り、 これ に次

いで北海道電力65 . 3 %、 四国電力6 4 . 7 %、 北陸電力6 4 . 1 %、 東 北電力6 3 . 1 %

であった。 そ して、 「や め るべ き」 とい う回答が多い管内は、沖縄電力

25 , 0 %、 東北電力 1 4 . 9 %、 東京電 力 1 3 . 4 %、 四国電力 1 3 . 2 %、 北陸電 力

1 2 . 8 %で あった。 (表9 - 2参照)
一方、 「現状 に とどめ るべ き」が多い管内は、中国電力22 . 9 %、 関西電力

2 2 , 7 %、 北海道電力2 1 . 8 %、 東京電力2 0 . 8 %で あった。

次に、民主党政権 時に行 われ たアンケー ト調査 と同様 に、今後 の総電力量

卜 (CDM)

レジ ッ ト

制度」に関す る要望

(C D M )制 度 」に関 し、国 に対 し次の よ うな こ と
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

2 1

2 2

2 3

2 4

2 5

2 6

2 7

2 8

2 9

3 0

増やすほう

がよい

夢l状にとと

めるべき

段階的に

減 らすべき

やめるべき 無回答 全 体

一般病院 14

(13%)

201

(192%)

625

(598り

129

( 1 2 3 埼

77

(74■、

1,046

(1000■ヽ

特定機能病院 0

(00%)

2

(91%)

12

(545%)

2

(91%)

6

(273■、

22

(1000'0

精神科病院 3

(12%)

53

(212°/0)

152

(608%)

26

(1040/0)

16

(64■、

250

(1000fヽ

全  体 17

(13%)

256

(194ツ6)

789

(599%)

157

(H9%)

99

(75釣

1,318

(1000%)
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1    に 対す る原 発 の比率 について病院 の考 え方 を聞いた。 (表9 - 3参照)

2    そ の結果 は、 「どれ とい えない」が最 も多 く45 6病院、3 4 . 6 %で あったが、

3   こ れ に次いで 「原発比率0 %」 が3 0 9病院 、2 3 . 4 %、 「原 発比率 1 5 %」 が2 9 8

4   病 院 、2 2 . 6 %に のぼ った。 これ らに次 いで、 「原発比率20～2 5 %」 は 1 6 9病

5   院 、 1 2 . 8 %に 止 まった。

6     こ れ を電 力管 内別 にみ る と、 「原発比率0%」とい う回答が多い管内は、東

7    日 本大震 災や計画停電 を経験 した東北電 力管 内が最 も多 く33 . 3 %に のぼ り、

8    こ れ に次 いで北海 道電力2 9 , 7 %、 東京電 力2 5 . 5 %、 四国電力2 5 , 0 %と な って

9   い る。 また、 「原発比率 1 5 %」 とい う回答が多い管内は、中部電 力26 . 6 %、

1 0   四 国電力2 6 . 5 %、 関西電力2 5 . 2 %、 沖縄 電力2 5 . 0 %で あ つた。 「原発比率2 0     -

H    ～ 2 5 %」 とい う回答 が多い管内は、関西電力の18 . 4 %が 最 も多か った。 (表

1 2   9 - 4参 照)

1 3    -方 、 「どれ とい えない」 とい う回答 は、すべ ての管 内で回答比率が一番

14   大 き く、3 0 %以 上 を占めてい る。 沖縄電 力では、 この回答 の比率は58 . 3 %に

1 5   達 してい る。

16

1 7    表 9 - 2電 力管内別の原子 力発電に対す る今後の対応 につ いて (N = 1 , 3 1 8 )

合 計

3 9 - 1原 発 の今 後 の 方 針

増やすほ

うがよい
現状にと

とめるベ

き

段階的に

減 らすべ

き

やめるべ1無回答

き

全体 131〔

100.C

1

1

157

1 _ 9

契約電力会社 北海道電力

東北電力

1 0 1

100.C

1 4 1

０
．一　
　
Ｑ

22

2 1 . 8

21

1 4 . 9

8

7 . 9

21

1 4 . 9

東京電力 298 17C

57.C

中部電力 128

100.0

24

1 8 . 8

13

1 0 . 2

l

北陸電力 39

100.0

1 5

12.8 6 4

関西電力 163
100 0

93

57_ 1

14 1

中国電力 96

100_0
57

59.4

四国電力 68
100 0

C 12

1 7 . 6

44

64.7 13_2

九州電力 235

100.0

4

1 . 7

45

19 1

140

50 A

2

沖縄電力 12

100 0

C

O C

(

その他 37
100.0

21
月6 Я

7
1 8 _ 9 10_〔

資料 :国家戦略室 討論型 世論調査の結果

表 9- 5  電 力管内別 今後の総電力量 に対す る原発の比率 (N = 1 1 3 1 8 )

合 計

39-2今 後の原発比率

原発比率
〕%

原発比率:原発比率
15%  :20～ 25%

どれとい

えない
無回答

全体 1318 169

1 2 . 8

契約電力会社 北海道電力 1 0 1

100.0

東北電力 1 4 1

100.0

47

33.3

26

1 8 . 4

13

9 . 2

東京電力 298

100.0

76

25 5

59

1 9 . 8

48

1 6 . 1

中部電力 128

100.0

1 1

8 . 6

43

33.6

北陸電力 39

100.0

8

20.5

15

38.5

関西電力 163

100 0

41

25.2

30

18.4

56

34.4

1

7 _

中国電力 96

100.0

22

22.9

34

35.4

四国電力

九州電力

０〇

一

17

25.0

18

26.5

4

235

100.0

55

23 4

88
R7 4

沖縄電力 12

100.0

3

25.0

0

0 0

〔

その他 37

100.0

12

32.4

7

1 8 9

4

1 0 . 8

11

29 7

表9- 3今 後の総電 力量 に対す る原発の比率 (N = 1 , 3 1 8 )

原 発 比率

0 %

原発比率
1 5 %

原発比率
20-25 9 6

どれといえ

ない
無 回答 全 体

一般病 院
255

( 2 4 4°/0 )

2 2 5

( 2 1 5 % )

1 3 1

( 1 2 5 % )

368

(352%)

67

(64°/0)

1,046

(1000°/o)

特 定機 能病 院
3

(136%)

4

(182%)

3

( 1 3 6 % )

7

( 3 1 8 % )

5

( 2 2 7 0 /。)

2 2

( 1 0 0 0°/0 )

精 神科病 院
51

(204%)

6 9

( 2 7 _ 6°/0 )

3 5

( 1 4 0 0 / 0 )

81

( 3 2 4°/0 )

14

( 5 6 % )

250

(1000°/0)

全  体
3 0 9

2 3 4°/0 )

2 9 8

( 2 2 6°/0 )

1 6 9

( 1 2 8°/0 )

456

(34.6°/0)

86

(6_5%)

1,318

(1000°/o)

表9- 4  討 論型世論調査 の結果 (参考 )

原 発 比率

0 %

原発 比率

1 5 %

原 発 比率

20～25 9 6
複数支持

積極支持

なし
全 体

世 論 調 査 (丁1 ) ( N = 6 , 8 4 9人) 28% 16% 129る 269る 189ら 1009ら

討論フォーラム参加者討論前

アンケート(丁3 ) ( N = 2 8 5人) 42% 1896 159嬌 139‰ 129‰ 10096

討論フォーラム参加者討論後

アンケート(丁3 ) ( N = 2 8 5人) 47% 16% 1396 1396 10% 10096
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2

3
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6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

2 5

2 6

2 7

2 8

2 9

3 0

3 1

3 2

3 3

3 4

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

1 0 .地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に は エ ネ ル ギ ー コ ス ト面 の 検 証 が 不 可 欠

地球温暖化対策 を推進す る基本的方向 として、石 油 ・石炭等化石燃料か ら

電気 ・ガスヘの転換 を進 め るとともに、原子力発電所 の停止に よ り再生可能

エネル ギー による電力 の活用 といった方 向性 を指 向 してい る。

しか し、 こ うした方 向に進 めるこ とについては、電気 ・ガスや再生可能 エ

ネル ギーにおいて コス ト面 での問題 が あることか ら、医療 業界 のよ うな電

力 ・ガス等 のエネ ル ギーの消費者 として、今後地球温暖化対策 を積極的に進

め るには、 中央環境審議 会や産業構 造審議会等で、供給 され るエネル ギーの

コス トが適正か ど うか検証 され ることが不可欠で あ る。

(1 )電 力事 業者に お ける高 コス ト体質の解消 を

東京電力は、規制部 門 (低圧受電 ( 1 0 0～2 0 0 V )、家庭用や小規模 事業所等 に

対応)の電気料金値 上げについては、2 0 1 2年7月2 5日国の値上げ認可を得て、

同年9月 1日よりこれ を適用す る と公表 した。 また、 自由化部門 (特別高圧

( 2 0 , 0 0 0 V )または高圧受電 ( 6 , 0 0 0 V )の需要 に対応)につ いて も、同年9月 1日よ

り規制部門の認可 条件 を適 用す る とした。

その値 上げ率は 、規制部 門で平均 旧単価23 . 3 4円/ k w hに対 し平均新 単価 は

2 5 . 3 1円/ k w hと 、 1 . 9 7円/ k w hの値上げ額 で、値上げ率は8 . 4 6 %と 非常に大 き

い。 また、 自由化部 門につ いて も、平均 旧単価 15 . 0 4円/ k w hに対 し平均新単

価 は1 7 . 2 8円/ k w hと 、2 . 2 4円/ k w hの値 上げ額 で、値 上げ率 は1 4 . 9 0 %に も上

る大幅 なものであ る。 (表1 0 - 1参照)

注 1 :規制部門とは、原則的として政府による一定の規制に基づいて設定される料金契約の部門である。

低圧受電( 1 0 0～2 0 0 V )の需要 (家庭用や小規模事業所等)に対応したもの。

注 2 :自由化部門とは、原則的として供給者 (電力会社、P P Sなど)と需要家 (お客さま)との当事者間

の交渉により決定される料金契約の部門である。

特別高圧( 2 0 , 0 0 0 V )または高圧受電( 6 , 0 0 0 V )の需要に対応 したもの。

注 3 :平成 2 4年 9月 1日 からの平均単価。平均単価は、原価を販売電力量で割ったもの。

注 4 :平成 2 0年 9月 1日 時点の平均単価。平均単価は、原価を販売電力量で害1ったもの。

注 5 :新単価と1日単価 の差額。

資料:「電気料金値上げの認 可についてJ平成 2 4年 7月 2 5日 東京電力株 式会社

資料:「認 可料金の概 要について」平成 2 4年 7月 東京電力株 式会社

しか し、 東 京 電 力 の 料 金 認 可 申 請 書 の 「審 査 」 や 「コ ス トの 内 容 」 に お い

て 、 様 々 な 問 題 が 明 らか に な つ た 。

ま ず 、 前 段 の 診 査 を 行 う 「電 気 料 金 制 度 ・運 用 の 見 直 しに係 る有 識 者 会 議 」

の 委 員 に は 、 消 費 者 の 代 表 が 含 ま れ て い な い 構 造 的 問 題 が あ つ た 。 ま た 、

「電気料金審査専門委員会」にお ける、消費者側 の意見陳述人は あ くまで も

意見を述べ るだけであ り、審査に際 し何 の決定権 もなか った。東 京電力 の料

金認可 申請 のよ うな社会的影響 の大 きい 「審査」は、例 えば 「社会保険 医療

協議会法 」に基づいて、診療報酬 の価格 を決 める 「中央社会保険 医療 協議 会 」

のよ うな、プ ロバイダー (提供者)側委員 、ユーザー (費用負担者)側委員 、及

び公益 を代表す る (主に学識経験者 )委 員 といつた三者 よ り構成す る委員会

等で,公 正 に審査すべ きである。

そ して、値上 げ申請 の内容 に主要 な問題 だけで も、次 の表の よ うな問題 が

ある。 (表1 0 - 2参照)

この よ うに、東京電力 の値 上げ申請の内容 には主要な問題 だけで も、上記

のよ うな問題が あ り、地球温暖化対策 の主要 な柱 であ る電 力を、 この よ うな

電気事業者 の価格 で購入す ることには問題 があ り、電気 事業者 は高 コス ト体

質の解 消を図 るべ きで ある。
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表10 - 1東 京電 力が申請 した値上 げ額 口値上 げ率

新単価 (注 3 )

(円/ k w h )

旧単価 (注4 )

(円/kw h )

値上 げ額 (注 5 )

(円/kw h )

値上 げ率

( % )

規制部門平均 (注 1 ) 25.31 23.34 1.97 8.46

自由化部門平均 (注 2 ) 17.28 15.04 2.24 14.90

表 10 - 2東 京電 力の値上 げ申請 の様 々な問題

我が国の電気 ・ガス事業者が主なユーザーである、化石燃料の購入価格は

欧米に比べ何倍も高く(例えば、LNGの 価格は約 2倍 ～5倍 高い)、これは電

力会社等が「総括原価方式」及び「燃料費調整制度」をとつていて、燃料費が

上がればその費用を消費者に転嫁できる制度になっていることが、大きな理

由と考えられる。(図10-1)

また審査専門委 員会においても、東京電 力の燃料購入価格 は通常の輸入

価格よりも高いことが指摘されており、これら費用が積み上がった高い燃料購

入費用が、今回の値上げの多くを占めている問題がある。

東京電力の社 員給与について、一般大企 業並みの維持を目指していること

に代表されるように、東京電力 自体が今置 かれている現状認識 と社会の認識

には大きなギャップがあり、これらを十分認識した上で徹底 的な合理化を進め

るべきである。

電気料金の値上げの前提となつている「総合特別事 業計画」で、原則2013

年度までに子会社 ・関連会社45社 (1,301億円)の売却が計画されているが、

どういう会社 が売却されるのか不明で、これらの情報を開示すべきである。こ

れでは売却計画額の評価ができない。

このため、所有している子会社 ・関連会社や売却可能な事 業所等 、全ての

資産の値上げ前 と値上げ後の所有情報を明らかにするとともに、効率 的な売

却方法等を検討の上 、収入として計上できるものは計 上すべきである。
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図10-1東 電の値上げ申請での総原価に占める燃料費と日米英の天然ガス価格比較 ( 2 )再 生可能 エネルギー 「固定価格買取制度Jの 様 々な問題

2 0 H年 8月 「電気事業者 に よる再生可能 エネル ギー電気 の調達 に関す る特

別措置法」 (「固定価格 買取制度」を規 定す るもの)が成 立 し、再生可能 エネ

ル ギー電気 を供給す る 「特 定電気事業者 」か らの調達 (買取)価格 が、資源 エ

ネル ギー庁 「調達価格等算 定委員会」 において定 め られ た。

この 「買取制度」は、図にあるよ うな仕組み で、 「再生可能エネル ギー に

よる発電事業者 」 (「特 定電気 事業者」 とい う)が発電す る電気 を、電 力会社

が 「国が定め る期 間、固定価格 で買取 る」 もので、 この買取費用は 「賦課金」

(サーチャー ジ)と して、電気利 用者が負担す る義務が あ るもので ある。 この

ため、 この制度は 「固定価格 買取制度」 (以下、買取制度 ともい う)とも呼ば

れ る。 (図1 0 - 2参照)

資料 :「再生可能エネルギーの固定価格買取制度について」資源エネルギー庁 (2 0 1 1

年 1 0月)

2 0 1 2年7月か ら開始 の買取制度 にお ける、エネル ギー種別 の 「買取単価 」
「買取期 間」や 「賦課金 単価 (サーチャー ジ単価)」は、次 の表 に示 した とお

りであ り、 当初電力使 用者 が負担す る全国一律の賦課金 単価 は0. 2 2円/ k W hと

なってい る。 (表1 0 - 3参照)

燃料費は電気料金算定の根拠と
なる総原価の4割 超を占める
6,兆円   5兆 7231億円

^"｀ 3黎33億円増

その他{人件費|
修繕書など)|

原子力の使用
済み燃料の再
処理費用など
(1%)

他の発電事業
者からの電力
の日入費
(14%)

燃料費(43%)

前巨改定時の 今 回東電が申請した
総原仙108年度1総原価{12-14年 度平均ll

1 日米英の天然ガス価格
120「ドル/100万 BttU
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1(注)価格は100万BTU(英国熱量単位)

1 鍋梶:業l型罐勝婚誦8
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資iオ叫:BP S t a t i s t i c a l  R e v i e w  o f  W o r l d

EnergyJune 2012

出所 :日本経済新 聞 ( 2 0 1 2年6月2日 1 4版)

そ して、電気料金 の値 上げ増加率 は非 常に大 きく、全 国的 に波及す るこ と

も考 え られ ることか ら、国や電力会社 にあつては、下記 の何れかのよ うな医

療 面等へ の配慮 をす べ きである。

①医療機関や在宅医療患者等に対して、 「料金を据え置く」という例外措
置 。

②値上げ分を診療報酬に反映させる財源を確保。
③医療機関や在宅医療患者に配慮した料金パターンの導入。

図10 - 2固 定買取価格制度の基本的な仕組み

日 本 制度は、11カ会社に文」し、再生可能エネルギー発藁事異者から、政府が定めた調i奎価格 。調達期間に
よる市気の供給契約の申込みがあつた場合には、応するよう義務つけるもの。

■ 政 府による買取価格 ・期間の決定方法、買取義務の対象となる設4峰の認定、貢取衝用に関する1武課金の
徴収 。調整、事力会社による契約 ・接続拒否手由などを、併せて規定。

電気を供給

電気料金と合わせて

賦課金(サーチャー

ジ)を回収

口連優格等算定委員会の

意見を尊重して買取●格・

買取期間を設定(■年度)

・設口を認定

現語耀雀呻    買
取優格・買取用間について意見

綱連硼格等百定委員会

単価の決定(毎年度)

□が定める期間、

経 済 産 業 大 臣

電気をご利用
の皆様

興

1-63 1-64



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

太陽光

風力

地熱

中小水力

バイオマス

42円

231～ 57.75

273～ 42

25.2～357

13.65～40.95

建設費
(万円)

32.5～46.6

30～125

79～ 123

80～ 100

31～ 392

運転維持費
(千円)

4.7-10

6

33～ 48

95～ 75

22～ 184

買取期間
(年)

10～20

20

15

20

20

表10-32012年 7月 か ら開始 の買取制度 におけるエネルギー種別 の
「買取単価」「買取期間」や 「賦課金単価 (サーチャー ジ単価)」

新しい固定価格買取制度は2012年 7月 より開始

買取単領
(円/kWh)

してい る需 要家 で あ り、 買取 量 が 増 えれ ば増 え るだ け利 用者 負 担 も増 え る。

買取価格等 の妥 当性や費用対効果等 につ き検証 し、 こ うした関連部金 も含 め

て公共料金 と見倣 して公正妥 当な改定を してい くこ とが望 まれ る。 」 と指摘

してい る程 である。

更に④は、現在原子 力発電 の方向性 が見えない こ とに よ り、新た なベー ス

電源(昼夜 を問わず一定量の電気 を供給す る安定 した電源)の確保 が必要 な状

況 にある中、再生可能エネル ギー に よる発電 の種別 はベース電源 を補 うもの

が優先 され るべ きである。 し か し、 こ うした対応 が な されていない問題 が あ

る。

表 10 - 4再 生可能 エネルギー 「買取制度」 の様 々な問題

公定価格によって成り立っている医療経営を、電気料金の値上げとともに悪化

させる問題.

2 0 1 3年以降の地球温暖化対策の方針やエネルギー基本計画の方向性・計画

内容が定まらない中、地球温暖化対策の方針やエネルギー基本計画の一方

策に過ぎない、再生可能エネルギー電気の買取制度を開始する問題。

買取制度の仕組みの問題点

①特定電気事業者や電力関連メーカーの言い値に近い、競争原理が働かな

い調達価格になる問題.

②再生可能エネルギー種類別のコストパフォーマンスが考慮されない調達価

格の問題。(図10 - 3 )

③特定電気事業者が電気を作れば作る程電気利用者への賦課金が増加す

る、持続可能性に問題のある制度で、ドイツ等先進国では電気利用者の

負担が限界になつている問題。(図10 - 4 )

④現在原子力発電の方向性が見えずベース電源の確保が必須の状況にあ

る中、再生可能エネルギーによる発電は、こうしたベース電源による発電を

補うものであるべきだが、これに対応していない問題。

サーチヤージ単優
(円/kWh)

0.22
※全国一律
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資料 :「平成 2 4年 度  年 次経 済財 政 報 告 」 内閣府 ( 2 0 1 2年 7月 )

そ して、この買取制度 は次 の表 に示す よ うな様 々な問題 を抱 えている。

第一 の問題 は、 「公定価格 に よつて成 り立ってい る医療経営 を、電気料金

の値 上げ とともに悪化 させ る問題 」 である。 上限が見えない賦課金 は、他 の

業界 では価格 に 自由に転嫁出来 るが、診療報酬 とい う公定価格 に よって成 り

立っている医療 においては、価格 に転嫁出来ない。今後 、全国に波及す る と

考 え られ る東 京電力の電気料金 の値 上 げ とともに、賦課金が課 され るこ とに

なれ ば、医療 経営 は一層悪化 し国民 の健康 を守 るこ とが出来ず、地域 医療が

成 り立たな くな る。 (表1 0 - 4参照)

第 二の問題 は、2 0 1 3年以降の地球温暖化対策 の方針やエネル ギー基本計画

の方向性 ・計画 内容 が定ま らない 中、地球温暖化対策 の方針や エネル ギー基

本計画の一方策 に過 ぎない、再生可能 エネル ギー電気 の買取制度 を開始す る

ことの問題 で ある。

そ して、第 二 の問題 として、買取制度 の仕組 みについて次の表の よ うな

様 々な問題 点が ある。

①は、専門家によるコス トの査定や技術革新の促進が十分考慮 されてお ら

ず、買い取 り価格は特定電気事業者や電力関連メーカーの言い値に近 く、競

争原理が働かない買い取 り価格になる問題である。

また、②は再生可能エネルギー種類別のコス トパフォーマンスが考慮 され

ずに調達され る、経済的効率性が無視 される問題である。再生可能エネル

ギーの種類によつて発電のコス トパフォーマンスは異な り、現在の買取価格

はこれが十分考慮 されていない。(図10‐3参照)

そ して③は、特定電気事業者が電気を作れば作る程、電気利用者への賦課

金が増加する持続可能性の問題である。 ドイツ等先進国では電気利用者の負

担が限界になっていると言われている。(図10‐4参照)
こうした①②③の問題について、 「20 1 2年度 年次経済財政報告」(内閣府、

2012年 7月)は、 「ただ しそのコ乙上≧負担するのは各地域の電力会社に加入
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図10-3再 生可能エネルギーの発電コス ト比較 (2010年モデルプラン ト)
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34 資 料 :「再生可能エネルギーの発電コスト試算について～コスト等検証委員会報告より～」

内閣官房国家戦略室(2012年 3月 15日 )
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資ホ斗:「http://de.wikipedia.org/wiki/Erneuerbare―Energien―Gesetz#PhotovoltalkJ

再生可能エネルギー賦課金に関す る

な点を踏まえるべ きである。

見直 し等 につ いて、大 き くは次 の よ う

①2013年以降の地球温暖化対策の基本方針及びエネルギー基本計画の中で、

再生可能エネルギニ電力と原子力等既存エネルギー電力の位置づけ、及び整

備 目標等を明らかにすべきである。

②電力利用者である国民や医療・産業等への負担を極力軽減する仕組みにすべ

きである。特に医療は公定価格であるため価格転嫁することが出来ず、賦課金

の免除措置又は診療報酬上の措置を講ずるべきである。

③現在大きな課題は、原子力発電所の停止等に伴うベース電源供給力の低下で

あり、ベース電源確保ニーズに対応した政策誘導を行うべきである。

このため緊急避難的にLNG火 力を増設するとともに、中長期的には火山国であ

る我が国の特性を考え、コスト的にも安い地熱発電等を再生可能エネルギーの

中心にすべきである。

また、現状 の 「再生可能 エネルギーに よる発電 コス ト」 は、既存の発電 コ

ス トに比べ高いこ とか ら、 「技術革新 」や 「適正 な価格 の査定 と入札制度 の

導入」、或 いは 「国際的に低廉 な人件費の活用」 とい つた面か ら、 「政策的

誘導」の 目標 を設 定 して、 コス ト低減等 を図 るべ きで あ る。

図10 - 4ド イツにお ける2 0 0 0年～2 0 1 0年の買い取 り支 出金 (賦課金)合計 と伸び率
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厚生労働省環境 自主行動計画フォローア ップ会議開催要綱

1.趣 旨

「京都議定書目標達成計画 (平成 17年 4月 28日 閣議決定)」では、温室効果ガスの削

減に向けて、各業種の団体が自主行動計画を作成するとともに、政府は、関係審議会等

により定期的に
.フ

ォローアップを行 うこととされた。

厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議 (以下 「本会議」とい う。)は 、厚生

労働省所管の団体が作成 した自主行動計画について、その実施状況を調査 して評価を行

い、同計画の着実な実施を図ることとする。

2.審 議事項

本会議は、厚生労働省所管の各団体が作成 した自主行動計画の実施状況について、ヒ

ア リングその他の方法により調査を行つた上で、毎年度評価を行 う。

3.構 成等

(1)本会議は、厚生労働省政策統括官 (労働担当)が 有識者を参集 して開催する。

(2)委員の構成は別紙のとお りとする。

e)本 会議には、委員以外の関係者の出席を求めることができる。

4.運 営

(1)本会議の議事は、本会議において申し合わせた場合を除き、公開とする。

(2)本会議の庶務は、政策統括官付労働政策担当参事官室において行 う。

(3)こ の要綱に定めるもののほか、本会議の運営に関し必要な事項は、本会議において定

める。
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厚生労働省環境自主行動計画

フオローアップ会議後のスケジュール

追加質問を受付 (期限 :3月 8日 (金)目 途)

事務局にて報告書案を作成 (期限 :二月8日 (金)日 途)

質問に対して各団体より回答 (期限 :3月 15日 (金)目 途)

報告書案に対して意見受付 (期限 :旦週 15日 (金)目 途)

報告書最終案作成 (期限 :3月 21日 (木)目 途)

報告書最終案確認 (期限 :3月 26日 (火)目 途)

報告書公表


